か 


第 2 節 復旧 ・ 復 興 の 取組 


(関連 する 主 な 県 の 取組 〉 





頭 防潮 堤 等 の 海岸 保全 施設 の 復旧 ・ 整 備 





取組 事例 


目 岩手 県 津波 防災 技術 専門 委員 会 」 の 

設置 と 復旧 ・ 整 備 方 針 の 決定 

復興 に 向け た 市 町 村 の まち づく り の 計画 策定 が 進め られ る な 
か 、 ま ち づ く り の 根幹 を 成す 海岸 保全 施設 等 の 復旧 ・ 整 備 方 針 
を 早期 に 策定 する 必要 が あっ た こと か ら 、 県 で は 「 津 波 防災 」「 ま 
ち づ く り ] 「 地 震 」 の 専門 家 か ら 構 成す る [岩手 県 津波 防災 技術 
専門 委員 会 ] を 平成 23(201 1) 年 4 月 に 設置 し 、 検 討 を 進 め た 。 

委員 会 で は 、 被 災 状 況 の 把握 と 考察 、 現 況 施設 の 効果 と 被 
災 メ カニ ズム の 検証 な どの 議論 を 経て 、「 津 波 対策 は 避難 する こ 
と を 基本 」 と し 、「 多重 防災 型 の まち づく り を 目指 す 」 と いう 津波 対 
策 の 基本 方 針 を 定め た 。 ま た 、 防 潮 堤 等 の 津波 対策 施設 の 整 
備 目標 に つい て は 、 国 の 中 央 防災 会 議 や 農林 水産 省 及び 国土 
交通 省 が 同時 期 に 設置 し た 「 海 岸 に お ける 津波 対策 検討 委員 
会 」 の 検討 状況 を 踏ま えつ つ 、 国 の 検討 結果 を 待つ こと な く 先 ん 
じ て 検 討 を 進め 、 個 別 地区 で の 検討 と 市 町 村 と の 意見 交換 な ど 
を 経て 、 一 連 の 海岸 や 湾 毎 の 海岸 堤防 の 計画 高 を 910 月 に 
設定 ・ 公 表し た 。 

この 海岸 堤防 の 計画 高 は 、 数 十 年 か ら 百 数 十 年 の 頻度 で 発 
生 し て いる 津波 の 高 さ を 基本 と し て 設定 し て お り 、 そ の 構造 は 、 計 
画 規模 を 超え る 津波 に 対し て も 破壊 され に くい 構造 (粘り 強い 構 
造 ) に より 、 復 旧 ・ 整 備 を 進め る こと と し た 。 な お 、 土 地 利用 や 地域 
特性 に 応じ 、 設 定 し た 計画 高 よ り も 低い 「 地 域 に 合っ た 高 さ ] で 
防潮 堤 を 整備 する こと の 是非 に つい て も 、 委 員 会 で 議論 が な され 
て いる 。 

な お 、 令 和 元 (2019) 年 12 月 末 時 点 で 、 本 県 が 復旧 ・ 整 備 を 


岩手 県 津波 防災 技術 専門 委員 会 で 議論 され た 「 岩 手 県 に 
お ける 津波 対策 の 方 向 性 等 の 考え 方 」 
| 基本 方 針 


再び 人 命 が 失 われ る こと が な い 多 重 防災 型 まち づく り と 防災 文化 を 醸成 し 継承 
する こと を 目指 す 。 





2 津波 対策 手法 の 考え 方 
基本 方 針 を 達成 する た め の 対 策 手 法 と し て 、 地 域 の 実情 に 応じ て 「 海 岸 保全 施 
設 ] [まち づく り ] 「 ソ フト 対策 」 を 組み 合わ せ て 実施 する 。 


3 海岸 保全 施設 の 整備 目標 の 考え 方 

基本 方 針 を 達成 する た め 、 海 岸 保全 施設 の 整備 目標 は 過去 に 発生 し た 最大 の 
津波 高 さ を 目標 と する の が 望ま し い 。 た だ し 、 地 形 条件 や 、 社 会 環境 に 与え る 影響 、 
費用 等 の 観点 か ら 、 海 岸 保全 施設 の み に よ る 対策 が 必ず し も 現実 的 で な い 場 合 が 
ある 。 こ の 場合 、 海 岸 保全 施設 の 整備 目標 は 、 過 去 に 発生 し た 津波 等 を 地域 ご と 
に 検証 し 、 お お むね 百 数 十 年 程度 で 起こ り 得る 津波 を 対象 と する 。 


0 第 1 節 回 (2) 道路 、 海 岸 、 港 湾 の 応急 工事 (P62) 


人 @ 第 4 節 圏 用 地 取 得 迅 速 化 の た め の 制 度 創設 に 向け 
た 取組 (P192) 





進め て いる 105 箇 所 の 海岸 保全 施設 (農林 水産 部 所 管 海岸 を 
含む ) の うち 73 箇 所 (70%) が 完成 し て いる 。 


上 操作 員 の 犠牲 と 

「 水 門 ・ 陸 病 自 動 閉鎖 シス テム 」 の 整備 

東日本 大 岩 災 津波 で は 、 水 門 ・ 陸 間 の 閉鎖 作業 に 従事 し た 多 
く の 操作 員 が 犠牲 に な っ た 。 こ の 事実 を 踏ま え 、 県 で は 操作 員 の 
痛ま し い 犠 牲 を 二度と 出さ な いた め 、 操 作 員 が 現地 へ 向かう こと 
の な いよ うな 体制 を 基本 と し 、 関 係 法令 の 改正 に 先んじ て 、 復 興 
基本 計画 (平成 23 年 8 月 ) に 、 操 作 員 の 安全 確保 を 図る た め 操 
作 の 遠隔 化 、 通 信 ・ 電 源 の 多重 化 を 図る こと を 明記 し た 。 

遠隔 化 に 当たっ て は 、 陸 間 の 統廃合 や 乗越 道路 化 、 小 規模 
水門 の フラ ッ プ ゲー ト 化 な ど に より 操作 対象 施設 の 削減 を 行っ た 
うえ で 、 な お 操作 が 必要 な 施設 に つい て は 「 水 門 ・ 陸 間 自 動 閉鎖 
シス テム 」 の 整備 に よる 遠隔 自動 化 を 図る こと と し た 。 

[水門 ・ 陸 間 自 動 閉鎖 シス テム 」 の 整備 に 当たっ て は 、 初 め て 
河川 課 に 電気 職 の 職員 を 配置 し 、 遠 隔 化 に 係る 様々 な 課題 の 
検討 調整 を 行っ た 。 特 に 、 通 信 方 式 や 閉鎖 の トリ ガー に つい て 、 
本 県 沿岸 部 の リア ス 海 岸 特有 の 地形 特性 を 踏ま え 、 整 備 費用 
が 安価 で 、 災 害 時 に 高い 信頼 性 が 期待 で きる 衛星 回 線 を 採用 
し た こと 、 全 国 瞬 時 警報 シス テム (J-ALERT) に よる 津波 警報 等 
の 受信 を 契機 に 、 津 波 時 に 現地 で 人 が 操作 する こと な く 200 箇 
所 を 超え る 水門 ・ 陸 間 を 一 斉 に 閉鎖 する シス テム は 全国 的 に も 
例 が な い 先駆 的 事例 で ある 。 

平成 29 年 7 月 31 日 に 合 足 農地 海岸 な ど 3 海 岸 8 箇所 で 運用 
を 開始 し 、 平 成 31 年 3 月 末 時 点 で は 35 箇 所 の 水門 ・ 陸 間 で 運用 
し て いる 。 


海岸 堤防 高 の 設 定 に 係る 考え 方 





海岸 堤防 の 高 さ の 基準 と な る 設計 津波 の 水位 の 設定 
(全て の 海岸 で 同じ 考え 方 (設定 基準 ) に より 、 一 定 の 安全 水準 を 確保 ※) 
ー 連 の 海岸 や 湾 ご と 
・ 過 去 の 津波 の 痕跡 高 さ の 記録 の 整理 
( 例 : 慶 長 地震 、 明 治 三陸 地震 、 昭 和 三 陸地 震 、 チ リ 地 震 、 数 十 年 一 百 数 十 年 の 頻度 
201| 年 東北 地方 太平 洋 沖 地震 ) 隊 で 発生 し て いる 津波 を 設 
・ 発 生 の 可能 性 が 高い 地震 等 の 津波 シミ ュ レ ーション の 実施 計 対 象 津波 群 と し て 設定 
( 例 : 想定 宮城 県 沖 地 震 等 ) 
※ 沿 岸 で 一 定 の 安全 度 を 確保 する た め 、 政府 の 中 央 防災 会 議 で 示さ れ た 国 の 基本 的 考え 方 に 基づき 、 
WT 土 交通 省 が 海岸 堤防 の 設計 で 想定 する 津波 高 さ の 設定 基準 を 海岸 管理 部 局 に 通 
知 













































































2011 年 東北 地方 太平 洋 沖 地震 津波 。 











く 最 大 クラ ス の 津波 > 
・ 住 民 避 難 を 柱 と し て 
総合 的 防災 対策 を 構築 
する 上 で 設定 する 津波 


被災 前 の _、 
海岸 堤防 -・ 















XXXX 年 氏 久 人 @@ 地 震 津 波 。 








く 設計 対象 津波 群 > 
・ 海 岸 堤防 の 建設 を 行 
う 上 で 想定 する 津波 
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被災 し た 海岸 堤防 

















1) 洋 野 久慈 北海 岸 





2) 久慈 湾 
3) 久慈 南海 岸 
4) 野田 湾 


5) 普代 海岸 
6) 田野 畑 海 岸 
7) 岩泉 海岸 
8) 田老 海岸 
9) 宮古 湾 
10) 重 茂 海岸 










































































12) 船越 湾 
13) 大 醒 湾 
14) 両 石 湾 





















































洋 野 マ 久慈 北海 岸 
久慈 湾 
久慈 南海 岸 
| 野田 湾 
普代 海岸 
田野畑 海岸 
上 岩泉 海岸 
間 田 を 海岸 
| 下 古 湾 
間 重 六 海 





中 被災 前 計画 堤防 高 
「- 新 計画 堤防 高 

O 今 交 津波 拓 蹴 
(堤防 付近 で 測定 


※ 被 災 前 計画 堤防 高 に つい て は 、 
地域 海岸 内 で 最も 高い 値 と し た 。 
































※ 平 成 23 (2011) 年 10 月 20 日 決定 分 : 青 書 き (14 海岸 /24 海 岸 ) 
※ 平 成 23 (2011) 年 9 月 26 日 決定 分 : 黒 書き (10 海岸 /24 海 岸 ) 


教訓 提言 


上 寺門 委 員 会 の 進め 方 


県 で は 、 防 潮 堤 の 整備 目標 を 早期 に 決定 する こと を 目指 し 、 
委員 会 を 早期 に 立ち 上 げ 、 議 論 を 集中 的 に 実施 し た 。 個別 地区 
で の 防潮 堤 の 整備 目標 を 決定 する に 当たっ て は 、 防 潮 堤 の 計 
画 高 や まち づく り の 案 ご と に 、 何 ケー ス も の 津波 シミ ュ レ ーション 
を 提示 し た 上 で 、 市 町 村 も 委員 会 を 傍聴 し 、 個 別 地区 で の 議論 
で 意見 を 述べ た 。 中 に は 、 首 長 が 参加 、 発 言 し た 市 町 村 も ある 。 
この 委員 会 で は 、 国 ・ 県 市町村 を 含め 各回 と も 100 名 程度 の 
傍聴 者 数 が あっ た 。 


上 市 町 村 と の 入念 な 調整 


委員 会 の ほか に も 県 が 各市 町 村 と 具体 の 意見 交換 を 行っ た 
回 数 は 100 回 を 超え 、 各 地 で 進む まち づく り 計 画 と の 調整 を 行 
いな が ら 検 討 を 行っ た 。 委員 会 で の 議論 も 踏ま えた 市 町 村 と の 
意見 交換 の 結果 、 一 部 の 地区 で は 、 保 全 対象 家屋 に 支障 が な 
い 等 の 場合 に 限り 、 県 の 定め よう と する 計画 高 よ り 低い 高 さ で 
防潮 堤 の 復旧 を 行う こと と する な ど 、 地 域 の 実情 を 踏ま え 、 和 柔軟 


な 対応 を 図っ た 。 


上 多重 防御 」 の 思想 の 継承 


津波 対策 施設 は 、「 発 生 頻 度 の 高い 津波 ] か ら は 、 人 命 ・ 財 
産 、 種 々 の 産業 ・ 経 済 活 動 及び 国土 を 守る こと を 目標 と し て いる 
が 、 そ れ を 超え る 「 最 大 クラ ス の 津波 」 に 対し て は 、 津 波 対 策 施 
設 の みな ら ず 、 避 難 等 の ソフ ト 施 策 も 組み 合わ せる 「 多 重 防御 」 
に より 、 人 命 へ の 被害 を 極力 生じ させ な いこ と を 目指 し て いる 。 

被災 後 の 決意 を 胸 に 、 県 民 が 二度と あの 悲し み を 受け る こと 
が な いよ う 、「 多 重 防 御 ] の 思想 を 津波 防災 教育 や 防災 ・ 避 難 
訓練 等 に よっ て 確実 に 次 世代 へ 継承 し て いく こと が 必要 で あ 
る 。 
岩手 県 東日本 大 岩 災 津波 復興 基本 計画 

(平成 23 年 8 月 ) よ り 抜粋 ン 
「 今 、 筆 舌 に 尽く し が た い 状 況 を 目の当たり に し て 、 私 た ち 県 民 
一 人 ひと り の 胸 に は 、「 人 命 が 失 われ る よう な 津波 被害 は 今回 
で 終わ り に する 」 と いう 決意 が あふ れ て いる 」 





雷 一 浦 
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第 2 章 県 の 取組 る 第 2 節 復旧 ・ 復 興 の 取組 


まち づく り ( 面 整備 ) 


取組 事例 


i 被災 市 町 村 に お ける 復興 まち づく り 計 画 の 策定 

東日本 大 震 災 津波 に お ける 被害 は 甚大 で あり 、 被 災 市 町 村 
で は 、 津 波 に よる 瓦 確 等 の 処理 、 避 難所 運営 及び 被災 者 支援 
等 の 対応 に 追わ れ 、 復 興 ま ち づ く り に 向け て の 計画 策定 は 、 非 党 
に 困難 な 状況 に あっ た 。 ま た 、 計 画 を 策定 する 上 で 、 復 興 事 業 と 
し て 、 土 地区 画 整 理事 業 、 防 災 集 団 移転 促進 事業 (以下 「 防 集 
事業 ] と いう 。 ) 、 漁 業 集落 防災 機能 強化 事業 等 の 複数 の 事業 
が 考え られ た が 、 被 災 市 町 村 に お いて は 、 事 業 ス キー ム に 精通 す 
る 職員 が 極め て 少な く 、 初 め て 経験 する 事業 も あり 、 事 業 導入 の 
展望 が 見 えな い 中 で 被災 地区 の まち づく り 計画 を 策定 せ ざ る を 
得 な か っ た 。 





| 国 が 中 心 と な っ て 進め た 

被災 市 町 村 の 復興 計画 策定 の 支援 

国 で は 、 こ の よう な 状況 を 踏ま え 、 被 災 地 の 復興 に 向け た 「 津 
波 被災 市 街 地 復興 手法 検討 調査 ] を 行っ た 。 国 か ら 受 託し た コ 
ン サ ル タ ン ト が 被災 状況 等 を 調査 分 析 の 上 、 復 興す る 市 街 地 の 
規模 や 移転 ・ 姓 上 げ ・ 現 地 復興 等 の 復興 パタ ー ン の 検討 等 に よ 
り 復興 まち づく り 計画 を 策定 し 、 被 災 市 町 村 の 復興 計画 の 策定 
を 支援 し た 。 また 、 復 興 計 画 の 策定 後 、 土 地区 画 整 理事 業 、 防 





(関連 する 主 な 県 の 取組 〉 
人 第 4 節 用 地 取 得 迅 速 化 の た め の 
制度 創設 に 向け た 取組 (P192) 
玉 復興 に 向け た 基本 方 針 ・ 復 興 計 画 (P218) 


人 第 5 節 





集 事業 等 の 事業 化 に 向け た 検討 を 行っ た 。 な お 、 こ の 調査 検討 
に 当たっ て は 、 市 町 村 ご と に 国土 交通 省 都市 局 の 企画 専門 官 
課長 補佐 級 の 地区 担当 職員 と 学識 経験 者 が 割り 当て られ 、 東 
北 地方 整備 局 の カウ ンタ ー パ ー ト 、UR 都 市 機構 の 派遣 職員 、 地 
元 市 町 村 、 県 等 の メン バー か ら 構 成 され る 調査 事務 局 が 設置 さ 
れ 、 検 討 を 進め た 。 


県 に よる 復興 まち づく り 支 援 等 


被災 市 町 村 で は 恒常 的 な マン パワ ー 不 足 や 事業 スキ ー ム に 
対す る 理解 不足 等 の 課題 が あっ た こと か ら 、 県 で は 、 防 災 集 団 移 
転 促進 事業 連絡 会 議 、 復 興 土地 区 画 整 理事 業 担当 者 会 議 、 ま 
ち づ く り 推 進 会 議 等 の 担当 者 会 議 を 開催 し て 、 事 業 進捗 に 応じ 
た 課題 や 対応 策 の 情報 共有 を 図り 、 市 町 村 の 復興 まち づく り の 
支援 を 実施 し た 。 

また 、 県 、 市 町 村 と も に 応援 職員 の 存在 が 不可 欠 で あっ た 。 


i 復興 まち づく り の 進展 


これ ら の 取組 に より 、 令 和 元 (2019) 年 12 月 末 現 在 、 ま ち づ く り 
( 面 整備 ) 事業 を 予定 し て いる 158 地 区 全て で 着工 し て お り 、 そ 
の うち 1 48 地 区 ( 約 94%) が 完成 し て いる 。 区 画 ベ ー ス で は 、 予 定 
し て いる 7,477 区 画 全て で 工事 が 着工 し て お り 、 そ の うち 7,249 
区 画 ( 約 97%) が 完成 し て いる 。 


担当 者 会 議 の 開催 状況 (これ まで 延べ 44 回 、 参 加 人 数 は 約 1.800 人 ) 





























































































































年 月 日 開催 され た 会 議 の 名 称 参加 者 の 概要 
Hp4 | 0 | 防災 集団 移転 促進 事業 連絡 会 議 
|・ 復 興 土地 区 画 整 理事 業 担当 者 会 識 市 町 村 、 弁 護 士 、 金 融 機関 住宅 金融 支援 機構 、 国 土 交通 省 、 復 興 庁 、UR、 盛 剛 
nl > |7 | 依 興 まち づく り 事 業 に 係る 担当 者 会 議 地方 法務 局 、 盛 岡 家庭 裁判 所 及び 県 の 担当 者 、 担 当 課 長 な ど 、 テ ー マ に 応じ て 
"| 東日本 大 震 災 被災 地 の 土 地区 画 整理 事業 実施 地区 の まち づく り 推 進 会 議 
担当 者 会 議 の 主 な 議題 ※ カ ッ コ 内 は 説明 機関 



































・ 事 業 計 画 作成 マニ ュ ア ル に つい て (国土 交通 省 ) 



































防災 集団 移転 促進 事業 























・ 岩 災 復 興 
・ 住 宅 再建 ・ 復 負 


























・ ガ イダ ンス (移転 促進 区 域 、 住 宅 団地 の 移転 対象 者 、 用 地 取得 及び 造成 等 )、 事 業 計画 書 の 策定 に つい て (県 ) 


・ 復 興 整 備 計画 、 地 域 森 林 計 画 、 保 安 林 解 除 、 埋 蔵 文 化 財 の 取扱 い 、 農 業 振興 地域 と 農用地 利用 計画 の 変更 、 が け 地 近接 等 危険 住宅 移転 事 
業 、 開 発 許可 及び 地価 動向 と 適正 な 土地 利用 取引 に つい て (県 ) 

・ 防 集 事業 等 に お ける 抵当 権 抹消 手続 き に 係る 説明 (金融 機関 ) 

に 際 し 発生 する 法 的 課題 の 整理 に つい て (弁護 士 
まち づく り に 関す る 登記 の 嘱託 に つい て (盛岡 地方 法務 局 ) 























・ 移 転 元 地 の 土 地 活用 促進 ガイ ドブ ッ ク に つい て ( 復 











団 庁 ) 


























・ 土 地区 画 整 理事 業 の 事業 手法 に つい て (県 ) 

















・ 被 災 市 街 地 復興 土地 区 画 整理 事業 の 工夫 と 適用 事例 に つい て (国土 交通 省 ) 

・ 地 権 者 土地 活用 意向 と 企業 の マッ チン グ 取 組 事 例 に つい て (UR) 

・ 土 地区 画 整 理事 業 に お ける 紛争 予防 の た め の 留 意 事 項 に つい て (国土 交通 省 ) 

・ 公 費 解体 し た 建物 と 残存 建物 の 補償 の 公平 性 、 防 潮 堤 (県 整備 ) に お ける 公 管 金 の 算定 、 盛 土工 事 の 沈下 に お ける 訴訟 と 行政 責任 
・ 確 定 測量 及び 出来 形 確認 測量 の 実施 方 法 に 係る 意見 交換 



























































区 画 整理 事業 












































に つい て (県 ) 

































































防 集 事業 に よる 移転 元 地の利 活用 


防 集 事業 で 市 町 村 が 買取 可能 な 土地 (以下 「 移 転 元 地 ] と い 
う 。 ) は 、 宅 地 と それ に 隣接 する 農地 に 限ら れ て いた こと 、 ま た 売 
却 を 希望 し な い 地 権 者 も いた こと 等 か の ら 、 そ の まま で は 利 活 用 し 
難い 状態 で 点 在 し て いた 。 市 町 村 に お いて は 、 移 転 元 地 の 中 に 
は 利用 意向 が ある 土地 も 複数 ある も の の 、 具 体 的 な 活用 ニー ズ 
が な けれ ば 、 移 転 元 地 の 集約 ・ 整 地 に 対す る 復興 交付 金 ( 効 果 
促進 事業 ) の 活用 が 認め られ て お ら ず 、 土 地 の 集約 に 苦慮 し て 
いた 。 

移転 元 地 及 び 隣 接する 民有 地 を 含め た 土地 の 利 活用 は 、 新 
た な まち づく り を 推進 する 上 で 、 ま た 当面 管理 する 場合 の 安全 ・ 
衛生 上 、 維 持 管理 コス ト の 観点 か ら も 大 き な 課 題 と な っ て いた 。 


i 県 に よる 市 町 村 へ の 支援 


県 で は 、 個 別 の 地区 ご と に 課題 の 聞き 取り を 行い 現状 把握 に 
努め な が ら 、 移 転 元 地 の 活用 事例 集 を 市 町 村 に 提供 し て 土地 
活用 に 向け た 計画 策定 を 支援 し た 。 ま た 、 利 活用 の 見 込み が な 
い 移 転 元 地 に つい て も 、 市 町 村 が 将来 的 に 利 活用 し や すい 土 
地 と な る よう 、 防 集 事業 に よる 建物 基礎 等 の 撤去 や 他 事 業 の 残 
土 を 活用 し た 盛土 の 実施 等 を 提案 し な が ら 、 市 町 村 を 支援 し た 。 

買い 取っ た 移転 元 地 に つい て は 、 令 和 元 年 12 月 末 現 在 、 買 
取 対象 面積 326.4 ヘ クタ ー ル の 約 6 割 で 産業 用 地 や 地域 の 多 
目的 広場 等 と し て 活用 策 が 決ま っ た 一 方 で 、 民 有 地 と の 一 体 的 
な 集約 に 時 間 が か か り 、 具 体 的 な 活用 ニー ズ を 見 出す まで に は 
至っ て いな い 等 の 課題 が 残さ れ て いる 。 


教訓 ・ 提 言 


i 事前 復興 の 取組 の 必要 性 

「 ま ち づ く り ( 面 整備 ) ] 事業 に 携わっ た 被災 市 町 村 で は 、① 発 
災 直 後 、 様 々 な 対応 に 追わ れる 中 で 、 復 興 ま ち づ く り 計 画 に つ 
いて 検討 する 時 間 が な か っ た 、② 計 画 を 検討 し よう に も 、 土 地区 
画 整 理事 業 、 防 集 事業 、 漁 業 集落 防災 機能 強化 事業 等 の 事 
業 に 精通 し た 職員 が いな か っ た 、③ 各 事業 の スキ ー ム 、 採 択 要 
件 、 メ リッ ト や デメ リッ ト を 十分 整理 で き な い まま 、 被 災 地 区 ご と の 
計画 策定 を 進め ざる を 得 ず 、 丁 寧 な 説明 が で きず に 被災 者 に 不 
安 を 与え た 等 の 反省 すべ き 点 が あっ た と し て いる 。 被災 市 町 村 
の 復興 か ら の 取組 を 踏ま え 、 災 害 時 の 対応 と し て 導入 する 事業 
の 事前 学習 を 含め 、 事 前 復興 の 取組 を 進め て いく 必要 が ある と 
考え て いる 。 


市町村 が 抱え て いる 課題 の 解決 に 向け た 
担当 者 会 議 の 有用 性 
東日本 大 震 災 津波 か ら の 復興 を 進め る 中 で 、 進 捗 段階 に 応じ 
て 、 事 業者 で ある 市 町 村 の 課題 も 変化 し て いっ た こと か ら 、 市 町 
村 が 抱え て いる 課題 を 捉え て の 課題 解決 に 向け た 担当 者 会 議 
は 、 早 急 な 事業 進捗 を 求め られ る 復興 事業 に お いて 有用 だ っ た 
と 考え て いる 。 


上 移転 元 地の利 活用 計画 案 に 関す る 
事前 検討 の 重要 性 
防 集 事業 等 に より 高台 移転 を 行う に 当たっ て は 、 宅 地 供 給 や 


空き 区 画 の 管理 等 と と も に 、 復 興 事 業 完了 後 の ま ち づ く り の イ 
メー ジ を 地域 住民 と 早期 に 共有 し な が ら 、 移 転 元 地の利 活用 計 
画 案 に つい て も あら か じ め 検 討 し て お く こ と が 重要 と な る 。 


i 移転 元 地 利 活用 基準 の 検討 の 必要 性 


移転 元 地 に 関し て は 、 市 町 村 に お いて 基本 方 針 を 定め る と と 
も に 、 民 間 企 業 に 活用 を 求め る 地区 、 現 状 の まま 市 町 村 が 維持 
管理 の み 実 施す る 地区 等 、 地 区 ご と の 現状 を 踏ま えて 分 類 し 、 
優先 順位 を つけ て 移転 元 地 の 集約 を 効率 的 に 推進 する 必要 が 
ある と 考え て いる 。 


移転 元 地 利 活用 促進 に つなが る 措置 


利 活用 する 区 域内 に ある 民有 地 と 当該 区 域外 に ある 公有 地 
を 交換 する 場合 に お いて 、 県 で は 課税 され る 不動 産 取得 税 を 免 
除 す る 措置 を 、 国 で は 課税 され る 登録 免許 税 を 免除 する 措置 を 
設け た 。 一 方 、 利 用 見 込み の な い 土地 へ の 復興 交付 金 (効果 
促進 事業 ) の 活用 は 認め られ な いと いう 制約 が あり 、 更 な る 移転 
元 地の利 活用 促進 に 結び つけ る こと が で き て いな い 。 被災 地 の 
実情 を 強く 訴え て 、 移 転 元 地 の 集約 ・ 整 地 が より 円 滑 に 進む よ 
う 、 自 由 度 の 高い 交付 金 措 置 等 を 今後 も 国 に 働き か け て いく 。 





雷 一 浦 
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第 2 章 県 の 取組 る ⑧ 第 2 節 復旧 ・ 復 興 の 取組 


話 社会 資本 の 復旧 ・ 整 備 の 迅速 化 の た め の 取組 





取組 事例 


i 施工 確保 対策 連絡 調整 会 議 の 設置 


被災 地 で は 、 ま ち づ く りや 津波 防災 施設 等 の 大 規模 工事 が 
同時 期 に 施工 され 、 こ れ に 伴い 技術 者 や 建設 資 機材 の 調整 ・ 確 
保 、 建 設 発 生 土 の 土 量 調整 等 が 最 重要 課題 の 一 つと な っ た 。 

そこ で 、 平 成 25(2013) 年 2 月 に 、 復 旧 ・ 復 興 工事 を 円 滑 に 進 
め る た め 、 施 工 確保 対策 に 係る 課題 の 解決 策 の 検討 、 関 係 機 
関 と の 連携 等 を 目的 と し て 、 県 庁 関係 課 か ら な る 「 岩 手 県 復旧 復 
興 工事 施工 確保 対策 連絡 調整 会 議 ] を 、 平 成 25 年 月 に は 、 土 
砂 の 流用 調整 や 資材 不足 等 の 課題 に 対し て 、 発 注 機関 や 関係 
業界 団体 等 が 連携 し て 、 よ り 具体 的 な 対策 を 検討 調整 する こと 
を 目的 と し て 「 治 岸 各 地域 復旧 復興 工事 施工 確保 対策 連絡 調 

整 会 議 ] を 設置 し 、 対 応 を 進め て きた 。 


施工 確保 対策 の 取組 の 概要 





(関連 する 主 な 県 の 取組 〉 
人 @ 第 5 節 回 他 県 応援 職員 な ど に よる マン 
パワ ー の 確保 (P232) 





円 滑 な 事業 進捗 


供給 不足 が 懸念 され た 、 生 コン 、 捨 石 な どの 主要 資材 の 需給 
見 通し を 、 本 会 議 で 発注 者 と 供給 業者 間 が 共有 する こと に より 、 
生コン に つい て は 、 プ ラン ト の 新設 等 業界 の 努力 に よる 供給 体 
制 の 強化 が 図ら れ た ほか 、 被 災 者 の 生活 に 密接 に 関連 する 災 
害 公営 住宅 の 整備 や 、 病 院 、 学 校 の 復旧 工事 へ の 生コン の 優 
先 供給 を 業界 団体 へ 要請 する な どの 取組 を 行っ た 。 ま た 、 本 会 
議 で 共有 され た 需給 見 通し を 基 に 、 資 材 不足 に よる 事業 の 遅れ 
を 避け る た め 、 コ ンク リー ト 構 造物 の プレ キャ スト 化 も 進め られ た 。 
土砂 の 流用 調整 に つい て は 、 事 業 の 進捗 に 伴い 変化 する 土 
少 の 過 不 足 の 見 込 を 3 か 月 に 一 度 集計 し 、 各 事業 者 で 共有 し た 
結果 、 市 町 村 間 で 流用 に 関す る 協定 を 締結 し 円 滑 な 事業 執行 
を 可能 に し た ケー ス も あっ た 。 





岩手 県 復旧 復興 工事 施工 確保 対策 連絡 調整 会 議 (H25(2013).2.22 設 置 ) 


今後 本 格 化す る 復旧 ・ 復 興 工 事 を 円 滑 
と し て 設置 


沿岸 地域 復旧 復興 工事 施工 確保 対策 連絡 調整 会 議 (H25.4 設 置 ) 


に 進め る た め 、 施 工 確保 対策 に 係る 課題 の 解決 策 の 検討 、 関 係 機関 と の 連携 等 を 目的 


土砂 の 流用 調整 や 資源 不足 等 の 課題 に 対し て 、 発 注 機関 や 関係 業界 団体 等 が 連携 し て 、 よ り 具 体 的 な 対策 を 検討 調整 する 


こと を 目的 と し て 設置 





岩手 県 東日本 大 震 災 津波 復興 本 部 








岩手 県 復旧 復興 工事 施工 確保 対策 連絡 調整 会 議 
座長 : 県 土 整備 部 長 構成 員 : 県 店 関係 課 総括 課長 相当 職 


【 ミ ッ シ ョ ン 】 

・ 復 旧 復 興 工 ョ 確保 対策 に 係る 課題 へ の 検討 

・ 復 旧 復 興 工 ョ 確保 対策 に 係る 関係 部 局 等 と の 調整 

・ 復 旧 復 興 工 ョ 確保 対策 に 係る 国 、 市 町 村 と の 連携 ・ 調 整 
























































Ph 
座長 : 広域 振興 局長 また は 副 局 長 構成 貞 : 国 、 県 、 市 町 村 、 業 界 団体 


【 作 戦 部 会 等 】 (土砂 調査 ・ 折れ 夫人 運搬 機能 ) 

・ 定 期 的 な 資材 需給 見 通し 、 生 状 況 の 見 通し の 把 】 
・ 公 共 事業 間 、 er の 調整 

・ 資 材 需給 状況 の 情報 共有 と 、 増 産 対策 の 検討 等 

・ 大 型 車 両 の 交通 量 の 増大 に 伴う 交通 安全 対策 の 検討 等 
























































© 資材 確保 対策 


ヤ 主 要 資 材 の 受給 見 通し に つい て 、 発 注 者 、 供 給 業 者 間 で 情報 共有 

・ 地 域 的 、 時 期 的 に 差異 は ある も の の 、 沿 岸 各地 区 に お いて は お お むね H26~27 
年 度 に か け て 乾 要 が ピー ク を 迎え 、 一 般 的 に 供給 能力 を 上 回 る 恐れ 。 
供給 不足 に 対す る これ まで の 対策 と 今後 の 対応 

・ 既 存 工場 で の 増産 体制 整備 (設備 の 更新 、 骨 材 ス トッ ク ヤ ー ド の 確保 等 ) 























民間 生コン プラ ント の 新設 

・ 国 土 交 通 省 に よる 三陸 沿岸 道 専有 生コン プラ ント の 設置 
遠隔 地 か ら の 骨 材 調達 に 伴う 価格 上 昇 へ の 対応 

ンク リー ト 二 次 製品 の 活 ) 
域 レ ベル で の きめ 細やか な 情報 共有 
域 調達 連携 の 取組 み 


⑧ 効率 的 な 土砂 流用 調整 
マ 効 果 的 な 土砂 流用 調整 
・ 事 業 の 進捗 に 伴い 変化 する 土砂 の 過 不 足 の 見 込み を 、3 ヶ月 に | 度 集 計 
・ 発 生 時 期 、 土 質 に つい て 、 各 発注 機関 か ら の 情報 を 収集 し 共有 
・ 近隣 市 町 村 の 公共 事業 間 で の 土砂 流用 を 調整 
・ 発生 時 期 と 使用 時 期 の 時 間 差 を 調整 する た め の 一 次 仮 置場 の 確保 を 調整 





























































































































電工 事 車 両 の 増加 に 伴う 交通 安全 対策 


資材 運 搬 や 土砂 運搬 に 伴い 、 被 災 地 で は 工事 車両 が 増加 
・ 交 通 量 の 変化 を 、 車 種別 、 曜 日 別に 分 析 し 発注 機関 、 施 工業 者 が 情報 共有 
・ 近隣 住民 か ら の ご 意見 等 を 情報 共有 し 、 運 搬 業 者 等 へ の 指導 を 徹底 
・ 交 通 量 の 増加 に 伴う 危険 交差 点 の 状況 等 に つい て 県 警 と 情報 共有 


今後 の 対応 方 針 
建設 次 材 の 恩給 見 通し や 土砂 流用 調整 な ど 、 復 上 復興 に 向け た 様々 な 課題 に つい 


て 、 き め 細 か い 情 報 収 集 と リア ル タ イ ム な 情報 共有 に 努め 、 関 係 機関 が 協力 し て 
機動 的 に 対応 

















i 埋蔵 文化 財 調 査 の 派遣 職員 に よる 支援 


これ まで に な い 規 模 の 災害 で あり 、 復 興 事業 が 具体 化し 、 そ れ 
に 伴う 埋蔵 文化 財 調査 の 事業 量 の 見 込み が 示さ れる 中 で 、 最 
も 早急 な 対応 が 迫 ら れ た の は マン パワ ー の 不足 、 そ れ も 専 門 的 
な 知識 を 持ち 、 埋 蔵 文 化 財 調査 に 対応 で きる 職員 の 不足 で あっ 
だ Ss 

これ に 対す る 具体 的 な 対応 策 と し て 、 文 化 庁 へ 人 的 支援 を 要 
請 し た と ころ 各 県 か ら の 応援 が あり 、 平 成 24(2012) 年 度 か ら 平 


埋蔵 文化 財 調査 に 係る 人 的 支援 


成 28(2016) 年 度 まで 他 県 か ら 専門 職員 の 支援 を 得 た こと が 挙 
げ ら れる 。 県 外 か ら の 派遣 職員 に つい て 県 教育 委員 会 で は 平成 
24 年 度 か ら の 5 年 間 で 41 名 の 派遣 を 受け て いる が 、 県 教育 委 
員 会 が この 派遣 職員 の 支援 も 得 て 行っ た 復興 調査 は 平成 24 
年 度 か ら 平 成 30(2018) 年 度 に か け て 、 分 布 ・ 試 掘 調査 が 648 
件 、 発 掘 調査 が 134 件 に 及 ん だ 。 

平成 28 年 度 を も っ て 県 外 か ら の 職員 派遣 は 終了 し た が 、 こ の 
方 々 の 支援 を 得 て 復興 関連 調査 を 進め る こと が で きた こと は 何 
者 に も 代え が た い 力 と な っ た 。 



































派遣 専門 職員 一 覧 【H24 年 度 ~H28 年 度 (※ 年 度 ご と の 延べ 人 数 を 集計 )】 

派 遣 年 度 延べ 派遣 
H24 年 度 | H25 年 度 | H26 年 度 | H27 年 度 | H28 年 度 人 数 
北海 首 | 
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復興 調査 で 受け た 支援 の 数 々 

| 自治 法 派遣 

(|) 都 道 府 県 教 要 っ 岩手 県 教委 

(2) 全国 市 町 村 教 要 つ 沿岸 市 町 村 教 要 

(3) 県 内 内 陸 市 町 村 教 委 つ 沿岸 市 町 村 教 委 


2 財団 間 派 遣 
他 財 団 埋 文 っ ( 公 財 ) 岩手 県 文化 振興 事業 団 埋蔵 文化 財 セ ンタ ー 


3 出張 支援 ( 他 県 教 要 、 県 内 市 町 村 教 委 ) 
4 事業 支援 ( 国 ・ 県 発掘 調査 、 整 理 作業 つ 市 町 村 が 受託 ) 
5 国 の 支援 (文化 店 、 奈 文 研 )※ 岩 手 県 で は 実績 な し 


教訓 ・ 提 言 


i 関係 機関 と の 継続 的 な 情報 共有 


大 規模 な 災害 に お いて は 、 そ の 復旧 工事 も 一 斉 に 行 
われ る た め 、 資 材 の 供給 不足 が 発生 する こと は ある 程度 
念頭 に 置く べき 事態 で ある と 考え る 。 ま た 、 多 く の 主 体 が 
同時 に 事業 を 展開 する た め 関 係 機関 と の 調整 事項 も 複 
雑 で 多岐 に わた る 。 そ れ ら の 調整 の た め 、 関 係 機関 を 構 
成員 と する 会 議 に より 情報 共有 を 継続 的 に 行っ た 事 は 、 
円 滑 な 復旧 ・ 復 興 事業 の 推進 に 寄与 し た と 考え られ る 。 


i 派遣 専門 職員 の 理解 と 協力 

被災 当時 、 人 々 に は 危機 感 や 焦燥 感 が 満ち 溢れ て 
いた 中 で 、 埋 蔵 文化 財 調査 は 復旧 や 復興 を 進め る に 当 
た っ て 、 ど ちら か と いう と マイ ナス の イメ ー ジ と し て 捉え られ 


て いた 。 し か し 、 我 々 文化 財 保護 側 と し て は 開発 と 文化 
財 保護 の 両立 と いう 大 原則 を 崩す こと な く 、 粘 り 強 く 関 
係 者 の 理解 を 得る 努力 を し な が ら 、 復 興 関連 工事 の スケ 
ジュ ー ル と 調整 を 図り 、 従 来 の 水準 と 変わ ら な い 調 査 を 
進め て きた 。 特 に 調査 終了 の 期限 に つい て は 、 開 発 関 
係 者 や 住民 か ら の 信頼 が 揺るが な いよ う 、 何 と し て も 守る 
と いう 気持 ち を 持ち 進め て きた 。 も ちろ ん 、 こ れ は 他 県 か ら 
の 派遣 専門 職員 の 理解 と 協力 が な く て は 実現 で き な か っ 
た こと で ある 。 

今回 の 事例 で 復旧 や 復興 と いう 困難 な 取組 の 中 で 
も 、 相 手 と の 信頼 関係 を 月 すこ と な く 、「 約 束 し た こと は 必 
ず 守 る 」 こ と が 当たり 前 の こと で は ある が 非常 に 重要 で あ 
る こと を 再 認識 する と と も に 、 こ れ が 実現 で きた こと で 、 復 
旧 ・ 復 興 事 業 の スケ ジュ ー ル を 大 きく 変更 する こと な く 事 
業 を 進め る こと が 可能 に な っ た と 考え る 。 





雷 一 浦 
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雷 ょ 縛 


第 2 章 県 の 取組 る ⑧ 第 2 節 復旧 ・ 復 興 の 取組 


再生 可能 エネ ルギー の 防災 拠点 等 へ の 導入 





取組 事例 


i 発 災 直後 の 停電 の 状況 

東日本 大 岩 災 津波 に よる 発電 所 や 変電 所 等 の 被災 に よ 
り 、 岩 手 県 内 に お いて は 全域 の 約 76 万 戸 が 停電 し た 。 県 内 
全域 の 停電 は 翌朝 まで 続い た が 、3 月 13 日 13 時 時 点 で 約 6 
割 、16 日 1 1 時 に は 沿岸 地域 を 除く 約 9 割 が 復 電 し た 。 今回 
の 災害 で は 直接 津波 の 被害 を 受け て いな い 地 域 に お いて も 
長期 間 に わ た る 停電 と な っ た が 、 そ の 原因 は 、 東 北 電力 管内 
の 大 規模 発電 施設 が 被災 し た こと や 、 保 安 停止 に より 送電 
線 自 体 が 停電 し 、 大 規模 発電 施設 を 持た な い 本 県 に お いて 
は 、 他 県 か ら の 電力 融通 を 待つ 状況 と な っ た こと に よる も の で 
ある 。 


目 災害 に 強い まち づく り に 向け た 
再生 可能 エネ ルギー 設備 の 導入 
震 災 か ら の 復興 に お いて は 、 災 害 に 強い まち づく り の 一 環 


| 災害 時 の シス テム 構成 例 ( 太 陽光 + 蓄 電池 の 場合 ) 


と し て 、 停 電 時 に お いて も 一 定 の 電力 を 賭 う こと が で きる 自 
立 分 散 型 の エネ ルギー 供給 体制 の 確立 が 課題 と され た こと 
か ら 、 環 境 省 の 再生 可能 エネ ルギー 等 導入 地方 公共 団体 
支援 基金 事業 に より 平成 24(2012) 年 3 月 に 基金 を 造成 
し 、 地 域 の 防災 拠点 や 避難 所 約 460 か 所 を 対象 と し て 太陽 
光 発 電 や 蓄電 池 、 バ イオ マス 熱 利 用 な どの 再生 可能 エネ ル 
ギー 設備 の 導入 を 行っ た 。 

当初 、 環 境 省 の 補助 金 に よる 基金 運用 期間 は 、 平 成 23 
(2011) 年 度 か ら 平成 27(2015) 年 度 ま で と され て いた が 、 
沿岸 被災 地 に お ける 土地 造成 の 遅れ な ど に より 、 一 部 地域 
に つい て は 令 和 2(2020) 年 度 まで の 延長 が 認め られ た 。 

補助 対象 と な る 防災 拠点 施設 の 具体 例 と し て は 、 公 共 施 
設 と し て 庁舎 、 診 療 施設 、 消 防 賭 、 警 察 署 、 学 校 、 公 民 館 、 集 
会 所 な どの ほか 、 防 災 拠 点 施設 と な る 民間 施設 と し て 診療 施 
設 や 駅 舎 、 宿 泊 施 設 も 補助 の 対象 と な っ た 。 

導入 設備 の 具体 例 と し て は 、 大 陽光 発電 (既設 を 含む ) と 

電池 の 組合 せ が 最 も 多く 、 そ の 他 、 木 質 バ イオ マス に よる 
熱 供給 や 街路 灯 が ある 。 














電力 会 社 の 配電 線 
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2 再生 可能 エネ ルギー 設備 導入 状況 3 内 容 別 事業 件 数 4 事業 者 別 事業 件 数 
NMN 事業 内 容 件 数 事業 者 | 件 数 
太陽 光 発 電 ・ 蓄 電池 308 県 22 
木質 パイ オマ ス ボ イ ラー 6 市 町 村 440 
地 中 熱 4 民間 5 
その 他 ( 既 設 太陽 光 + 蓄 電池 、 街 路灯 な ど )| 149 - 
合 計 467 合計 467 























て 当時 を 振り 返っ て > 
(当時 40 代 、 防 災 拠 点 再生 可能 エネ ル 
ギー 導入 事業 を 担当 ) 





県 内 全域 、 特 に 沿岸 被災 地 で 長期 間 の 停電 と な っ て いる 中 、 状 況 確 
認 の た め 現 地 調査 に 行っ た と ころ 、 県 外 の NPO 団 体 の 方 が 、 公 民 館 な ど 
i 時 の 避難 所 に 大 陽光 発電 設備 と 蓄電 池 を 設置 し て いた 。 そ れ で よう や く 、 テ 
陸前 高田 市 消防署 (太陽 光 + 蓄 電池 ) レビ 、 ラ ジオ 、 最 小 限 の 照明 、 携 帯 の 充電 な ど が 可能 と な り 、 避 難 さ れ て い 
る 方 々 に 非常 に 感謝 され て いた 状況 を 見 る こと が で きた 。 
これ を きっ か け に 、 防 災 拠点 な ど に 、 災 害 時 に お いて も 一 定 の 電力 を 財 
うこ と が で きる 再生 可能 エネ ルギー 設備 導入 の 必要 性 を 実感 し た 。 当 時 
の 部 長 や 担当 者 が 度々 環境 省 に 出向 き 、 要 望 活動 や 調整 を 行い 、 事 業 
化 に 結び 付け た こと が 大 きか っ た と 思う 。 (この 事業 は 、 当 初 被 災 3 県 を 中 
心 に 創設 され た が 、 そ の 後 全 国 に 対象 が 拡大 され た 。) 

こう し て 環境 省 の 事業 が 創設 され た が 、 市 町 村 や 事業 者 へ の 事業 説 
明 や 市 町 村 の 整備 計画 の 取り まとめ 、 県 の 補助 要綱 の 整備 な ど 、 時 間 も 
な く 、 混 乱 し た 中 で 、 県 も 市 町 村 も 大 変 な 作業 だ っ た 。 特 に 、 市 町 村 で は 、 
防災 拠点 と な る 様々 な 施設 に 、 こ の よう な 規模 で 再生 可能 エネ ルギー 設 
備 を 導入 し た 事例 は 過去 に な か っ た た め 、 ま ず は 、 各 防災 拠点 へ の 太陽 
光 発電 設備 や 蓄電 池 な どの 導入 規模 の 目安 と な る マニ ュ アル 作り が 必 
要 で あり 、 市 町 村 の 担当 者 の 協力 を 得 な が ら 、 苦 労 し た こと を 記憶 し て い 
る 。 

それ まで 、 国 も 自治 体 も 、 温 室 効 果 ガ ス 排出 量 25% 削 減 と いう 政策 に 
向け て 、 地 球 温暖 化 対策 に 注力 し て いた 中 、 東 日 本 大 岩 災 津波 と 原子 
力 発電 所 事故 に より 、 再 生 可 能 エ ネル ギー 施策 に 大 きく 能 を 切っ た タイ ミ 
ング だ っ た と 思う 。 





示 w 誤 


示 ゃ 並 





普代 村 くろ さき 荘 ( チ ッ プ ボイラ ー) 


教訓 ・ 提 言 


設置 し た 設備 を 有効 に 

活用 する た め の 取 組 が 必要 

平成 30(2018) 年 度 ま で に 設置 し た 太陽 光 発 電 
設備 だ け で も 3,000kW を 超え 、 大 規模 太陽 光 発 電 
所 (いわ ゆる メガ ソー ラー) 数 基 分 の 導入 規模 と な っ て 
お り 、 そ れ ら が 災害 時 に 自立 分 散 型 電源 と し て 機能 


れ ば 、 大 き な 効 果 が ある も の と 期待 され る 。 

設備 の 設置 に あたっ て は 、 そ の 対象 と な る 場所 や 
導入 規模 に つい て あら か じ め 十 分 な 検討 を 行っ て いた 
が 、 東 日 本 大 岩 災 津波 以降 も 台風 な ど に よる 災害 が 
発生 し て お り 、 そ れ ら を 踏ま えて ハザード マッ プ の 見 直 


し が 行わ れ て いる 。 こ の こと に より 、 避 難所 が 指定 除 
外 と な っ た り 、 新 た に 避難 区 域 に 指定 され た りす る な 
ど 、 設 備 導入 後 の 移設 や 安全 対策 の 追加 工事 が 必 
要 と な る ケー ス が あっ た こと か ら 、 事 業 実施 主体 に お 
いて は 、 地 域 防災 計画 等 に 即 し て 設備 が 活用 され る 
よう 、 留 意 する 必要 が ある 。 

また 、 設 備 導 入 後 、 当 該 設備 を 用 いた 防災 訓練 な 
ど を 行い 、 災 害 時 に 設備 を 適切 に 活用 で きる よう に し 
て お く < 必要 が ある が 、 そ の よう な 訓練 が 行わ れ て いな 
い 実 態 も 見 られ る こと か ら 、 設 備 を 活用 する た め の 自 
主 的 な 取組 が 期待 され る 。 





109 


第 2 章 県 の 取組 る 第 2 節 復旧 ・ 復 興 の 取組 


災害 に 強い 道路 ネッ トワ ー ク の 構築 





取組 事例 


目 確実 な 緊急 輸送 や 代替 機能 の 

確保 の た め の 道 路 整 備 

三陸 沿岸 地域 の 復興 と 安全 ・ 安 心 の 確保 に 向け 、 災 害 時 
等 に お ける 確実 な 緊急 輸送 や 代替 機能 を 確保 する と と も に 、 
水産 業 等 の 復興 を 支援 する 災害 に 強く 信頼 性 の 高い 道路 
ネッ トワ ー ク を 構築 する た め 、 岩 手 県 東日本 大 震 災 津波 復興 
実施 計画 に 、 以 下 を 「 三 陸 復 興 道路 整備 事業 ] と し て 位置 づ 
け 、 整 備 を 進め て きた 。 
① 復 興 道路 

三陸 沿岸 地域 の 縦貫 軸 と 内 陸 部 と 三陸 沿岸 地域 を 結ぶ 
横断 軸 の 高 規格 幹線 道路 ・ 地 域 高 規格 道路 の 整備 促進 。 
② 復 興 支援 道路 

内 陸 部 か ら 三陸 沿岸 各 都 市 に アク セス する 道路 及び 横 
断 軸 間 を 南北 に 連絡 する 道路 、 イ ンタ ー チ ェ ン ジ に アク セス す 


て 復興 道路 、 復 興 支援 道路 の 名 称 に つい て 一 





(関連 する 主 な 県 の 取組 〉 

人 第 4 節 復興 道路 の 重点 整備 (P188) 

人 第 4 節 用 地 取 得 迅 速 化 の た め の 
制度 創設 に 向け た 取組 (P192) 





る 道路 に つい て 、 交 通 あ い 路 の 解消 や 防災 対策 、 橋 梁 耐 岩 
化 等 を 推進 。 
③ 復 興 関連 道路 

三陸 沿岸 地域 の 防災 拠点 (役場 、 消 防 等 ) や 医療 拠点 
( 二 次 、 三 次 救急 医療 施設 ) ヘア クセ ス す る 道路 及び 水産 
業 の 復興 を 支援 する 道路 に つい て 、 交 通 あ い 路 の 解消 や 防 
災 対 策 、 橋 梁 耐震 化 等 を 推進 。 


i 復興 道路 は か つて な い ス ピー ド で 整備 が 進め られ た 


国 直轄 事業 で 整備 が 進め られ て いる 復興 道路 は 、 平 成 31 
(2019) 年 3 月 の 東北 横断 自動 車道 釜石 秋田 線 全 線 開 通 や 、 
令 和 元 (2019) 年 6 月 に 三陸 沿岸 道路 が 宮古 市 か ら 宮 城 県 気 
仙 沼 市 まで 繋が る な どか つて な い ス ピー ド で 整備 が 進み 、 復 興 ・ 
創 生 期間 内 の 令 和 2(2020) 年 度 ま で の 全線 開通 が 予定 され 
て いる 。 ま た 、 復 興 支援 道路 、 復 興 関連 道路 に お いて も 災害 に 
強い 交通 ネッ トワ ー ク の 構築 に 向け 、 整 備 を 推進 し て いる 。 


国 で は 、 三 陸 治 岸 道路 を 復興 道路 と 、 東 北 横断 自動 車道 釜石 秋田 線 と 宮古 盛岡 横断 道路 を 復興 支援 道路 と 位置 付け て いる の に 対 
し 、 県 の 復興 計画 で は これ ら 全 て を 復興 道路 と 位置 付け て お り 、 国 と は 異な る 名 称 を 使用 し て いる 。 

これ は 、 通 常 で あれ ば 、 国 が 名 称 を 決定 し た 後に 県 の 計画 に 反映 する と ころ で ある が 、 国 の 復 興 道路 、 復 興 支 援 道路 は 平成 23 年 度 第 3 
次 補正 予算 (平成 23 年 10 月 21 日 間 議 決定 、 同 11 月 23 日 成立 ) で 盛り 込ま れ た の に 対し 、 県 で は 、 発 災 直 後 の 平成 23 年 4 月 か ら 復 興 道 
路 を 含む 三陸 復興 道路 整備 事業 の 検討 を 始め 、 同 年 8 月 11 日 策定 の 岩手 県 東日本 大 岩 災 津波 復興 計画 に 位置 付け た た めで ある 。 


復興 支援 道路 、 復 興 関連 道路 の 整備 事例 





【 復 興 支援 道路 】 国 道 340 号 立 丸 峠 工区 

国道 340 号 は 、 内 陸 と 沿岸 を 結ぶ 交通 の 要 と し て 利用 され て き 
た が 、 宮 古市 と 遠野 市 に 踏 る 立 丸 幅 区 間 は 幅員 が 狭く 、 急 カー ブ 
が 連続 する な ど 交 通 の 難所 と な っ て いた こと か ら 、 平 成 24(2012) 
年 度 か ら 整 備 を 進め 、 平 成 30(2018) 年 | 月 29 日 に 全線 開通 し た 。 
トン ネル を 含む 約 5.2km の 整備 に より 交通 の 難所 だ っ た 峡 道 が 解 
消さ れ 、 交 通 の 安全 性 向上 や 約 6 分 の 時 間 短 縮 が 見 込ま れる 。 








計上 (すい が 直史 間 が ( 遇 由 員 .3m)) 





【 復 興 関連 道路 】 主 要 地方 道 野田 山形 線 野田 工区 

東日本 大 震 災 津波 発生 時 、 野 田村 の 市 街 地 が 津波 で 浸水 し 、 国 県 道 等 の 主要 幹線 道路 の ネッ トワ ー ク が 
寸断 され た こと を 踏ま え 、 県 道 で ある 主要 地方 道 野田 山形 線 を 浸水 想定 区 域外 に 付け 替え 、 延 長 1.500m を 
整備 し た 。 

これ に より 、 災 害 に 強い 道路 に する と と も に 、 野 田村 が 進め る 城内 地区 防災 集団 移転 促進 事業 ( 防 集 事業 ) B 


と 一 体 と な っ た まち づく り の 支援 を 図っ て いる 。 ラン ンス 


整備 し た 区 間 と 城内 高台 団地 






























































目 内 陸 の 事業 に も 国 に よる 

手厚い 財政 措置 が 認め られ た 

復興 支援 道路 、 復 興 関連 道路 の 整備 は 県 事業 と し て 社 
会 資本 整備 総合 交付 金 (復興 枠 ) を 主 な 財源 と し て 進め て 
きた 。 当初 、 内 陸 の 復興 支援 道路 の 改築 事業 に は 、 社 会 資 


復興 道路 、 復 興 支援 道路 、 復 興 関連 道路 


本 整備 総合 交付 金 ( 復 興 枠 ) の 充当 は 認め られ て いな か っ た 
が 、 復 興 計画 に 掲げ た 内 陸 と 沿岸 を 結ぶ 復興 支援 道路 が 津 
波 被災 地域 の 復興 に 果たす 役割 の 重要 性 が 認め られ 、 内 陸 
の 復興 支援 道路 に つい て も 社会 資本 整備 総合 交付 金 ( 復 
興 枠 ) の 充当 が 認め られ た も の で ある 。 




















令 和 元 年 12 月 31 日 現在 ) 
























































復興 道路 復興 支援 道路 
回 本 還 本 画 : 供用 済 区 問 = 


品 口 口 : 供用 区 間 復興 関連 道路 











上 避難 や 救命 ・ 救 援 ル ー ト の 
確実 な 確保 が 重要 
東日本 大 震 災 津波 で は 、 大 規模 な 地震 と 津波 に よ 


り 、 道 路 も 大 きく 被災 し 、 被 災 者 の 避難 や 緊急 車両 
の 通行 、 被 災 地 へ の 人 員 や 物資 の 輸送 に 大 き な 障 
害 が 生じ た 。 
















































































復興 道路 の 整備 状況 
令 和 元 年 12 月 31 日 現在 ) 
a ョ i 民 供用 中 " 韻 江 中 
併用 率 
三陸 沿岸 道路 359km 26Ikm 73% 98km 
うち 岩手 県 213km 129km 6I% 84km 
宮古 盛岡 横断 道路 66km 3Ikm 47% 35km 
うち 岩手 県 66km 3Ikm 47% 35km 
東北 横断 自動 車道 80km 80km 100% 
うち 岩手 県 80km 80km I00% 
合計 505km| 372km 74% 133km 
うち 岩手 県 359km| 240km 67% I19km 



























































東北 横断 自動 車道 釜石 秋田 線 全線 開通 (平成 3| 年 3 月 9 日 ) 




















被災 時 に お ける 、 避 難 や 救命 ・ 救 援 ルー ト を 確実 に 
確保 し 、 速 や か な 復旧 ・ 復 興 活動 を 可能 と する た め に 
は 、 災 害 に 強く 信頼 性 の 高い 道路 ネッ トワ ー ク の 構築 
が 重要 で ある 。 
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第 2 章 県 の 取組 る 第 2 節 復旧 ・ 復 興 の 取組 


話 被災 者 の 移動 手段 の 確保 


取組 事例 





上 披 災 直後 の 対応 


介 最 寄 の 県 立 病院 が 被災 、 他 の 医療 機関 へ の 通院 が 必要 に 
地域 医療 の 中 心 的 な 役割 を 担っ て いた 県 立 高田 病院 や 大 植 病 院 
は 被災 に より 機能 不全 に 陥り 、 受 診 が 必要 な 被災 地域 の 住民 に と っ て 
は 、 他 の 地域 の 医療 機関 へ の 通院 が 必要 と な っ た 。 
被災 直後 の た め 、 避 難所 で の 生活 を 余儀 な くさ れる な ど 、 被 災 地 域 の 
住民 の 生活 も 非常 に 不安 定 で あり 、 交 通運 賃 の 負担 も 大 きい 状況 で 
あっ た 。 





(関連 する 主 な 県 の 取組 〉 
人 第 4 節 


三陸 鉄道 の 復旧 支援 (P190) 





介 被 災 で 一 部 市 町 の 行政 機能 は 著しく 低下 、 

県 に お いて 無料 バス を 委託 運行 

さら に 、 陸 前 高田 市 及び 大 村 町 は 、 庁 舎 へ の 被害 や 職員 の 被災 
に より 、 行 政 機能 が 著しく 低下 し 、 県 か ら の 直接 支援 が 必要 な 状況 と 
な っ た た め 、 県 に お いて 、 陸 前 高田 市 及び 大 植 町 の 住民 に つい て 、 
それ ぞ れ 最寄り の 県 立 釜石 病院 や 県 立 大 船渡 病院 まで 通院 が で き 
る よう 、 平 成 23(2011) 年 3 月 か ら 7 月 まで の 間 、 バ ス 事 業者 に 対し 
広域 無料 バス の 運行 を 委託 し 、 移 動 手 段 を 確保 し た 。 


@ 市 町 村 の 無料 バス へ の 支援 を 実施 
沿岸 被災 7 市 町 村 で は 、 発 災後 、 独 自 に 無料 バス を 運行 し て いた 
が 、 そ の 経費 負担 が 多額 と な っ た こと か ら 、 平 成 23 年 4 月 以降 の 3 か 





























































































































1 県 か ら の 広域 無料 バス 運行 の 委託 【H23 広 域 生活 路線 運行 事業 】 

No 運行 経路 運行 開始 便数 利用 者 数 運行 経費 

① 大 村 ( 浪 板 ) て 県 立 釜石 病院 H23.3.27 6.5 往 復 43 人 / 便 

⑦② 大 樋 ( 赤 浜 ) 県 立 釜 石 病院 H23.4.5 6.5 往 復 38 人 / 便 2 

③ 陸前 高田 て 県 立 大 船渡 病院 H23.4.22 4 往復 18 人 / 便 

※ 利 用 者 数 は 平成 23 年 7 月 分 実績 

2 市 町 村 に よる 無料 バス 運行 と 県 の 補助 【H23 地 域 経営 推進 費 (域内 交通 確保 ) 】 

No 市 町 村 名 無料 運行 期間 路線 数 運行 経費 (参考 ) 県 補助 額 

① | 宮古 市 H23.4.5~6.24 3 数 千 円 ー 

② | 大 船渡 市 H23.4.4 て 9.4 8 11.620 千 円 / 月 16.096 千 円 

③ | 陸前 高田 市 H23.4.22~9.4 4 1.800 千 円 / 月 ー 

④ | 釜石 市 H23.3.12 て 7.31 8 14.870 千 円 / 月 23.840 千 円 

⑤ | 大 第 町 H23.3.26~ 2 1.820 千 円 / 月 ー 

⑥ | 普代 村 H23.3.24 ご 4.6 | 50 千 円 ー 

⑦ | 野田 村 H23.3.17 て 7.3 2 193 千 円 / 月 174 千 円 
合計 40.110 千 円 














※ 陸前 高田 市 及び 大 植 町 は 国 の 「 特 定 被災 地域 公共 交通 調査 事業 」 を 活用 




















3 仮設 住宅 等 交通 確保 連絡 会 議 開催 状況 











※ 宮古 市 、 普 代 村 は 少額 (燃料 費 の み ) の た め 活 用 な し 。 
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区 分 内 容 

参集 範囲 沿岸 12 市 町 村 、 バ ス 事 業者 、 東 北 運輸 局 、 岩 手 運 輸 支局 、 沿 岸 広域 振興 局 、 県 北 広域 振興 局 、 有 識者 (オブ ザー バー)、 地 域 振興 室 
会 議 開催 状況 H23.12.1 平成 23 年 度 第 | 回 会 議 
Ei H24(2012). 5.25 平成 24 年度 第 | 回 会 議 H25(2013).1.30 同 第 2 回 会 議 H25. 5.31 平成 25 年 度 第 | 回 会 議 

4 沿岸 市 町 村 公 共 交通 確保 連絡 会 議 開催 状況 

区 填 分 内 容 

参集 範囲 沿岸 12 市 町 村 、 バ ス 事 業者 、 東 北 運 輸 局 、 岩 手 運輸 支局 、 沿 岸 広 域 振興 局 、 県 北 広域 振興 局 、 県 復興 局 、 有 識者 (オブ ザー バー) 、 地 域 振興 室 
会 議 開催 状況 |H26(2014). 2.3 平成 25 年 度 第 | 回 会 議 H26. 6. 3 平成 26 年 度 第 | 回 会 議 H27(2015).2.16 同 第 2 回 会 議 














月 分 の 経費 を 上 限 に 2 分 の 1 を 県 が 市 町 村 に 補助 し た 。 


上 扱 災 地 に 対す る 制度 的 支援 ・ 対 策 


る ⑥ バ ス 事 業者 も 被災 、 全 県 を 対象 と し た 国庫 補助 に お ける 

被災 地 特 例 制 度 の 創設 

バス 事業 者 も 被災 し て お り 、 被 災 地 の 移動 手段 で ある 広域 バス 
路線 の 維持 確保 の た め の 支 援 が 必要 な 状況 に な っ た た め 、 国 は 、 被 
災 地 に お ける 広域 バス 路線 の 維持 の た め 、 運 行 欠損 額 に 対し て 補 
助 を 行う 地域 間 幹 線 系 統 確保 維持 事業 に つい て 、 輸 送 量 15 人 以 
上 の 要件 を 適用 し な いこ と 、 補 助 の 限度 額 を 適用 し な いこ と 、 競 合 区 
間 や 平均 乗車 密度 に よる 減額 調整 を 行わ な かい こと な ど を 内 容 と する 
被災 地 特 例 の 制度 を 創設 し た 。 ま た 、 同 事業 で は 、 車 両 購入 費 に 対 
する 補助 制度 も 創設 され た 。 こ の 被災 地 特例 の 制度 は 、 岩 手 県 全 
域 を 対象 と し て 実施 され た 。 

県 は 、 こ の 国庫 補助 制度 に 協調 し て 、 バ ス 運 行 対策 費 の 補助 を 
行っ た 。 (補助 率 : 国 2 分 の 1、 県 2 分 の 1) 


島 県 単 補助 で も 被災 地 特例 制度 を 創設 
また 、 震 災 以 前 か ら バ ス 路 線 の 急激 な 体 廃止 を 抑制 し 、 地 域 住民 


の 広域 的 移動 手段 を 確保 する た め 、 市 町 村 が 広域 バス 路線 に 対し 
て 補助 する 経費 に 対し 、 県 が 補助 し て いた が 、 こ の 県 単 補助 に も 平 
均 乗 車 密度 4 人 以上 の 要件 を 適用 し な い 被災 地 特 例 を 創設 し 、 支 
援 し た 。 (補助 率 : 県 2 分 の 1、 市 町 村 2 分 の 1) 


借 応 急 仮設 住宅 に お ける 移動 手段 の 確保 と 国 に よる 支援 

応急 仮設 住宅 の 建設 が 進み 、 被 災 住 民 が 避難 所 か ら 転 大 し 始め 
る と 、 応 急 仮設 住宅 に お ける 移動 手段 の 確保 の 必要 性 が 生じ た 。 

は 、 応 急 仮設 住宅 と 医療 機関 や 商業 施設 、 公 共 施 設 等 の 間 
の 移動 手段 の 確保 の た め 、 特 定 被災 地域 公共 交通 調査 事業 を 創 
設 し 、 コ ミュ ニテ ィ バ ス な どの 運行 に 対し 、10 分 の 10 の 補助 を 行う こ 
と と し た 。 沿岸 10 被 災 市 町 村 が これ を 活用 し 応急 仮設 住宅 に お け 
る 公共 交通 の 確保 を 図っ て きた 。 

県 に お いて は 、 津 波 に よる 被害 が 大 きか っ た 沿岸 市 町 村 、 バ ス 事 
業者 、 国 、 有 識者 及び 県 で 構成 する 「 仮 設 住宅 等 交通 確保 連絡 会 
議 」 を 開催 し 、 沿 岸 市 町 村 の 取組 状況 や 課題 を 関係 機関 で 共有 し 、 
応急 仮設 住宅 に 住む 方 の 移動 手段 の 確保 が 円 滑 に 進む よう 取り 
組み 、 平 成 25 年 月 に は その すべ て が 確保 され た 。 


教訓 提言 


i 被災 直後 の 当面 の 移動 手段 確保 の 必要 性 


被災 直後 の 広域 無料 バス の 運行 の 委託 や 市 町 村 に よる 無 
料 バ ス 運 行 へ の 補助 に より 、 公 共 交 通 が お お むね 復旧 する まで 
の 間 、 被 災 地 域 に お ける 住民 の 最低 限 の 移動 手段 が 確保 で き 
た と 考え られ る 。 

東日本 大 岩 災 津波 の よう な 大 規模 災害 の 直後 は 、 路 線 バ ス 
な どの 公共 交通 の ほか 、 医 療 機関 な どの 公共 施設 が 機能 し な く 
な る 可能 性 が あり 、 他 の 病院 へ 通院 する た め の 移動 手段 の 確 
保 が 必要 で ある こと 、 生 活 基盤 を な くし た 被災 地域 の 住民 に と っ 
て は 被災 直後 、 交 通運 賃 も 負担 に な る こと な ど を 考慮 し 、 い つ 大 
規模 災害 が 起こ っ て も 対応 で きる よう 、 被 災 直 後 の 無料 バス 制 
度 も 含め 、 被 災 者 の 移動 手段 の 確保 に つい て 、 自 治 体 と 事業 
者 で 検討 を 行っ て お く 必 要 が ある と 考え る 。 


目 被災 地 特例 の 延長 と 

激変 緩和 措置 に よる 移動 手段 の 確保 

国庫 補助 制度 に お ける 県 全域 を 対象 と し た 被災 地 特例 は 、 
平成 27 年 度 まで 継続 され た 。 平成 28(2016) 年 度 以降 は 、 応 
急 仮設 住宅 を 経由 する 路線 の み が 被 災 地 特例 の 対象 と され 、 
それ 以外 の 路線 に つい て は 、 激 変 緩和 措置 と し て 、 輸 送 量 15 


人 以上 の 要件 を 適用 し な いこ と だ けが 特例 の 措置 と され た 。 


目 災害 公営 住宅 に お ける 

移動 手段 確保 の 必要 性 

し か し な が ら 、 災 害 公営 住宅 が 整備 それ る に つれ 、 応 急 仮設 信 
宅 か ら の 転居 が 進み 、 国 庫 補助 制度 の 被災 地 特例 で は 対象 と し 
て いな い 災 害 公営 住宅 に お ける 移動 手段 の 確保 に つい て の 支 
援 の 必要 性 が 高まっ た こと か ら 、 県 単 補助 路線 に つい て は 、 被 災 
地 特 例 の 対象 と する こと と し た が 、 国 庫 補 助 路 線 に つい て も 同様 
の 制度 の 創設 が 必要 で ある 。 

「 仮 設 住宅 等 交通 確保 連絡 会 議 」 に つい て は 、 全 応急 仮設 
住宅 へ の 交通 アク セス が 確保 され た こと を 踏ま え 、 災 害 公営 住 
宅 や 復興 まち づく り に も 対応 し た 路線 の 見 直し 等 に 向け た 取組 
を 進め る た め の 「 沿 岸 市 町 村 公共 交通 確保 連絡 会 議 」 に 見 直 
し を 図っ た と ころ で あり 、 平 時 に お いて も 災害 時 の 対応 等 に つい 
て 市 町 村 と 密接 な 連携 を 図っ て いく 必要 が ある 。 

被災 地 に お ける 持続 可能 な 公共 交通 ネッ トワ ー ク の 構築 に 
当たっ て は 、 復 興 ま ち づ く り の 状況 に 応じ た 支援 が 必要 で あり 、 
復興 まち づく り が 完了 する まで の 間 、 被 災 地 特例 や 激変 緩和 扶 
置 の 継続 や 柔軟 な 運用 が 必要 で ある 。 








雷 一 浦 





第 
3 
トー 
章 


雷 ょ 縛 


第 2 章 県 の 取組 る 第 2 節 復旧 ・ 復 興 の 取組 


港湾 施設 の 復旧 


取組 事例 


i 港湾 施設 の 復旧 

港湾 施設 の 復旧 工事 は 、 平 成 24(2012) 年 度 か ら 本 格 的 に 
工事 が 始ま り 、 久 慈 港 、 八 木 港 が 平成 26 (2014) 年 3 月 、 小 本 
港 が 平成 27(2015) 年 9 月 、 釜 石 港 が 平成 28 (2016) 年 3 月 、 
大 船渡 港 が 平成 29(2017) 年 3 月 、 宮 古 港 が 平成 30(2018) 
年 3 月 に 完了 し た 。 

復旧 工事 の 中 に は 、 工 事 発注 後 の 地 質 調 査 結果 に 伴う エ 
法 変 更 等 に より 工程 が 大 幅 に 遅延 する ケー ス が あり 、 港 湾 管 理 
者 、 工 事 受 注 者 、 港 湾 利 用 者 が 密 に 連絡 を 取り 合い 、 可 能 な 限 
り 利 用 者 の 要望 に 沿い 、 港 湾 を 利用 し た 経済 活動 へ の 影響 を 
最小 限 と する よう 配慮 し な が ら 工 事 を 進め 、 完 了 に こぎ 着け た 。 

農 災 当時 、 港 湾 で は 、 新 た な 公共 ふ頭 ・ 工 業 用 地 を 整備 する 
た め の 大 規模 な 埋立 事業 が 終盤 を 迎え て いる 箇所 が あり 、 岩 
災後 は その 広大 な 更 地 が 様々 な 用 途 で 活用 され た 。 初め は 、 被 












































各 港 の 復旧 状況 
港 名 事業 主体 復旧 完了 時 期 
国 平成 26 年 3 月 
久慈 港 
県 平成 26 年 3 月 
国 平成 30 年 3 月 ( 概 成 ) 
宮古 港 
県 平成 30 年 3 月 
国 平成 30 年 3 月 
釜石 港 
県 平成 28 年 3 月 
国 平成 29 年 3 月 
大 船渡 港 
県 平成 29 年 3 月 
八木 港 県 平成 26 年 3 月 
小 本 港 県 平成 27 年 9 月 




















(関連 する 主 な 県 の 取組 〉 
人 @ 第 1 節 回 (2) 道路 、 海 岸 、 港 湾 の 応急 工事 (P62) 





災 車 両 の 一 時 保管 場所 、 そ の 後 は 震 災 関連 廃棄 物 の 二 次 選 
別所 、 さ ら に は 市 内 の 復興 事業 で 生じ る 掘削 土砂 の 仮 置き ヤー ド 
( 他 の 盛土 工事 に 流用 する まで の 一 時 保管 ) と し て 復興 の 推進 
に 大 い に 頁 献 し た 。 


i 港湾 の 利用 促進 


復旧 工事 と 並行 し て 、 平 成 25(2013) 年 3 月 に 港湾 の 物流 
拠点 形成 を 実現 する た め の 取 組 の 方 向 性 や 方 策 を 定め た 「 岩 
手 県 重要 港湾 利用 促進 戦略 (期間 : 平 成 25 年 度 か ら 平 成 27 年 
度 )] を 策定 し 、 岩 災 に より 大 きく 損なわ れ た 港湾 機能 を 早期 に 
復旧 し 、 新 た な コン テ ナ 航 路 を 誘致 する と いう 方 針 の も と 、 東 日 本 
大 震 災 津波 で 大 幅 に 減少 し た 港湾 取扱 貨物 量 の 回 復 に 取り 組 
ん だ 。 そ の 結果 、 平 成 25 年 に は 県 内 港湾 の 取扱 貨物 量 の 合計 
が 震 災 前 の 水準 まで 回 復 し た 。 

その 後 、 平 成 28 年 4 月 に は 、 同 戦略 の 後継 と し て 、 港 湾 施 設 
の 復旧 や 復興 道路 等 の 整備 な ど 物 流 環境 の 変化 を 踏ま えた 
「 岩 手 県 港湾 利用 促進 プラ ン 」 を 策定 し た 。 プラ ン の 策定 に 当 
た っ て は 、 ソ フト 面 で の 利用 促進 策 を 検討 する 方 針 で あっ た が 、 





本 県 初 の フェ リー 航路 開設 H30.6.22 宮古 港 室 蘭 港 





港湾 関係 者 か ら は 、 復 興 需 要 に よる 港湾 利用 が 終了 し た 後 を 見 
据え て 、 単 な る 復旧 に と ど ま ら ず 、 岸 壁 な ど ハ ー ド 整備 の 推進 や 、 
港湾 育 後 地 へ の 企業 誘致 に よる 新た な 貨物 需要 の 掘り 起こ し 
の 推進 等 に 関す る 活発 な 議論 が 行わ れ た 。 

更 な る 港湾 取扱 貨物 量 の 拡大 に 取り 組ん だ 結果 、 平 成 29 年 
に は 県 内 港湾 の 取扱 貨物 量 の 合計 が 12 年 ぶり に 600 万 トン を 


岩手 県 重要 港湾 利用 促進 戦略 (平成 25 年 3 月 策定 ) 


超え た 。 

加え て 、 早 期 に 復旧 工事 が 完了 し た こと に より 、 平 成 29 年 9 月 
の 釜石 港 に お ける ガン トリ ー ク レー ン の 供用 開始 や 平成 30 年 6 
月 の 宮古 港 と 北海 道 室蘭 港 と を 結ぶ 本 県 初 の フェ リー 航路 の 
開設 な ど 、 三 陸 沿 岸 道路 等 の 整備 と 相まって 港湾 の 物流 拠点 
機能 の 充実 が 図ら れ た 。 





東日本 大 震 災 津波 に より 大 きく 減少 し た 港湾 取扱 資 物量 の 回 復 ・ 拡 大 を 目的 に 平成 28 年 まで の 当面 の 取組 目標 を 策定 し 、 岩 災 前 の 


取扱 貨物 量 の 水準 に 回 復 す る こと を 図る 。 
( 主 な 内 容 ) 


〇 各 重 要 港 湾 の 機能 の 再 構築 。 コ ン テ ナ 貨物 の 集約 化 。 宮 古 港 へ の フェ リー 航路 誘致 の 検討 。 
〇 港湾 機能 の 早期 回 復 。 港 湾 施 設 の 復旧 、 設 備 の 整備 や 工業 用 地 の 整 備 。 
〇 港湾 利用 者 の 視点 に 立っ た 取組 の 展開 。 (復興 道路 等 の 整備 促進 、 物 流動 向 調査 、 港 湾 セ ミナ ー 開 催 、 外 皿 定 期 コ ン テ ナ 航路 再開 の 働き か け 等 。) 


岩手 県 港湾 利用 促進 プラ ン (平成 28 年 4 月 公表 ) 





港湾 施設 の 復旧 が 急 ビ ピッ チ で 進ん で いる こと に 加え 、 三 陸 治 岸 地域 を 南北 に 結ぶ 復興 道路 、 内 陸 部 と 沿岸 部 を 結ぶ 復興 支援 道路 の 
整備 が か つて な い ス ピー ド で 進ん で いる こと か ら 、 こ れ ら の 社会 資本 を 物流 イン フラ と し て 大 い に 活 用 し 、 ス トッ ク 効 果 を 最大 限 に 引き 出す こ 
と に より 地域 経済 の 力強い 発展 に 結び つけ て いく こと を 目的 に 、 中 期 的 な 港湾 利用 促進 の 取組 指針 を 策定 。 


( 主 な 内 容 ) 
〇 コン テ ナ 貨 物 輸送 の 効率 化 


ガン トリ ー ク レー ン の 整備 等 荷役 機能 の 強化 に 対応 し た ポー ト セ ー ル ス の 実施 。 


〇 フェ リー 航路 開設 の 環境 整備 と 利用 促進 


フェ リー 利用 促進 の た め の 協 議会 を 設置 し 、 貨 物 及 び 旅 客 の 確保 の 取組 。 


〇 クル ー ズ 船 誘致 に 向け た 活動 の 推進 


内 クル ー ズ 船 の 誘致 拡大 と 外 航 クル ー ズ 船 の 寄港 を 目指 し ポー ト セ ー ル ス を 実施 。 


て 釜石 港 に お ける ガン トリ ー ク レー ン 供 用 開始 て 


岩 災 復興 の た め に 、 大 阪 府 か ら 大 船渡 土木 セン ター に 派遣 され た 応援 職員 と の 緑 が き っ か け と な り 、 大 阪 府 か ら の ガン トリ ー ク レー ン 譲 渡 が 実現 し た 。 大 阪 
府 の 堺 泉北 港 か ら 海路 で 運ば れ た ガン トリ ー ク レー ン は 、 設 置 工事 や 試験 運転 を 経て 、 平 成 29 年 9 月 22 日 に 供用 が 開始 され 、 本 県 の コン テ ナ 物 流 の 発展 


に 大 きく 貢献 し て いる 。 


教訓 ・ 提 言 


| 有事 の 際 に 港湾 の 利用 ニー ズ を 

調整 する 仕組 み が 必 要 

港湾 施設 の 復旧 工事 に 当たっ て は 、 企 業 活動 や 地域 
経済 の 復旧 ・ 復 興 を 早期 に 進め る 観点 か ら 、 物 流 を 止め 
な いこ と が 肝要 で あり 、 岸 壁 ご と の 工事 スケ ジュ ー ル を 利 
用 者 に 示す な ど 、 港 湾 運 送 事業 者 等 港湾 利用 者 と 岸壁 
や ヤー ド の 利用 調整 を 密 に 行い な が ら 、 計 画 的 に 工事 を 
進め て いく こと が 重要 で ある 。 


また 、 港 湾 利 用 促進 に つい て は 、 港 湾 施 設 の 復旧 状況 
の みな ら ず 、 復 興 道路 等 関連 する イン フラ の 復旧 や 整備 状 
況 も 踏ま えて 取り 組む こと が 重要 で ある 。 

この ほか 、 港 湾 に は 広い 土地 が ある た め 有 事 の 際 に 様々 
な ニー ズ が 寄せ られ 、 港 湾 管 理 者 自ら が 利用 調整 等 対応 
を せ ざ る を 得 な い 状 況 も し ば し ば 発生 し た 。 そ の た め 、 ど の 
用 途 を 優先 すべ きか の 判断 ・ 調 整 は 、 復 | 旧 ・ 復 興 全体 を コー 
ディ ネー ト す る 立場 の 者 が 行う 仕組 み が 必要 で ある 。 
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第 2 章 県 の 取組 る ⑧ 第 2 節 復旧 ・ 復 興 の 取組 


回 相談 支援 体制 


取組 事例 


i 被災 者 相談 支援 セン ター の 設置 





東日本 大 震 災 津波 に より 甚大 な 被害 を 受け 、 行 政 機能 が 
著しく 低下 し た 被災 市 町 村 に お いて 相談 体制 が 整わ な い 状 
況 が 生じ て お り 、 被 災 者 か ら の 様々 な 相談 ・ 問 い 合 わせ へ の 
ー 元 的 か つ 柔 軟 な 対応 が 必要 と な っ て いた 。 

そこ で 、 娠 手 県 で は 、 被 炎 者 の 生活 再建 に 向け て 、 平 成 
23(201 1) 年 7 月 28 日 、 県 北 ・ 沿 岸 広域 振興 局 管内 の 各地 
(久慈 、 宮 古 、 釜 石 、 大 船渡 ) に 「 被 災 者 相談 支援 セン ター] 
を 設置 し た 。 各 セ ンタ ー に は 常時 相談 員 を 配置 し た ほか 、 弁 
護 士 、 司 法 書士 、 フ ァ イ ナ ン シ ャ ル ・ プ ラン ナー(FP) 等 の 専門 
家 を 日 替わり で 派遣 し 、 被 災 者 、 支 援 者 、 市 町 村 等 か ら の 幅 
広い 相談 ・ 問 合せ に 総合 的 に 対応 し た 。 

また 、 地 域 の 実情 に 応じ て サブ セン ター の 設置 や 出張 相談 
を 各地 で 行う な ど 、 沿 岸 の 全て の 市 町 村 に お いて 被災 者 相 


いわ て 内 陸 避 難 者 支援 セン ター の 概要 


談 窓口 を 開設 し た ほか 、 市 町 村 や 支援 団体 で 構成 する 被災 
者 支援 連絡 会 議 等 を 設置 する な ど 、 各 地区 関係 者 間 の 情報 
共有 や 支援 連携 に お いて 中 心 的 な 役割 を 果たし た 。 

専門 家相 談 で は 、 当 初 消費 者 店 の 専門 家 派遣 スキ ー ム を 
活用 し 、 そ の 後 、 日 本 司法 支援 セン ター( 通 称 : 法 テラ ス ) と 災 
害 被災 者 支援 で は 自治 体 初 と な る 協定 を 締結 する な ど 、 県 や 
沿岸 市 町 村 の 財政 負担 を 伴わ な い 土 業 等 専門 家 に よる 被 
災 者 相談 支援 体制 を 確立 し た 。 

この ほか に も 、 日 本 FP 協 会 娠 手 支 部 の 協力 の も と 、 平 成 
30(2018) 年 度 よ り 専任 の FP に 被災 者 生活 設計 アド バイ 
ザー を 委嘱 し 、 訪 問 型 相談 の 強化 と 活用 促進 を 図っ て いる 。 


も て 内 隊 避 難 者 支援 セン ター の 設置 


被災 者 の 住ま い の 意 向 把握 は 市 町 村 が 行う こと と し て い 
た も の の 、 治 岸部 で 甚大 な 津波 被害 が 発生 し 、 多 く の 方 が 内 
陸 や 県 外 へ の 避難 を 余儀 な くさ れ た こと 、 ま た 、 市 町 村 の マン 
パワ ー 不 足 な ど に より 、 内 陸 や 県 外 避 難 者 の 意向 把握 に 遅 





1 設置 目的 


東日本 大 岩 災 津波 に より 内 陸 及 び 県 外 へ 避難 し て いる 被災 者 の 住ま い 
の 意向 把握 を 沿岸 被災 市 町 村 に 代わ っ て 行う と と も に 、 再 建 方 法 を 決め か 
ね て いる 方 へ の 相談 対応 な ど を 通じ 、 恒 久 的 住宅 へ の 移行 を 促進 する 。 


2 委託 先 


特定 非 営利 活動 法人 イン クル いわ て (理事 長 山屋 理恵 ) 


3 設置 場所 

盛岡 市 材木 町 3ー5 
4 人 貞 体 制 ( 令 和 元 年 度 ) 

セン ター 長 1 名 、 相 談 支 援 員 5 名 
5 業務 内 容 


(1) 内 陸 及 び 県 外 に 避難 者 し て いる 方 の 住宅 再建 に 係る 意向 把握 (戸別 


訪問 、 電 話 ) 
(2) 内 陸 及 び 県 外 に 避難 者 し て いる 方 か ら の 相談 対応 


(3) 沿岸 部 の 応急 仮設 住宅 等 入居 者 の 恒久 的 住宅 へ の 移行 支援 


(4) 恒久 的 住宅 に 移行 し た 方 へ の 支援 
(5) 市 町 村 、 県 及び 関係 機関 と の 連絡 会 議 の 開催 


(6) その 他 被 災 者 の 住宅 再建 支援 に つい て 、 県 と 委託 先 が 合意 し た 事項 


6 開所 日 
平成 28 年 5 月 20 日 





【 開 所 式 の 様子 】 





【 セ ンタ ー 内 の 資料 閲覧 スペ ー ス 】 


れ が 生じ て いた 。 

そこ で 、 県 で は 、 市 町 村 に 代わ っ て 住ま い の 意 向 を 把握 し 、 
再建 方 法 を 決め か ね て いる 方 へ 伴走 型 の 支援 を 行う た め 、 平 
成 28(2016) 年 5 月 、 盛 岡市 に [いわ て 内 陸 避 難 者 支援 セン 
ター」 を 設置 し た 。 

設置 当初 は 認知 度 が 低く 、 訪 問 し て も 面談 で き な い こと が 
多かっ た が 、 あ ら か じ め 県 と 同 セ ンタ ー の 連名 で 文書 通知 や 
電話 連絡 し た 上 で 訪問 し 、 丁 寧 な 聞き 取り と 相談 対応 を 行う 
こと で 、 次 第 に 被災 者 か ら の 信頼 を 得る こと が で きた 。 

また 、 県 外 避 難 者 訪問 の 際 に は 県 も 同行 し 、 都 道府県 担 
当 部 署 へ 協力 を 依頼 する こと に より 、 支 援 団 体 等 と の 連携 が 
円 滑 に 進ん だ 事例 も あっ た 。 

同 セ ンタ ー で は 、 令 和 元 (2019) 年 12 月 末 現 在 で 依頼 の 
あっ た 807 世 帯 全て の 意向 を 戸別 訪問 等 に より 調査 する と と 
も に 、 生 活 再 建 の た め の 課 題 解決 に 向け た 相談 支援 を 行っ 
た 結果 、 そ の うち 804 世 帯 に つい て 意向 確定 又は 再建 先 の 
決定 に つなげ る こと が で きた 。 

現在 、 支 援 対 象 を 沿岸 部 の 応急 仮設 住宅 等 入居 者 に も 
拡大 し て いる ほか 、 恒 久 的 住宅 移行 後 も 必要 な 相談 ・ 支 援 を 
十分 受け られ る よう 関係 機関 と 連携 し て 取り 組ん で いる 。 


て 当時 を 振り 返っ て て 
(当時 40 代 、 被 災 者 相談 支援 セン ター 立 
ち 上 げ を 担当 ) 





被災 者 相談 支援 セン ター の 運営 に 当たっ て は 、 総 合 的 な 
相談 窓口 と し て 機能 させ る た め 、 被 災 者 の 方 々 が 困っ て いる 
こと 、 悩 ん で いる こと は 何 な の か 、 被 災 者 支援 の 制度 は どう 
な っ て いる の か 、 ま た 、 問 題 解決 の た め の 情 報 は 誰が 持っ て 
いる の か 等 、 相 談 ニ ー ズ と その 解決 方 法 を 一 つ ー つ 把握 す 
る こと が 不可 欠 で ある 。 

一 方 で 、 未 曽 有 の 災害 で あっ た 東日本 大 震 災 津波 被災 
者 へ の 支援 情報 等 は 通常 の 制度 の 枠 を 超え 、 日 々 変化 し 
更新 され て いく こと か ら 、 窓 口 に 蓄積 され た 情報 が 陳腐 化し 
な いよ うに メン テ ナ ン ス を し 続け な が ら 相 談 対 応 を 行っ て き 
7 

また 、 こ の こと に 加え 、 各 セン ター で は 、 被 災 者 一 人 ひと り 
の 様々 な 感情 に 丁寧 に 向き 合い 、 そ れ ぞ れ の 置か れ た 状況 
に 寄り 添っ た 相談 対応 を 行う こと が で きた と 考え て いる 。 

この こと は 、 各 セン ター の 相談 員 を 対象 と し た きめ 細か な 
研修 の 継続 は も と より 、 セ ンタ ー 間 の 情報 共有 が 効果 的 に 
行わ れ た こと 、 そ し て 何より 、 自 ら も 被災 者 で あっ た 相談 貞一 
人 ひと り の 使命 感 と 日 々 の 紅 ま ぬ 努 力 が 大 き な 力 に な っ た 。 





教訓 ・ 提 言 


上 発 災 直 後に お ける 

総合 相談 窓口 の 整備 が 必要 

被災 者 相談 支援 セン ター は 、 発 災後 、 市 町 村 の 相談 
体制 が 整わ な い 状 況 に お いて 、 被 災 者 か ら 寄 せら れる 
様々 な 相談 に 対応 する 総合 相談 拠点 と し て 沿岸 4 か 所 
に 設置 され た 。 

被災 3 県 で 相談 支援 拠点 を 設置 し た の は 岩手 県 の み 


で ある が 、 セ ンタ ー が 被災 者 を 対象 と し た 総合 窓口 の 役 
割 を 担い 、 丁 寧 に 話 を 聞い て 相談 内 容 を 整理 し 、 適 切な 
解決 窓口 へ の つなぎ や 支援 制度 の 活用 に 係る アド バイ 
ス 等 を 実施 で きた こと か ら 、 相 談 者 に と っ て 「 ど こ で 誰 に 
聞け ば いい の か わか ら な い 」 と いっ た 悩み に 安心 し て 応え 
られ る 環境 を 速やか に 整え る こと が 必要 で ある 。 


上 避難 生活 の 長期 化 に 対応 する た め の 


伴走 型 の 支援 体制 が 必要 
多く の 避難 者 は 、 住 まい の 問題 の ほか に も 経済 面 な ど 


複数 の 課題 を 抱え て お り 、 避 難 生活 の 長期 化 に より 更 
に 課題 が 複雑 化す る こと か ら 、 い わ て 内 陸 避 難 者 支援 セ 
ンタ ー の よう に 、 戸 別 訪問 に より きめ 細か く 課 題 を 把握 す 
る ほか 、 様 々 な 支援 策 を 各 世 帯 に 合わ せ て コー ディ ネー 
ト す る 伴走 型 の 支援 体制 が 必要 で あり 、 こ れ ら の 業務 は 
専門 的 な 知識 や 経験 を 有する スタ ッ フ を 有する 団体 を 活 
用 する こと が 効果 的 で ある 。 

また 、 恒 久 的 住宅 に 移行 後 も 課題 を 抱え る 世帯 が 地 
域 で 安心 し て で きる よう 、 移 行 前 か ら 市 町 村 の 福祉 担当 
課 や 災害 公営 住宅 担当 課 等 と 定期 的 に 情報 交換 を 行 
いな が ら 支 援 し て いく こと も 必要 で ある 。 
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第 2 章 県 の 取組 る 第 2 節 復旧 ・ 復 興 の 取組 


回 被災 者 の 住宅 再建 の 支援 


取組 事例 


i 住宅 相談 へ の 対応 が 必要 に 





被災 者 か ら の 住宅 に 関す る 相談 の 増加 が 予見 され た こと 
か ら 、 発 災 直 後 の 3 月 16 日 に は 財政 担当 課 と の 協議 に より 
相談 事業 を 行う た め の 予算 を 確保 し 、 応 援 職 員 等 も 配置 し て 
4 月 1 日 か ら 「 住 まい の ホッ トラ イン 」 (フリ ー ダ イヤ ル 5 回 線 ) を 
開設 し た 。 


支援 制度 や 仮設 住宅 等 入居 の 相談 窓口 


その 後 、 ホ ッ ト ラ イン に は 8 月 5 日 の 相談 事業 終了 まで 計 
2,006 件 の 相談 が 寄せ られ た 。 ホ ッ ト ラ イン に よる 相談 は 、 自 
宅 の 再建 に 係る 支援 制度 や 応急 仮設 住宅 、 県 営 住宅 へ の 
人 居 等 に 関す る 相談 を 対象 と し 、 目 宅 の 補修 等 技術 的 な 相 
談 に つい て は 、 別 に 設け た 「 被 災 住 宅 「 点 検 ・ 相 談 ] 窓口 ] で 
対応 する こと と し て 、 多 く の 相 談 が 受け られ る 体制 と し た 。 


住ま い の ホ ッ ト ラ イン の 対応 実績 





(関連 する 主 な 県 の 取組 〉 
人 第 4 節 被災 住宅 等 の 再建 や 補修 に 係る 
費用 の 一 部 助成 (P194) 





i 自宅 の 補修 等 の 相談 派遣 


「 被 災 住 宅 「 点 検 ・ 相 談 」 窓口 ] は 、 県 建築 士 会 及び 県 建 
築 士 事 務 所 協会 へ の 委託 に より 設置 し 、3 月 下旬 か ら 相 談 
の 受付 を 開始 し た 。 被災 住宅 の 点検 や 修繕 方 法 の 相談 に 応 
じ る 建築 技術 者 を 県 の 負担 に より 無料 で 現地 に 派遣 する も 
の で 、3 月 か ら 6 月 まで で 2,395 件 の 相談 に 対応 し た 。 


[| 相談 会 ・ 住 宅 祭 の 開催 

応急 仮設 住宅 へ の 入居 が お お むね 完了 し た 頃 か ら 、 次 の 
段階 と し て 自力 再建 に 対す る 支援 に つい て 周知 を 図り 、 個 
別 相談 に 応じ る た め 「 住 宅 再 建 相談 会 ] を 開催 し た 。 開催 
場所 は 市 町 村 庁舎 や 仮設 住宅 集会 所 等 を 活用 し 、 県 ・ 市 
町 村 職 員 、 住 宅 金融 支援 機構 等 に よる 相談 体制 を 整え た 。 
相談 会 に お いて 、 平 成 24(2012) 年 度 か ら 平 成 30(2018) 
年 度 ま で の 7 年 間 で 計 523 回 、4.286 組 の 相談 に 対応 し た 。 
な お 、 平 成 28(2016) 年 度 ま で は 県 主催 で 開催 し 、 平 成 29 
(2017) 年 度 は 市 町 村 と 住宅 金融 支援 機構 に よる 開催 、 












































































































































住ま い に 関す る こと | 
住ま い の 提供 過 a その 他 上 
仮設 住宅 県 営 住宅 等 | 民間 住宅 他 ・ 全 般 a 合計 
被災 者 本 人 170 257 443 155 246 161 110 1,542 
代理 人 40 4| 90 51 52 37 24 335 
その 他 21 21 133 34 21 2 51 393 
合計 231 319 666 240 319 310 185 2.270 
※2 項 目 以上 に わた る 相談 は それ ぞ れ に カウ ント し て いる た め 相 談合 計 2.006 件 と は 一 致し な い 。 
被災 住宅 『 点 検 ・ 相 談 』 窓 口 の 対応 実績 (平成 23(201|) 年 3 月 て 6 月 設置 住宅 再建 相談 会 の 対応 実績 
月 件 数 年 度 開催 回 数 対応 組 数 
3 月 60 平成 24(2012) 年 度 18 369 
4 月 1.680 平成 25(2013) 年 度 39 503 
5 月 534 平成 26(2014) 年 度 88 688 
6 月 121 平成 27(2015) 年 度 91 849 
合計 2,395 平成 28(2016) 年 度 84 567 
平成 29(2017) 年 度 106 845 
平成 30(2018) 年 度 97 465 
合計 523 4,286 

















平成 30 年 度 は 居住 支援 協議 会 と 同機 構 に よる 開催 と な っ た 。 
併せ て 、 民 間 事 業者 の 協力 を 得 て 「 住 まい の 展示 相談 会 ・ 
復興 住宅 祭 ] も 年 3 回 程度 開催 し た 。 


i 住宅 再建 へ の 独自 支援 を 実施 


自然 災害 に より 住宅 が 全壊 する な ど 生 活 基 盤 に 著しい 被 
害 を 受け た 世帯 へ の 支援 は 、 国 の 「 被 災 者 生活 再建 支援 制 


紀洋 か 狂 一 当時 を 振り 返っ て ~ 
(当時 30 代 、 住 宅 計画 担当 ) 


ホッ トラ イン で の 電話 対応 に せよ 、 再 建 相談 会 で の 面 
談 対 応 に せよ 、 多 く の 被災 者 と 直 に 接する 機会 で ある 。 
施策 を 考え 事業 を 進め て いく うえ で 、 そ の 対象 者 に 直接 


意見 を 伺う と いう 、 特 別 な 機会 と も いえ る 。 

公 的 支援 へ の 不満 か ら 感 情 的 に 激 品 され 心 が 折 れ そ 
うに な っ た 時 も ある が 、 親 身 に 話 を 伺っ た 後 で 「 あ り が と 
う 」 と 言わ れ た 時 は 苦労 が 報 わ れる 思い が し た 。 

どん な 方 に 対し て も 、 一 人 ひと り 事 情 が 異な る こと を 忘 
れず 、 か つ 平 等 に 接する こと は 、 容 易 な こと で は な い 。 





度 ] が ある が 、 岩 手 県 で は 独自 に この 制度 へ の 上 乗せ 補助 と 
し て 、 県 と 市 町 村 が 共同 で 支援 する 「 被 災 者 住宅 再建 支援 
事業 ] を 創設 し た 。( ラ 「 第 4 節 既存 の 枠組 み に 捉 わ れ な い 
取組 ] の 「 被 災 住 宅 等 の 再建 や 補修 に 係る 費用 の 一 部 助 
成 ] で 後述 。) 


いわ て 復興 住宅 祭 in 陸前 高田 (H29.8.5-6) 








教訓 ・ 提 言 


i 事前 準備 が 必要 スキ ー ム 、 対 応 体制 


予算 の 確保 に 際 し て は 、 被 災 規 模 の 把握 が 困難 
な 初期 段階 で は 予算 規模 の 想定 に 苦慮 し た と ころ で 
ある が 、 事 業 ス キー ム 等 に つい て は 事前 に 想定 し 、 有 
事 の 際 に は 迅速 に 発注 手続 き を と る こと が で きる よう 
平時 か ら の 準備 が 必要 と な る 。 現在 は 、 東 日 本 大 岩 
災 津 波及 び 平 成 28 年 台風 第 10 号 災害 の 教訓 を 生 
か し 災害 時 等 住宅 相談 上 派遣 事業 を 創設 し 、 迅 速 な 
相談 体制 整え て いる 。 


i 運用 上 の 課題 一 周知 、 対 応 整理 
伝達 手段 が 限ら れ て いる 発 災 直後 は 、 ホ ッ ト ラ イン 


や 相談 窓口 開設 その も の の 周知 が 課題 と な る 。 相談 
する こと を 必要 と し て いる 被災 者 へ いか に 相談 窓口 
を 伝え る か は 、 災 害 規模 等 に より 工夫 する べき 点 で あ 
る 。 

また 、 対 応 に 当たっ て は 多様 な 事項 に 適切 に 対応 
で きる よう 、 あ ら か じ め Q&A を 準備 する ほか 、 担 当 者 同 
士 や 県 庁 内 他 部 局 、 出 先 機関 、 市 町 村 等 と の 情報 
共有 を 密 に し て 対応 し て いく 必要 が ある 。 

技術 的 な 相談 対応 に つい て は 、 件 数 が 集中 する 
初期 段階 で は 相談 票 の 整理 等 に 時 間 を 要する こと か 
ら 、 相 談 昧 の 様式 や 事務 処理 方 法 等 を あら か じ め 定 
め て お く こ と も 有効 で ある 。 





雷 一 浦 
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四 災害 公営 住宅 の 整備 


取組 事例 


i 災害 公営 住宅 整備 の た め の 国 の 対応 





災害 公営 住宅 は 、 公 営 住 宅 法 に 基づき 、 一 定規 模 以 上 の 
災害 が あっ た 場合 に お いて 、 災 害 に より 居住 し て いた 住宅 を 
失っ た 被災 者 に 賃貸 する た め に 供給 され る 公営 住宅 で ある 。 
この た め 一 般 の 公営 住宅 に 比べ 、 国 庫 補助 率 の 引上げ 等 
の 特例 を 受け られ 、 通 常 の 補助 率 が 1/2 で ある の に 対し 、 一 
般 災 害 の 場合 は 2/3、 激 甚 災害 の 場合 は 3/4 と され て いる 。 
さら に 、 東 日 本 大 岩 災 津波 の 場合 は //8 に 高 上 げ さ れ た 。 


i 県 の 住宅 復興 方 針 と 整備 の 進捗 


災害 公営 住宅 の 整備 戸数 に つい て は 、 平 成 23(2011) 
年 10 月 の 「 岩 手 県 住宅 復興 の 基本 方 針 ] に お いて 想定 供 
給 戸 数 を 約 4.000 一 5,000 戸 と し 、 平 成 24(2012) 年 9 月 
に は 「 災 害 公営 住宅 の 整備 に 関す る 方 針 ] に お いて 整備 目 
票 を 約 6.000 戸 と 定め た 。 併せ て 、 県 が 広域 的 に 大 規模 共 
同 住宅 を 、 市 町 村 が 地域 ご と に 小 規模 戸建て 等 を 整備 する 
こと や 、 県 が 市 町 村 に 代わ っ て 一 部 を 整備 し 市 町 村 に 譲渡 
する こと 等 が 示さ れ 、 こ の 方 針 に 基づい て 災害 公営 住宅 の 
整備 が 進め られ た 。 そ の 後 市 町 村 等 と 調整 を 重ね た 結果 、 
令 和 元 (2019) 年 12 月 末 時 点 で の 災害 公営 住宅 整備 予 
定 戸 数 は 、 県 ・ 市 町 村 合 計 、 沿 岸 と 内 陸 合 計 で 5,833 戸 、 完 
成 は 98.3% に あたる 5,734 戸 と な っ て いる 。 


る 災害 公営 住宅 の 進捗 状況 
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県 の 取組 ⑧ 第 2 節 復旧 ・ 復 興 の 取組 店 齋 EE 





(関連 する 主 な 県 の 取組 ) 
⑧ 第 1 節 還 応急 仮設 住宅 の 建設 、 入 居 者 受入 (P96) 
人 第 2 節 圏 新 た な コミ ュ ニ ティ の 形成 支援 (P146) 








i 様々 な 整備 円 滑 化 対策 


整備 に 当たっ て は 、 他 の 復旧 復興 事業 と の 実施 期間 の 重 
複 に より 建設 費 の 高騰 や 作業 員 不 足 等 が 発生 し た こと か ら 、 
整備 費用 へ の 作業 員 宿 舎 費 上 乗せ 等 が 国 か ら 認 め ら れ た 。 

また 、 国 の 直轄 調査 に より 新た な 工事 発注 方 法 が 示さ れ 、 
ー 部 地域 で 採用 し た 。「 設 計 施 エー 括 選定 方 式 ] は 、 従 来 
別々 に 入札 等 の 手続 き を 行う 設計 者 と 施工 者 と を 一 括 し て 
選定 する こと で 、 事 務 手 続き や 設計 期間 を 短縮 で きる も の で 
ある 。 「 買取 方 式 」 は 、 公 募 し た 事業 者 が 設計 ・ 施 工 を 行い 完 
成 し た 公営 住宅 を 財産 取得 する も の で 、 事 業者 の 自由 な 提 
案 と 監理 業務 省略 を 期す る こと が で きる 。 さ ら に 「 敷 地 提案 
型 買取 方 素 ] で は 、 用 地 の 確 保 に 苦慮 し た 沿岸 地域 に お い 
て 用 地 と 建物 と を 買い 取り 、 事 業 期間 を 最も 短縮 で きた と 考 
えら れる 。 


て 内 陸 災 害 公営 住宅 整備 に つい て て 


発 災後 、 津 波 で 被災 し た 沿岸 部 を 離れ 内 陸 に 避難 し 
た 方 も 多く 、 平 成 27 (2015) 年 8 月 末 時 点 で 内 陸 の みな 
し 仮設 住宅 等 へ の 入居 者 は 723 戸 に 1,548 人 で あっ た 。 
この 方 々 の 中 に は 、 既 に 避難 先 で 生活 基盤 (仕事 、 学 
校 、 病 院 等 ) を 築き 、 沿 岸 市 町 村 に 戻ら ず そ の まま 内 陸 
に 留まる 意向 を 示し て いる 世帯 も 多く いた (内 陸 避 難 
者 に 対す る 県 の 調査 で 全体 の 31.6%) 。 一 方 で 内 陸 の 
既存 公営 住宅 は 応募 倍率 が 高く 、 新 た に 内 陸 に 公営 住 
宅 を 整備 する 必要 が 生じ て いた 。 

内 陸 に 災害 公営 住宅 を 整備 する と いう こと は 、 沿 岸 
か ら 内 陸 へ の 人 口 流出 を 招く こと と な る た め 、 沿 岸 市 町 
村 と の 意見 交換 を 行い 、 内 陸 避 難 者 に 限定 し て 整備 戸 
数 の 調整 を 行う こと と し た 。 

入居 の 意向 確認 作業 で は 、 未 回 答 者 が 多く 何 度 も 
電話 や 郵送 を 行う 必要 が 生じ 、 戸 数 の 確定 に 時 間 を 要 
陸 だ 8 


当時 を 振り 返っ て 
(当時 40 代 、 住 宅 計画 担当 ) 


公営 住宅 は 仮設 住宅 と は 異な り 、「 被 災 者 の た め に 迅 


速 に ] は 当然 大 事 だ が 通常 の 建築 行為 で ある 。 法令 の 手 
続き や 安全 性 の 検査 等 は 手 を 抜け な い 。 


工事 完成 時 期 に な る と 、 現 場 検査 に 足 繁 く < 通い つつ 、 


議会 や 出納 等 の 事務 処理 も 対応 する 必要 が ある が 、 被 災 
者 の た め に と 尽力 し て くれ る 現場 の 業者 の 方 々 あっ て こそ 
で ある 。 











最初 に 着手 し た 県 営 平田 アパ ー ト 











教訓 ・ 提 言 


戸数 と 用 地 の 迅 速 な 確定 が 重要 


応急 仮設 住宅 と 同様 、 災 害 公営 住宅 も 整備 戸数 
の 想定 は 困難 で ある が 、 可 能 な 限り 被災 者 へ の 意向 
調査 等 を 繰り 返し 行う こと で 正確 な 戸数 の 把握 に 努 
め た 。 ま た 、 応 急 仮設 住宅 と は 異な り 、 災 害 公営 住宅 
用 地 ( 自 力 再建 の た め の 宅 地 含む ) の 確保 は 、 区 画 
整理 や 高 上 け 人 造成 等 市 町 村 の まち づく り 計画 の 進 


捗 に よっ て 整備 完了 まで 時 間 を 要する 場合 も あり 、 時 
間 の 経過 と と も に 被災 者 の 意向 も 変化 し て いく 可能 
性 が ある 。 よ っ て 、 整 備 を 行う 場所 と 戸数 の 調整 に は 
迅速 か つ 十分 な 整理 を 行う こと が 重要 で ある 。 

本 県 に お いて は 、 津 波 被災 地 で ある 沿岸 部 で の 整 
備 を 優先 し て きた が 、 内 陸 避 難 者 等 の 意向 調査 を 踏 
まえ 、 治 岸 市 町 村 と の 協議 調整 を 経て 最終 的 に 内 陸 


部 に 2893 戸 (総数 5,.833 戸 の 4.8%) の 整備 を 決定 し 
た 。 その 完成 は 国 の 復興 期間 最終 年 で ある 令 和 2 
(2020) 年 度 示 と な る 見 込み で ある 。 


i 住宅 スト ッ ク の 増大 と 入居 者 へ の 支援 が 課題 


今般 の 災害 公営 住宅 整備 に より 、 こ れ ま で 県 ・ 市 
町 村営 併せ て 約 18,000 戸 程度 で あっ た 公営 住宅 
の スト ッ ク に 、 約 6.000 戸 と いう 大 量 の スト ッ ク が 上 乗 
せ さ れる こと か ら 、 公 営 住宅 全体 の 適切 な 維持 管理 
が 必要 と な る 。 災害 公営 住宅 へ の 被災 者 以外 の 入 
居 も 認め る 一 般 化 や 、 民 間 へ の 譲渡 に 係る 検討 、 あ 
る い は 入居 者 へ の コミ ュ ニ ティ 支援 や 家賃 補助 に つ 
いて は 今後 の 大 き な 課 題 で あり 、 国 へ も 要望 を 行っ て 
いる と ころ で ある 。 
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第 2 章 県 の 取組 人 第 2 節 復旧 ・ 復 興 の 取組 店 語 EE 


加 被災 し た 離職 者 の 雇用 確保 


取組 事例 


目 震 災 直後 、 離 職 者 へ の 

緊急 の 雇用 対策 が 必要 と な っ た 

東日本 大 震 災 津波 に より 、 多 く の 事 業 所 が 浸水 な どの 被 
害 を 受け て 事業 停止 し 、 平 成 23(2011 ) 年 4 月 に は 1 万 人 
以上 が 離職 せ ざ る を 得 な く な る な ど 、 多 く の 労 働 者 が 働く 場所 
を 失っ た 。 

特に 沿岸 被災 地 を 中 心 に 離職 者 が 急増 し 、 本 県 の 雇用 
青 勢 は 大 きく 悪化 し た 。 





目 緊急 の 雇用 対策 の た め 、 

国 等 と 連携 し た 体制 を 構築 し た 

岩 災 直後 は 、 事 業 所 が 被害 を 受け 業務 停止 し て いる 状況 
で あり 、 ま ず は 離職 者 の た め の 和 失業 保険 等 の 手続 や 相談 対 
応 が 求め られ 、 国 の 機関 で ある ハロ ー ワ ー ク が 中 心 と な っ て 、 
沿岸 各地 域 で 相談 会 を 実施 し た 。 

国 や 外部 機関 と の 連携 を 深め る た め 、 関 係 者 と の 打ち 合 
わせ を 連日 行っ た 。 

緊急 雇用 創出 事業 に お いて は 、 こ れ ま で 補助 事業 や 委託 
事業 の 実績 が な い 企業 ・ 団 体 等 へ 補助 する ケー ス が 増加 
し 、 一 部 の 補助 事業 者 に お いて 補助 金 運 用 に 係る 不適 切 
事案 が 発生 し た こと 等 を 踏ま え 、 事 業 の 適正 執行 に 向け た 
チェ ッ ク 体 制 の 強化 を 行っ た 。 


有効 求人 倍率 (季節 調整 値 ) の 推移 


上 緊急 の 雇用 対策 と 並行 し 、 

中 長期 視点 で の 雇用 対策 が 必要 と な っ た 

避難 所 か ら 仮 設 住宅 へ と 、 被 災 者 の 生活 の 状況 が 変化 し 
た こと で 、 雇 用 の 場 を 確保 し て いく こと が 必要 と な っ た 。 

この た め 、 東 日 本 大 岩 災 津波 前 の リー マン ショ ッ ク に よる 
雇用 情勢 の 悪化 に 対応 する た め 、 平 成 20(2008) 年 度 に 
国 の 「 緊 急 雇用 創出 事業 臨時 特例 交付 金 ] を 活用 し て 人 造成 
し た 、「 緊急 雇用 創出 事業 臨時 特例 基金 ] を 活用 し 、 県 に よ 
る 臨時 職員 の 直接 雇用 や 、 民 間 へ の 委託 事業 に より 、 事 業 
所 が 復旧 ・ 復 興す る まで の 間 、 雇 用 の 場 の 創出 に 努め た 。 

被災 直後 か ら の 応急 的 な 視点 に 加え 、 被 災 地 の より よい 
復旧 ・ 復 興 の た め 、「 働く 場所 を 創る ] と いう 新た な 視点 が 必 
要 に な っ た 。 


§ 事業 復興 型 雇用 創出 事業 を 創設 し た 


国 で は 、 事 業 所 の 復旧 に 伴い 、 緊 急 雇 用 創出 事業 臨時 
特例 交付 金 の メニ ュー と し て 、 新 た に 産業 政策 と 一 体 と な っ 
て 雇用 面 で の 支援 を 行う 「 事 業 復興 型 雇用 創出 事業 ] を 加 
え 、 県 で は 、 こ の 財源 を 活用 し 、 平 成 24(2012) 年 2 月 か ら 長 
期 的 か つ 安 定 的 な 雇用 の 創出 に 取り 組ん だ 。 

当該 事業 制度 の 創設 に あたっ て は 、 事 業者 が 、 離 職 者 を 
従業 員 と し て 複数 年 に わた り 雇 用 する イン セン ティ ブ が 働く よ 
うに 、 各 年 度 に お ける 助成 金 の 支給 額 等 を 十分 に 検討 し (3 
年 間 の 助成 金 の 配分 額 の 検討 )、1 年 目 140 万 、2 年 目 50 
































































































( 倍 ) 
1.| 
1.0 ー ツ ー 全国 一 e 一 岩手 県 095_ 
・ 068 069 0 
07 n60-06「-062-062-062-083-05 066 075 076-079- 
056 057 058 069 073 
05 ト F ぐ < 056-057-059 
050 
04 [生前 306 06 046 0 062 
HH22 5 月 6 月 7 月 8 月 9 月 10 月 日 月 2 月 H23 2 月 3 月 4 月 5 月 6 月 7 月 8 月 9 月 0 月 日 月 12 月 H24 2 月 3 月 4 月 
4 月 | 月 | 月 
® 事業 主 都 合 に よる 離職 者 数 
平成 23 年 平成 2 年 
2 月 | 3 月 | 4 月 5 月 6 月 | 7 月 | 8 月 | 9 月 ||IO 月 | 中 月 | I2 月 | | 月 | 2 月 | 3 月 | 4 月 
事業 主 都合 1.822 | 2.273 110,274 3.981 1 2.700 | 2,1211 1.938 | 1.755 | 1,863 | 1,569 | 1467 | 1,850 11649 | 1.833 | 2.930 
( 対 前 年 同月 比 ) | 79.70%|76.80% 232.8% | 170.4% |117.9%| 106.8%|107.4%| 95.2% | 96.6% | 89.0% | 95.2% | 88.0% | 90.5% | 80.6% | 28.5% 





















































岩手 労働 局 「 一 般 職業 紹介 状況 」 





万 、3 年 目 35 万 、1 人 当たり 3 年 間 で 最大 225 万 円 を 助成 す 
る こと と し た 。 

事業 者 か ら の 申請 受付 等 の 業務 に つい て は 、 相 当 数 の 
申請 件 数 が 見 込ま れ 、 ま た 、 現 地 調 査 が 必要 と な る こと か ら 、 
民間 事業 者 へ の 委託 を 行う こと と し 、 公 募 の 結果 、 株 式 会 社 
パソ ナ を 受託 者 と し て 決定 し た 。 


@⑧ 事 業 復興 型 雇用 確保 事業 の 概要 (RI 時 点 ) 


【 雇 入 費 】 
・| 人 当たり 最大 3 年 間 を 認定 し 、 助 成 対象 労働 者 が 在職 し て 
いる 期間 に つい て 支給 (| 事業 所 に つき 2,000 万 円 が 上 限 ) 。 






































助成 対象 者 総 支給 額 | | 年 目 | 2 年 目 | 3 年 目 
フル タイ ム 労 働 者 |120 万 円 | 60 万 円 | 40 万 円 | 20 万 円 
短 時 間 労 働 者 60 万 円 | 30 万 円 | 20 万 円 | 10 万 円 

【 住 宅 支援 費 】 


・ 住宅 支援 導入 に 要する 経費 の 3/4 上 限 (| 事業 所 当たり 年 
間 240 万 円 が 上 限 。3 年 間 の 総額 720 万 円 が 上 限 )。 


事業 復興 型 雇 用 確保 事業 スキ ー ム (RI 時 点 ) 


















| 厚生 労働 省 | 
事業 計画 の 交付 金 の 交付 
産業 政策 
| 被災 県 | ・ 径 首 省 
・ 農水 省 
0JT 費 用 や 雇用 管理 改善 等 の ・ 自治 体 等 


雇用 経費 等 を 助成 
1 事業 に 』 施設 束 備 等 に 
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教訓 提言 


上 雇用 対策 に お いて は 、 国 や 関係 機関 と の 連携 
の 視点 が 必要 不可 欠 
国 に お いて は ハロ ー ワ ー ク で の 離職 者 相談 や 職業 
紹介 を 、 県 で は 雇用 の 場 の 創出 を 行う な ど 、 被 災 者 の 
生活 状況 に 合わ せ て 、 そ れ ぞ れ の 役割 分 担 に より 、 連 携 
し な が ら 雇 用 対策 を 推進 し た 。 


目 離職 者 対策 に お いて は 、 応 急 的 視点 に 加え 、 

中 長期 的 観点 に 立っ た 仕組 み づ く り が 重要 

雇用 創出 事業 を 始め 、 グ ルー プ 補 助 金 な ど 様々 な 支 
援 事業 の 展開 に より 、 多 く の 被災 事業 者 が 復旧 ・ 復 興 
し 、 ま た 新た な 商業 施設 も 開設 され る な ど 、 沿 岸 被災 地 
に 多く の 働く 場所 が 創設 され て いっ た 。 

被災 直後 は 低 水準 で 推移 し た 有効 求人 倍率 は 、 平 
成 23 年 7 月 に は 岩 災 前 の 水準 を 上 回 り 、 以 降 も 高 止 ま 
り の 傾向 を 示す よう に な っ た 。 こ うし て 、 人 手 不足 が 新た 
な 課題 と な り 、 そ の 対策 の 検討 が 必要 に な っ た 。 

そこ で 、 平 成 29(2017) 年 度 に 事業 者 の 雇用 の 確 
保 を 狙い と し た 「 事 業 復興 型 雇用 確保 事業 ] を 創設 し 、 
雇 入 費 に 加え 住宅 支援 費 の 助成 を 追加 し 、 沿 岸 被災 





地 に お ける 人 材 不 足 へ の 対応 を 強化 し た 。 

この よう に 、 被 災 地 の 雇用 対策 に お いて は 、 緊 急 ・ 応 
急 の 対応 に 加え 、 中 長期 の 視点 を 持っ た 対応 が 求め ら 
れる 。 全国 的 な 景気 動向 に ちよ る が 、 事 業者 の 復旧 ・ 復 
興 や 新た な 商業 施設 の 創設 等 に より 、 人 手 不 足 が 新 
た な 課題 に な る 場合 も ある こと を 考慮 し て お く と よい 。 


目 被災 地 の 雇 用 情勢 に 応じ た 

柔軟 な 制度 運用 が 課題 

事業 復興 型 雇 用 確保 事業 は 、 平 成 29(2017) 年 4 
月 の 国 の 制度 改正 に より 、 助 成 対象 が 縮小 し 、 要 件 が 
厳し く な っ た 。 

被災 地域 全体 で 人 材 不足 の 状況 に あり 、 事 業 所 に 
お いて は 、 多 様 な 人 材 の 確保 が 必要 で ある こと 、 ま た 、 
新規 雇用 が 難し いこ と を 踏ま え 、 被 災 三 県 以外 の 求職 
者 に 係る 雇 入 れ も 雇 入 費 助成 の 対象 と する こと や 被 
災 地 域 で の 再 雇用 者 を 雇 入 数 の 8 割 ま で と する 要件 の 
廃止 な ど に つい て 提言 ・ 要 望 し て いる が 、 実 現に 至っ て 
いな い 。 


雷 一 浦 





第 
3 
トー 
章 


雷 ょ 縛 


第 2 章 県 の 取組 人 第 2 節 復旧 ・ 復 興 の 取組 店 語 齋 誠 


医療 社会 福祉 施設 の 復旧 


取組 事例 


i 医療 機関 


〇 既存 の 事業 に よる 復旧 と 課題 

被害 の 程度 が 比較 的 軽く 、 施 設 が 復旧 で きる 医療 機関 は 、 
「 医 療 施設 等 災害 復旧 事業 費 補 助 金 (災害 復旧 費 補助 
金 ) | を 使う こと が で きた 。 平成 23(201 1 ) 年 8 月 か ら 、 国 に よ 
る 災害 査定 が 始ま り 、 全 体 で 50 件 の 医療 施設 が 補助 金 を 
活用 し 、 復 旧 を 行っ た 。 

も っ と も 、 災 害 復旧 費 補 助人 金 に は 、① 病 院 群 輪番 制 病 
院 、 在 宅 当番 医 制 診療 所 等 (いわ ゆる 「 政 策 医 療 機関 」) に 
補助 対象 が 限定 され 、 特 に 甚大 な 被害 を 受け た 沿岸 地域 に 
お ける 医療 機関 の 復旧 ・ 復 興 を 支え る 制度 と し て は 不 十分 、 
② 医 療 機器 等 の 購入 が 原則 と し て 補助 対象 外 、③ 現 地 で 
の 原形 復旧 を 前 提 と し 、 移 転 新築 等 は 想定 し て いな い 等 の 
課題 が あっ た 。 
〇 既存 の 事業 で 対象 外 と な っ た 医療 機関 へ の 支援 

県 で は 、 発 災 当 初 か ら 、 災 害 復旧 費 補助 金 の 柔軟 な 制度 
運用 と 、 医 療 復興 の た め の 裁 量 性 の 高い 交付 金 の 交付 を 
国 に 要望 し て いた 。 結 果 的 に 、 こ の 補助 の 対象 外 と な っ た 施 
設 に 関す る 支援 は 、 国 か ら の 地域 医療 再生 臨時 特例 交付 
金 を 受け 、 県 が 造成 し た 基金 (地域 医療 再生 臨時 特例 基 
金 ) を 活用 し た 独自 の 補助 制度 の 立ち 上 げに より 対応 する こ 
と と な っ た 。 

補助 制度 の 検討 は 、 保 健 所 を 通じ て 行っ た 被災 状況 調査 
の 結果 等 を も と に 、 平 成 23 年 9 月 ご ろか ら 行い 、 対 象 施設 を 、 
被災 し た 内 陸 部 の 政策 医療 機関 、 沿 岸部 の 全 医 療 機関 と 
し た 。 対象 経費 に は 、 災 害 復旧 費 補 助 金 で は 認め られ な か っ 
た 医療 機器 の 購入 や 、 施 設 の 移転 新築 も 加え た 。 補 助 率 
も 、 経 済 産業 省 の グル ー プ 補助 金 の 補助 率 等 も 参考 に 、3 
4 まで か さ 上 げ し た 。 

新た な 補助 制度 は 、 平 成 24(2012) 年 1 月 に 公表 し 、 同 年 
2 月 ご ろか ら 、 現 地 で の 災害 査定 と 補助 金 の 交付 決定 、 完 
確認 、 補 助 全 の 交付 を 開始 し た 。 最 終 的 に は 、 令 和 (2019) 
元 年 度 示 まで で 、 修 繕 等 に つい て 51 件 、 移 転 新築 等 に つい 
て 39 件 (1 件 見 込み 含む お) の 補助 を 行い 、 被 災 地 に お ける 医 
療 施設 の 復旧 ・ 復 興 を 進め る こと が で きた 。 








(関連 する 主 な 県 の 取組 ) 
る ⑧ 第 1 節 医療 ・ 社 会 福祉 施設 の 支援 (P84) 
人 第 2 節 被災 し た 県 立 病院 の 再建 (P132) 








i 社会 福祉 施設 


〇 老人 福祉 施設 等 

被害 の 全容 が 明らか に な っ て きた の は 、 岩 災 翌 月 の 4 月 上 旬 
で あっ た 。 沿岸 部 の 特別 養護 老人 ホー ム や 介護 老人 保健 施 
設 な どの 入所 ・ 居 住 系 老人 福祉 施設 100 施 設 の うち 、34 施 設 
が 被災 し 、 そ の うち 、14 施 設 が 全 半 壊 に より 機能 が 停止 し た 。 

国 か ら は 、 平 成 23 年 4 月 26 日 付け で 災害 復旧 費 国 庫 補 
助 協議 通知 、 平 成 23 年 5 月 6 日 付け で 被災 し た 社会 福祉 施 
設 等 の 早期 復旧 に 関す る 通知 が 発出 され 、 被 災 し た 施設 へ 
の 現地 調査 、 災 害 査定 対応 (机上 、 現 地 ) 等 を 行っ た 。 

全 半 壊 に より 機能 が 停止 し た 14 施 設 の うち 、13 施 設 は 修 
復 や 移設 等 に より サー ビス を 再開 し た 。 (1 施設 は 廃止 と な っ 
た 。) 災害 復旧 事業 費 補 助 の 実績 は 、 ハ ー ド (被災 し た 老人 
福祉 施設 等 の 復旧 に 要する 経費 )78 件 、 ソ フト (被災 し た 介 
護 サ ービス 事業 者 の 事業 再開 に 要する 経費 ) 109 件 で 、 平 
成 26(2014) 年 度 ま で に 全て の 復旧 事業 が 完了 し た 。 
〇 障がい 者 施設 

県 内 の 障がい 福祉 サー ビス 事業 所 84 事 業 所 に お いて 、 施 
設 ・ 設 備 等 の 損壊 (外壁 の ひび 割れ 等 の 軽微 な も の を 含む ) の 
被害 が 生じ た 。 こ れ ら の うち 、 施 設 復旧 21 施 設 ・ 事 業 所 、 設 備 
復旧 17 施 設 ・ 事 業 所 に つい て 、 国 庫 補助 を 活用 し て 補助 を 行 
い 、 平 成 25(2013) 年 度 ま で に 全て の 補助 事業 が 完了 し た 。 

運営 面 の 復旧 支援 と し て は 、 公 共 交 通 機関 の 不通 に よる 
通所 者 の 送迎 、 生 産 設備 や 提携 企業 の 被災 に よる 製品 開 
発 や 販路 の 拡大 な どの 新た な 需要 に 対応 する た め 、 事 業 所 
等 の 職員 を 雇用 ・ 育 成す る 社会 福祉 法人 等 を 支援 し 、 人 的 体 
制 の 充実 を 図っ た 。 ま た 、 被 災 に より 販路 を 失っ た 障がい 者 就 
労 支援 事業 所 等 を 支援 する た め 、 障 害 者 就労 支援 振興 セン 
ター の サブ セン ター を 大 船渡 市 に 設置 し コー ディ ネー ター を 配 
置 する 等 自主 生産 製品 の 販売 促進 活動 等 を 支援 し た 。 
〇 児童 福祉 施設 

保育 所 、 児 童 館 等 の 児童 福祉 施設 に つい て も 、 全 壊 、 半 
壊 、 流 失 等 の 被害 が 発生 し た 。 そ の うち 災害 復旧 事業 に より 
支援 が 必要 な 44 か 所 に つい て 、 厚 生 労 働 省 の 「 東 日 本 大 
岩 災 に 係る 社会 福祉 施設 等 災害 復旧 費 国庫 補助 金 ]、 県 
の 「 東 日 本 大 震 災 に 係る 児童 福祉 施設 災害 復旧 事業 費 補 
助 金 ] 等 を 活用 し 、 そ の 復旧 に つい て 支援 を 行い 、 平 成 30 
(2018) 年 度 まで に 復旧 事業 は 全て 完了 し た 。 

国 や 県 の 補助 事業 と は 別に 、 日 本 ユニ セ フ 協 会 や ヤマ ト 福 
祉 財団 、 日 本 赤十字 社 や 台湾 、 マ レー シア の 赤十字 組織 な ど 、 
民間 団体 、 海 外 か ら の 支援 を 受け て 、 移 転 新築 し た 保育 所 も 少 
な く な か っ た 。 こ れ ら の 支援 は 、 土 地 造 成 費 や 備品 費 な ども 一 括 
し て 支援 を 受け る こと が で き 、 県 で は 積極 的 な 活用 を 支援 し た 。 


当時 を 振り 返っ て 
(当時 30 代 、 仮 設 診療 所 の 整備 及び 民間 医療 
機関 の 復旧 ・ 復 興 支 援 を 担当 ) 





医療 施設 の 復旧 、 復 興 支 援 に つい て は 、① 仮 設 診療 所 の 整備 に 
よる 支援 、④ 国 の 災害 復旧 費 補助 金 に よる 支援 、③ 県 独自 支援 制 
度 (修繕 、 移 転 新築 等 に 対す る 支援 ) の 大 きく 3 つ に 分 けら れ た 。② 
は 既存 の 制度 で あり 、① と ③ は 、 そ れ ぞ れ 支 援 スキ ー ム の 公開 が 、 平 


成 23 年 6 月 と 、 平 成 24 年 1 月 に な っ た 。 こ の た め 、 医 療 機関 に と っ て 、 
それ ぞ れ の 制度 を 比較 検討 し 、 最 も 有利 な も の を 選択 する こと が で き 
ず 、 お 叱り を いた だ く こ と も あっ た 。 

また 、 当 初 、 地 域 医療 再生 臨時 特例 基金 に よる 事業 期間 は 、 平 
成 26 年 度 ま で と な っ て いた 。 「 期限 まで に 移転 新築 が で き な か っ た ら 
どう する の か 」 と いう 質問 を 再三 に わた っ て 受け た が 、 延 長 さ れる こと 
は 確実 で ある と 思わ れる も の の 、 確 定 的 に 医療 機関 に 伝え る こと が で 
きず 、 も どか し い 思 い を 抱え な が ら 説 明 し て いた 。 (結果 的 に 、 事 業 期 
間 は 令 和 元 年 度 ま で 延長 され た 。 ) 


教訓 提言 


医療 機関 


地域 の 実情 は 地域 に よっ て 異な る こと か ら 、 国 が 裁 
量 性 の 高い 交付 金 に よる 対応 を し て くれ た こと に より 、 
きめ 細やか な 支援 が 可能 と な っ た 。 

他方 で 、 平 成 23 年 6 月 補正 で 所 要 の 予算 を 措置 し て 
いた に も か か わら ず 、 制 度 詳細 の 公表 が 翌年 1 月 まで ず 
れ 込 ん だ の は 、 医 療 機 関 の 被 害 額 を 調査 し つつ 、 限 りあ 
る 財源 の 中 で 、 ど の よう な 規模 の 補助 制度 を 創設 すれ 
ば 全体 に 支援 が いき わた る の か 、 内 部 の 検討 に 時 間 を 
要 し た た めで ある 。 前 例 の な い 中 で の 補助 限度 額 の 設 
定 で あっ た が 、 結 果 的 に 一 定 の 予算 残 が 生じ て お り 、 も 
う 少 し 幅広 い 支 援 の 検討 の 余地 も あっ た と 考え る 。 被 
災 規 模 の 迅速 か つ 正 確 な 把握 が 、 そ の 後 の 支 援 策 の 
決定 に 大 き な 影 響 を 与え る こと と な る が 、 一 定 の 手法 が 
確立 され て いな い 中 で 正確 な 情報 を と の よう に 得る か 、 
また 、 診 療 科 ご と に 初期 投資 が 異な る 診療 所 の 再建 支 
援 を 公平 に 進め る た め の 支 援 は いか に ある べき か 、 今 
回 の 事例 を も と に 、 よ り 詳 細 な 検討 が 必要 と 思わ れる 。 


i 社会 福祉 施設 


〇 考 人 福祉 施設 等 

被災 し た 高齢 者 福祉 施設 は 、 平 成 26 年 度 まで に 廃 
止 と な っ た 施設 を 除き 、 全 て 復旧 を 完了 し て いる が 、 今 
回 の 震 災 で 、 福 祉 施設 の 職員 も 亡くな っ て いる ほか 、 被 
災 し て 沿岸 地域 を 離れ た 介護 職員 も お り 、 福 祉 業務 に 
携わる 人 材 不 足 対策 は 引き 続き 必要 で ある 。 

また 、 岩 災 を 機 に 、 度 重なる 生活 環境 等 の 変化 が スト 
レス と な っ て 、 高 齢 者 の ひき こも りや 認知 症 に つなが っ 
て いく こと も 懸念 され て いる こと か ら 、 高 齢 者 の 孤立 化 を 
防ぐ た め の コ ミュ ニテ ィ の 構築 と 社会 的 ケア が 必要 と 考 
えら れる 。 

岩 災 後 の 施 設 復 上 昌 に お いて は 、 高 齢 者 の ケア の 質 、 
それ を 支え る 介護 人 材 の 確保 、 新 た な 街 づ くり 等 を 踏ま 


えて 行う 必要 が あり 、 原 状 復旧 に 留まる こと な く 、 弾 力 的 
運用 が 求め られ る 。 
〇 障がい 者 施設 

大 規模 な 津波 災害 の 場合 、 移 転 を 伴う こと か ら 再 建 
用 地 の 確 保 に 時 間 を 要 し た り 、 業 者 の 人 手 不 足 に より 
工事 発注 が 困難 と な り 、 復 旧 に 複数 年 か か る こと が ある 
た め 、 予 算 確保 ( 国 へ の 協議 ) に 留意 する 必要 が ある 。 

また 、 施 設 ・ 事 業 所 の 復旧 の た め に は 、 施 設 ・ 設 備 と 
いっ た ハー ド 面 だ け で な く 、 事 業 所 運営 や 生産 活動 、 生 
産物 販売 等 の ソフ ト 面 の 支援 も 重要 で ある 。 
⑩ 〇 児童 福 祉 施設 

津波 被害 の 場合 は 、 浸 水 地域 で の 再建 が 難し いた 
め 、 移 転 候補 地 の 選 定 や 土地 造成 に 時 間 を 要する こと 
か ら 、 長 期 の 仮設 施設 の 運営 や 、 支 援 する 保育 士 の 確 
保 な ど 、 長 期 的 な 支援 体制 が 必要 で ある 。 ま た 、 被 災 直 
後 の 仮設 の 場所 で の 再開 に は 、 耐 岩上 や 衛生 上 の 問 
題 に も 配慮 が 必要 で ある 。 

補助 事業 に よる 復旧 事業 の 協議 の 際 に 行う 災害 査 
定 に お いて は 、 そ の 対応 者 は 施設 の 設置 法人 で ある 
が 、 児 童 福祉 施設 を 運営 する 法人 は 小 規模 な も の が 多 
く 、 十 分 に 調査 対応 の 準備 が と れ な い 場 合 が 多かっ 
た 。 県 に よる 事前 の 指導 と フォ ロー を 丁寧 に 行う こと が 
重要 で ある 。 

乳幼児 に 関係 する 施設 や 備品 な どの 形 に 残る も の 
は 、 比 較 的 、 国 連 や NGO、 民 間 団 体 等 、 外 部 か ら の 支 
援 を 受け や すい よう に 感じ られ た 。 早期 の 情報 発信 に よ 
り 、 民 間 支 援 で の 施設 再建 を 果たし た 例 も あり 、 県 外 や 
民間 に 向け た 支援 の ニー ズ 情 報 の 発信 方 法 を 考え て 
お く と よい 。 

県 内 で は 保育 中 の 園児 や 勤務 中 の 職員 へ の 被害 
は 生じ な か っ た 。 沿岸 地域 で は 、 日 頃 か ら 津波 に 備え た 
避難 訓練 も 行わ れ て お り 、 そ れ が 命 を 守る こと に つ な 
が っ た 。 沿岸 、 内 陸 を 問わ ず 、 保 育 所 指導 監査 の 際 、 非 
常時 に お ける 対応 に つい て も 十分 に 指導 する こと が 重 
要 で ある 。 
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第 2 章 県 の 取組 人 第 2 節 復旧 ・ 復 興 の 取組 店 語 EE 


被災 者 の 健康 の 維持 ・ 増 進 


取組 事例 


上 長期 化す る 避難 所 等 で の 支援 





避難 所 生活 の 長期 化 に 伴い 、 季 節 や 環境 の 変化 に よる 
体調 管理 の 支援 も 大 きく 変化 し た 。 

発 災 直後 の 寒さ に は 風邪 や イン フル エン ザ 対 策 、 盛 夏 の 
猛暑 に は 熱中 症 予防 や 食中毒 予防 の 対策 が 必要 と され た 。 
また 、 年 齢 に か か わら ず 生 活 不 活発 病 等 が 懸念 され た こと か 
ら 、 避 難所 内 で の ラジ オ 体 操 、 健 康 教室 等 を 通じ た 簡易 な 運 
動 促 進 な ど 、 派 遣 保 健 師 等 の 協力 の も と 、 避 難 環境 に 合わ 
せ た 支 援 に 努め た 。 

さら に 、 疾 病 や 不眠 等 の 有 症 者 に つい て は 、 医 療 チ ー ム や 
ここ ろ の ケア チー ム へ 確実 に つなぐ 体制 を 作り 対応 し た 。 


目 避難 環境 の 変化 に 対応 し た 

関係 機関 と の 連携 と 健康 支援 

応急 仮設 住宅 の 整備 に 伴い 、 被 災 者 の 避難 環境 は 大 き 
な 変化 を 迎え る こと と な る 。 

これ に 伴い 、 避 難所 生活 と は 異な る 視点 で の 被災 者 の 健 
康 状 態 の 把握 や 保健 指導 が 必要 で ある が 、 全 国 自治 体 か ら 
の 派遣 支援 が 終了 する 中 、 県 内 の 保健 所 や 市 町 村 の み で 
は 人 材 が 不足 する 状況 で あっ た 。 

この た め 、 岩 手 県 看護 協会 や 岩手 県 在宅 保健 活動 連絡 
協議 会 等 の 協力 を 得 て 、 保 健 師 や 看護 師 を 確保 し 、 応 急 仮 
設 住宅 や 在宅 避難 者 へ の 家庭 訪問 を 行い 、 個 々 の 被災 者 
の 避難 生活 の 変化 に 伴う 健康 状態 の 把握 や 生活 環境 に 応 
じ た 保 健 指導 を 行っ た ほか 、 生 活 支 援 相談 貞 や 関係 機関 と 
定期 連絡 会 を 開催 し 、 情 報 を 共有 し な が ら 個 々 に 応じ た 支援 
方 法 の 検討 と 実施 を 進め た 。 

さら に 、 定 期 的 に 応急 仮設 住宅 の 集会 所 等 を 巡回 し 、 保 
健 師 及 び 管 理 栄養 士 等 に よる 健康 相談 や 教室 、 栄 養 指導 
な ど を 行っ た 他 、 県 歯科 医師 会 及び 県 歯科 衛生 士 会 の 協 
力 の も と 、 被 災 地 に 歯科 医師 ・ 歯 科 衛 生 士 を 派遣 し 、 歯 科 健 
診 や 相談 活動 、 歯 磨き 指導 等 を 実施 する こと に より 、 被 災 者 
の 健康 の 保持 に 取り 組ん だ 。 

この 時 期 、 研 究 者 等 か ら 、 応 急 仮設 住宅 の 高齢 者 に つい 
て 血圧 上 昇 に よる 脳卒中 の 増加 が 危 恨 され る と の 報告 が 





(関連 する 主 な 県 の 取組 ) 
る ⑧ 第 1 節 避難 所 等 で の 健康 ・ 食 生活 支援 (P82) 





あっ た た め 、 被 災 者 自ら が 適正 な 血圧 管理 を 行う た め の 手 帳 
作成 や 被災 市 町 村内 に お ける 血圧 適正 化 の リー フレ ッ ト の 
全戸 配布 等 を 行っ た ほか 、 被 災 地 保健 所 が 主体 と な り 、 応 
急 仮設 住宅 等 の 支援 者 を 対象 に 血圧 自己 管理 推進 員 を 養 
成 し 、 被 災 者 自ら が 適正 な 血圧 管理 を 行う た め の 普及 啓発 
に 取り 組ん だ 。 


i 食 生活 支援 


避難 者 同士 の 連携 や 協力 に より 、 避 難所 閉鎖 まで 比較 
的 良好 な 食事 環境 を 保つ こと が で きた 避難 所 が ある 一 方 、 
避難 者 の 交流 等 を 図る こと が 難し く 、 パ ン や イン スタ ント ラー メ 
ン 等 の 配給 が 続い た 避難 所 に お いて は 、 口 内 秋 、 貸 血 、 便 
秘 な どの 訴え が 増加 し た た め 、 派 遣 栄 養 士 の 協力 の も と 、 栄 
養 相談 や 食 生活 指導 、 栄 養 補助 食品 等 の 配布 等 、 個 々 の 
避難 所 の 状況 に 応じ た 栄養 改善 の た め の サ ポー ト を 行っ た 。 

応急 仮設 住宅 へ の 移行 後に お いて は 、 栄 養 士 や 保健 師 
の 訪問 に よる 聴き 取り の 中 で 、 避 難所 の 長期 化 に よる 疲労 
の 蓄積 や 、 長 期間 調理 等 の 日 常 作 業 か ら 離 れ て いた こと に 
より 、 被 災 者 (特に 岩 災 前 に 家庭 内 で 調理 を 中 心 的 に 担っ 
て いた 女性 ) に 調理 意欲 の 減退 等 が 見 られ た た め 、 集 会 所 
等 に お ける 簡単 料理 教室 の 開催 、 簡 単 レ レビ の 配布 な ど に 
よる 栄養 ・ 食 生活 の 自己 管理 を 支援 し た 。 


目 応急 仮設 住宅 か ら 災 害 公営 住宅 へ の 転居 に 伴う 健 

康 支援 の 継続 

その 後 、 応 急 仮設 住宅 の 集約 化 や 災害 公営 住宅 へ の 転 
居 も 、 被 災 者 に と っ て 大 き な 転 機 と な っ て いる 。 

それ まで 培 わ れ て きた コミ ュ ニ ティ が リセ ッ ト さ れ た こと に よ 
り 、 新 た な 人 間 関 係 の 構築 が 困難 と な っ た 避難 者 も 多く 、 閉 
じ こ も りや 、 ア ルコ ー ル 依存 等 の 新た な 問題 が か 生じ て お り 、 災 
害 公 営 住宅 の 集会 所 等 に お ける 健康 支援 活動 や 歯科 保 
健 活動 の 継続 、 市 町 村 や 関係 機関 が 連携 し た 見 守り 活動 
等 に より 、 被 災 者 の 健康 の 保持 ・ 増 進 に 努め て いる 。 
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健康 相談 、 歯 科 健 診 の 様子 





保健 師 等 が 応急 仮設 住 また 、 県 歯科 医師 会 及び 
宅 や 災害 公営 住宅 等 を 定 県 歯科 衛生 士 会 の 協力 の 
期 的 に 巡回 する な ど 、 血 圧 も と 、 被 災 地 に 歯科 医師 ・ 
測定 な どの 健康 チェ ッ ク や 間 歯科 衛生 士 を 派遣 し 、 歯 
日 常 の 健康 相談 、 健 康 教 科 健 診 、 歯 科 相談 、 歯 磨き 
育 な ど を 行っ た 。 指導 等 の 歯科 保健 活動 を 

実施 し た 。 
で 自衛 隊 の 炊き 出し て て 地域 ボラ ンティア 等 の 被災 者 支援 





発 災 直後 、 被 災 地 は 非常 に 寒い 日 が 続い た 。 ラ イフ ラ 
イン も 寸断 され 、 食 料 も な い 中 、 陸 ・ 海 ・ 空 の 自衛 隊 が 一 
体 と な っ て 行っ た 温か い 炊 き 出し で 元気 を 得 た 被災 者 


県 内 に 数 千 名 いる 食 生活 改善 推進 員 は 、 沿 岸 被災 
地 と 内 陸 の 会 員 が 手 を 携え 、 発 災 当 初 か ら の 炊き 出し 
に 始ま り 、 被 災 者 の 生活 環境 等 の 変化 に 応じ た 健康 教 


も 多かっ た 。 室 等 に より 被災 者 に 寄り 添っ た 活動 を 継続 し た 。 全 国 第 
の 食 生 活 改善 推進 員 か ら は 、 沢 山 の 支 援 物資 の 提供 a 
が あり 、 県 内 会 員 の 手 に より 被災 者 に 届け られ た 。 

また 、 ア レル ギー 等 に より 食事 に 大 き な 制約 が ある 披 
災 者 も あっ た 。 当 時 、 盛 岡 ア レル ギー っ 子 サ ー ク ル 「 ミ ル 
ク 」 の 皆さん が 、 全 国 の アレ ルギー の 関連 団体 等 と 連携 
し 、 ア レル ギー を 持っ た 被災 者 を 尋ね な が ら 、 対 応 食 等 
を 届け る 活動 を 行っ た 。 
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教訓 ・ 提 言 


i 中 ・ 長 期 支援 を 見 据え た 体制 整備 


避難 所 か ら 応急 仮設 住宅 、 さ ら に は 自力 で の 生活 
再建 や 災害 公営 住宅 へ の 転居 な ど 、 数 年 に お ける 
急激 な 環境 の 変化 に よる 避難 者 の 健康 へ の 影響 は 
計り 知れ な い 。 

東日本 大 震 災 津波 に お いて は 、 そ の 節目 、 節 目 に 


応じ て 変化 する 課題 に 対応 し た と ころ で あり 、 そ の 成 
果 を 生か し た 災害 発生 時 の 対応 方 策 を 定め て お く 必 
要 が ある ほか 、 こ れ に 対応 する た め 県 内 の 保健 所 や 
市 町 村 に お ける 保健 師 や 管理 栄養 士 等 確保 な ど 、 
関係 機関 と の 連携 に よる 中 ・ 長 期 的 な 展望 を 持っ た 
人 材 確保 等 の 体制 整備 が 必要 で ある 。 


i 継続 的 な 健康 や 食 支 援 の 必要 性 


マン パワ ー の 確保 の た め の 補 助 制 度 等 は 、 自 力 再 
建 や 災害 公営 住宅 へ の 入居 に 伴い 縮小 され る 傾向 
に ある 。 し か し 、 被 災 者 に よっ て は 、 早 い 時 期 か ら サ 
ポー ト が 不要 に な る 場合 も ある も の の 、 後 に 問題 が 顕 
在 化 する 場合 も 少な く な い 。 特に 、 東 日 本 大 震 災 津 
波 の よう な 大 規模 災害 の よう に 避難 生活 が 長期 化す 
る 状況 下 に あっ て は 、 長 期 化 に 伴う 加 齢 も 相まって 
後者 が 増加 する 傾向 に ある 。 

節目 、 節 目 で 被災 者 の 状況 を 見 極め な が ら 健康 支 
援 を 行う こと が 重要 で あり 、 こ うし た 対応 を 長期 的 に 
継続 する こと が で きる よう 必要 な 体制 を 確保 し て いく 
必要 が ある 。 





第 2 章 県 の 取組 人 第 2 節 復旧 ・ 復 興 の 取組 店 語 EE 


ここ ろ の ケア セン ター の 設置 


取組 事例 


i 「 岩 手 県 ここ ろ の ケア セン ター」 の 設置 





全国 か ら 派遣 され た ここ ろ の ケア チー ム の 活動 を 引き 継ぎ 、 
被災 者 の ここ ろ の ケア 対策 を 継続 的 に 実施 する 体制 を 確保 
する た め 、 平 成 24(2012) 年 2 月 、 岩 手 医科 大 学 へ 被災 者 の 
ここ ろ の ケア に 係る 業務 を 委託 し 、「 岩 手 県 ここ ろ の ケア セン 
ター」 を 同 大 学内 に 、 同 年 3 月 に 「 地 域 こ ころ の ケア セン ター」 
を 沿岸 4 医療 圏 (久慈 宮古 ・ 釜 石 ・ 大 船渡 ) に 設置 し た 。 

ここ ろ の ケア セン ター は 、 こ ころ の ケア チー ム の 活動 を 引き 
継ぐ と と も に 、 被 災 地 に お ける 精神 保健 医療 行政 及び 精神 
医療 サー ビス の 機能 を 補完 する 役割 を 担っ て いる 。 

また 、 地 域 の 精神 保健 活動 と し て ここ ろ の 健康 相談 、 専 門 
的 な ケア 、 関 係 機関 へ の つなぎ 、 予 防 的 な 心理 的 働き か け な 
どの 個別 支援 や 、 健 康 教育 や 人 材 養 成 な どの ここ ろ の 健康 
づく り 活 動 、 勤 労 者 の メン タル ヘル ス 対 策 、 地 域 の 自殺 対策 
と いっ た 被災 地 の メ ンタ ル ヘ ルス 活動 の 支援 を 包括 的 に 担っ 
て いる 。 そし て 、 中 長期 的 に 「 地 域 が 主体 と な っ た 支援 」 を 実 
現す る た め 、 支 援 者 と の 協 働 等 を 通じ 、 地 域 の 支援 体制 の 充 
実 ・ 強 化 を 図る 活動 を 行っ て いる 。 


岩手 県 ここ ろ の ケア セン ター 連携 図 





(関連 する 主 な 県 の 取組 〉 
人 第 1 節 較 こ ころ の ケア チー ム の 派遣 (P86) 





人 第 2 節 較 こども ケア セン ター の 設置 (P130) 





i 「 岩 手 県 ここ ろ の ケア セン ター」 に お ける 活動 


岩手 県 ここ ろ の ケア セン ター、 各 地域 セン ター に は 保健 
師 、 看 護 師 、 精 神保 健 福祉 士 等 の 専門 職 が 常駐 し て いる ほ 
か 、 沿 岸 7 カ 所 に お いて 、 定 期 的 に 精神 科 医 師 と 専門 職 ス 
タッ フ に よる 「 岩 災 こ ころ の 相談 室 ] を 開設 し て いる 。 

岩 災 ここ ろ の 相談 室 は 、 身 近 な と ころ で 専門 家 に よる 相談 
が 受け られ る よう 、 精 神 科 医 師 に より 運営 する こと と し て いる 
が 、 本 県 、 特 に 沿岸 部 は 精神 科 医 師 が 少な い 状況 で あり 、 運 
営 に 必要 な 精神 科 医 師 を 確保 する こと が 困難 で ある こと か 
ら 、 岩 手 医 科大 学 と 連携 し 、 関 係 機関 ・ 団 体 (全国 精神 医学 
講座 担当 者 会 議 、 日 本 精神 科 救 急 学会 、 県 内 (内 陸 部 ) 精 
神 科 医療 機関 ) か ら 精 神 科 医 師 を 派遣 し て いた だ いて いる 。 

相談 室 で は 、 被 災 地 の ここ ろ の 健康 に か か わる 個別 相談 
の 対応 の ほか 、 地 域 の 保健 師 等 と ケー ス 検 討 や スー パー バ 
イズ (専門 的 な 指導 ・ 監 督 ・ 助 言 ) を 行っ た り 、 必 要 に 応じ て 
市 町 村 と 連携 し て アウ トリ ー チ (訪問 支援 ) も 行う 。 

相談 室 で の 個別 対応 の ほか に も 、 全 戸 訪問 や 健 診 事業 、 
健康 教育 を は じ め と し た 地域 の ここ ろ の 健康 づく りな どの 地 
域 の 保健 活動 へ の 支援 、 ゲ ー ト キー パー 養成 研修 な ど 地 域 
の 人 材 養成 等 を 展開 し て いる 。 


























県 店 障がい 保健 福祉 課 a 
と ーー 6 当 ※ こ ころ の ケア 推進 の 
※ こ ころ の ケア 推進 の 全体 調整 専門 研修 の 企画 実施 等 
> 
沿岸 4 保健 所 内 陸 5 保健 所 
(大 船渡 、 釜 石 、 宮 古 、 久 慈 ) 事業 の (県 央 、 中 部 、 奥 州 、 一 関 、 二 戸 ) 
※ 被 災 地 の 住民 ・ 市 町 村 等 へ の 支援 委託 ※ 内 陸 避 難 者 ・ 市 町 村 等 へ の 支援 



























岩手 県 ここ ろ の ケア セン ター (中 央 セン ター) 
【 岩 手 医科 大 学内 に 設置 】 
※ こ ころ の ケア に 係る 専門 的 支援 ・ 人 材 養成 等 





























岩手 県 ここ ろ の ケア セン ター (地域 セン ター ) 




















































































































被災 市 町 村 【 沿 岸 の 各 保健 医療 圏 域 に 設置 】 
守 相 多 住 ※ 地 域 の ここ ろ の ケア 活動 の 調整 及び 支援 
※ 被 炎 住 大 船渡 地域 釜石 地域 宮古 地域 久慈 地域 
¢ : ここ ろ の ケア セン ター | | ここ ろ の ケア セン ター | | ここ ろ の ケア セン ター | | ここ ろ の ケア セン ター 1 
| | 陸前 高田 市 | | 大 船渡 市 人 石 市 構 町 山田 町 宮古 市 村 
岩 災 ここ ろ の | | 岩 災 ここ ろ の | | 震 災 こ ころ の 炎 こ ころ の 炎 こ ころ の | | 震 災 こ ころ の 岩 災 ここ ろ の 
相談 室 相談 室 相談 室 相談 室 相談 室 相談 室 室 










































































保健 師 を 対象 と し た 研修 会 

















過 光 置 





庁 市 町 村 課 に よる 派 
寺 員 等 メン タル ヘル ス 





地域 活動 を 行う ボラ ンティア 等 へ の 研修 


ケア 研修 へ の 協力 


教訓 ・ 提 言 


i 関係 機関 と 連携 し た ネッ トワ ー ク の 構築 


平時 より 、 岩 手 医科 大 学 、 県 、 市 町 村 等 関係 者 が 
集まり ネッ トワ ー ク を 構築 し て いた こと で 、 有 事 に お い 
て は その ネッ トワ ー ク が 生か され た 。 

岩手 医科 大 学 に お いて は 、 発 災 以 前 か ら 、 特 に 久 
慈 地域 に お いて 、 地 域 の 保健 所 、 市 町 村 保健 師 、 関 
係 機関 と 共に 自殺 対策 や ここ ろ の 健康 づく り 事 業 、 
災害 時 の ここ ろ の ケア に 取り 組み 、 市 町 村 や 岩手 県 
精神 保健 福祉 セン ター、 障 が い 保 健 福 祉 課 と 連携 し 
て 活動 を 広げ て いた こと か ら 、 そ の 活動 の 中 で 培っ た 
ノウ ハウ や ネッ トワ ー ク 等 を 被災 者 の ここ ろ の ケア 対 
策 に 役立て る こと が で きた 。 

日 頃 か ら 関係 者 の ネッ トワ ー ク の 構築 が 有事 の 際 
に 威力 を 発揮 する こと か ら 、 今後 も 顔 の 見 える 関係 づ 
くり を 強化 し て いく 必要 が ある ほか 、 こ ころ の ケア に 関 
する 普及 啓発 の 継続 が 必要 で ある 。 


l 中 長期 に わた る 継続 し た 取組 


東日本 大 岩 災 津波 の 発 災 か 59 年 が 経過 し た 今 で 
も 、 引 き 続 き 、 応 急 仮設 住宅 か ら の 転居 等 に 伴う 生活 
環境 の 変化 や 経済 問題 等 、 今 後 の 生活 へ の 不安 に 
伴う スト レス の 相談 へ の 対応 や 、 被 災 地 勤労 者 の 疲 
幣 に よる メン タル ヘル ス 間 題 へ の 対策 が 必要 で ある 。 

また 、 精 神 科 医 を 含め た 医師 不足 や 保健 師 等 の 
専門 職 不 足 も 課 題 で ある 。 

支援 の ニー ズ に お いて も 、 相 談 対 応 件 数 は 若干 
減少 し て いる も の の 、 医 師 や 専門 職 に よる スー パー バ 
イズ の 件 数 は 未だ 3 千 件 を 超え て お り 、 こ うし た 医師 を 
含め た 専門 スタ ッ フ の 対応 を 要する (自治 体 の 保健 
師 で は 対応 で き な い ) 複雑 な ケー ス が 多い 状況 で あ 
る 。 加 えて 、 被 災 地 で は ここ ろ の 健康 問題 へ の 理解 
が まだ 十分 で は な いこ と や 、 被 災 地 の 課題 は 刻々 と 
変化 し て いく こと か ら 、 被 災 者 へ の ここ ろ の ケア に つ 
いて は 中 長期 に わた る 継続 し た 取組 が 必要 で ある 。 
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第 2 章 県 の 取組 人 第 2 節 復旧 ・ 復 興 の 取組 店 齋 0 


こども ケア セン ター の 設置 


取組 事例 


目 沿岸 3 地区 に 

「 子 ども の ここ ろ の ケア セン ター」 設置 

岩 災 を 体験 し た 子ども の 中 に は 、 赤 ちゃ ん が えり ・ お ね 
し ょ *・ 体 調 不 良 ・ 夜 泣き ・ 眠 れ な い ・ 急 に 泣き 出す と いっ た 症 
状 を 訴え る 子ども も 見 られ る よう に な っ た 。 そう し た 子ども を 抱 
え 、 ど の よう に 接 す れ ば よい か 悩む 保護 者 や 養育 者 も 多 
か っ た 。 

この た め 、 県 は 、 平 成 23(201 1) 年 6 月 か ら 順 次 、 宮 古 
児童 相談 所 に 「 宮古 ・ 子 ども の ここ ろ の ケア セン ター」 を 、 児 
童 家庭 支援 セン ター 大 洋 に 「 気 仙 ・ 子 ども の ここ ろ の ケア セ 
ンタ ー」 を 、 移 石 保健 所 に | 釜石 ・ 子 ども の ここ ろ の ケア セン 
ター」 を 設置 し 、 県 内 外 の 医師 の 協力 を 得 て こ ころ の ケア を 
スタ ー ト し た 。 

また 、 児 童 相談 所 や 沿岸 広域 振興 局 に お いて 、 県 臨床 
心理 士 会 や 日 本 ユニ セ フ 協 会 等 の 協力 を 得 て 、 保 護 者 、 
保育 士 等 を 対象 に ここ とこ ろ の ケア の 研修 を 開催 する と と も 
に 、 児 童 相談 所 の 児童 心理 司 等 が 保育 所 、 放 課 後 児 童 ク 





生子 ども の ここ ろ の ケア セン ター の 設置 





(関連 する 主 な 県 の 取組 〉 
る ⑧ 第 1 節 児童 の 養育 支援 活動 (P88) 
人 第 2 節 図 こ ころ の ケア セン ター の 設置 (P128) 








ラブ 等 を 巡回 し 、 保 育 士 等 子ども の 支援 者 に 対す る コン サ 
ル テ ー シ ョ ン を 実施 し た 。 


目 全 県 的 な 拠点 施設 

「 い わ て こども ケア セン ター」 設 置 

平成 24(2012) 年 3 月 、 児 童 家庭 課 ( 現 : 子 ども 子育て 
支援 課 ) を 事務 局 と し て 、 県 内 有識者 に よる プロ ジェ クト 
チー ム を 設置 し 、 子 ども の ここ ろ の ケア の あり 方 等 に つい て 
検討 し た 。 

本 県 は 震 災 前 か ら 小児 科 や 精神 科 の 医師 や 医療 機関 が 
少な く 、 県 外 支援 に 頼ら ざる を 得 な い 状 況 で あっ た こと か ら 、 
今後 も 長期 的 に 安定 し て 支援 が 展開 で きる 拠点 を 整備 する 
必要 が ある と し て 、 平 成 25(2013) 年 5 月 、 ク ウェ ー ト 国 ・ 日 本 
赤十字 社 か ら 援 助 を 受け 、「 い わ て こども ケア セン ター」 を 矢 
巾 町 に 開設 (岩手 医科 大 学 に 事業 委託 ) し た 。 全 国 医学 肖 
長 病院 長 会 議 か ら 医 師 派遣 の 協力 も 得 な が ら ( 平 成 28 
〔2016〕 年 9 月 まで ) 、 児 童 精神 科 ク リ ニ ッ ク で の 診療 の ほ 
か 、 宮 古 ・ 釜 石 ・ 気 仙 地区 へ の 週 1 回 の 巡回 診療 、 多 職種 に 
よる 症例 検討 会 や 支援 者 研修 を 実施 し 、 被 災 し た 子ども の こ 
ころ の ケア の 中 心 と し て 活動 を 展開 し て いる 。 















































名 称 宮古 ・ 子 ども の ここ ろ の ケア セン ター | 釜石 ・ 子 ども の ここ ろ の ケア セン ター 気仙 ・ 子 ども の ここ ろ の ケア セン ター 
軍 給 蛋 笑 | 宮古 児童 相談 所 宮古 児童 相談 所 キイ 
設置 場所 | 宮古 児童 相談 所 金石 保健 所 児童 家庭 支援 セン ター 大 洋 
所 管 地 域 | 宮古 、 山 田 釜石 、 大 村 大 船渡 、 陸 前 高田 、 住 田 
設置 時 期 | 平成 23 年 6 月 平成 23 年 8 月 平成 23 年 7 月 
診察 頻度 | 毎週 | 回 隔週 1 回 毎週 | 回 
診察 体制 児童 精神 科 医 師 | 名 児童 精神 科 医 師 | 名 児童 精神 科 医 師 | 名 (+ 臨床 心理 士 、 看 護 師 等 ) 
医師 派遣 元 | 法務 省 日 本 児童 青年 精神 医学 会 | 東京 者 
いわ て こども ケア セン ター 


(|) 設置 場所 
(2) 運営 岩手 医科 大 学 に 委託 
3) 機 


還 
能 ア 


岩手 医科 大 学 マ ル チ メ ディ ア 教 育 研 究 棟 ( 矢 巾 町 ) | 階 


児童 精神 科 ク リ ニ ッ ク に お ける 診療 と 沿岸 地域 へ の 巡回 診療 





R 


イ 内 陸 部 の 子ども (沿岸 か ら の 避難 者 を 含む ) の 診 
ウ 児童 精神 科 医 等 専門 職 スタ ッ フ の 養成 確保 
エ 
オ 


支援 者 へ の 研修 等 に よる 支援 


子ども の 心 の ケア に 関す る 啓発 活動 ・ 研 究 
クウ ェ ー ト 政府 か ら の 救援 金 を 原資 と し て 、 日 本 赤十字 社 が 支援 


江 
日 


平成 25 年 4 月 26 日 
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児童 家庭 
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いわ て こども ケア セン ター (岩手 医科 大 学 マ ル チ メデ ィ ア 教育 研究 棟 に 設置 ) 


教訓 ・ 提 言 


i 子ども に 関わ る 多 職 種 に よる 支援 の 必要 性 


被災 や 身近 な 人 の 喪 失 な どの 直接 的 な も の だ け で 
な く 、 そ の 後 の 被災 生活 に お ける 家族 関係 や 生活 環 
境 の 不安 定 さ な ど の 様々 な 要因 が 複合 的 に 子ども の 
ここ ろ へ 影響 を 及ぼ ば し て いる 。 そ の た め 、 子 ども の ここ 
ろ の 回 復 に は 、 心 身 の 状況 だ け で な く 、 環 境 や 成長 
発達 を 見 据え た 多角 的 な 視点 が 必要 で あり 、 医 療 だ 
け で な く 福 祉 や 教育 と いっ た 子ども に 関わ る 様々 な 支 
援 者 の 関与 が 重要 で ある 。 

いわ て こども ケア セン ター で は 、 開 設 当 初 よ り 多 職 
種 に よる 症例 検討 会 や 支援 者 研修 会 を 各地 で 開催 
し て お り 、 県 内 の 子ども 支援 者 の 専門 性 の 向上 、 有 
機 的 な 連携 の た め の 体制 づく り を 推進 し て き て いる 。 
この 取り 組み を 継続 させ 、 岩 災後 の 支援 を 通し て 得 ら 
れ た 知見 を 活か し 、 今 後 と も 様々 な 機関 が お 互い の 


専門 性 と 役割 を 理解 し 、 専 門 性 を 更に 高め て いく こと 
が 必要 で ある 。 


地域 全体 で 子ども を 育て る ネッ トワ ー ク の 展開 


本 県 に お ける 岩 災 後 の 子 ども の ここ ろ の ケア は 、 
農 災 前 か ら の 支援 者 同士 の つなが り と 岩手 の 子ども 
た ち を 何と か し な けれ ば な ら な いと いう 思い が 結実 し た 
も の で ある 。 専 門 職 の 確保 は 喫緊 の 課題 で ある が 、 
専門 領域 を その 専門 家 に 委ね る の で は な く 、 そ の 専 
門 家 を 支え 、 一 緒 に 活動 し て いく 組織 や ネッ トワ ー ク 
の 存在 も 必要 で ある 。 こ ども ケア セン ター の 開設 まで 
の 取組 を 参考 と し 、 岩 災 対 応 に 留め ある こと な く 、 今 後 、 
地域 で 子ども た ち を 支え て いく た め の ネ ットワーク の 構 
築 や 様々 な 事業 の 展開 へ 派生 させ て いく こと も 必要 
で ある 。 





雷 一 浦 
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第 2 章 県 の 取組 人 第 2 節 復旧 ・ 復 興 の 取組 店 語 EE 


被災 し た 県 立 病院 の 再建 


取組 事例 


i 県 立 病 院 の 被災 状況 





東日本 大 震 災 津波 に より 、 高 田 病 院 、 大 構 病 院 、 山 田 病 
院 の 3 病院 は 、 津 波 に より 建物 が 全壊 し 診療 機能 を 喪失 し 
た ほか 、 入 院 患 者 や 職員 に も 犠牲 者 が 出る な ど 甚 大 な 被害 
を 受け た 。 ま た 、 釜石 病院 、 胆 沢 病 院 、 遠 野 病院 、 大 東 病院 
の 4 病院 で は 、 地 震 に より 建物 や 設備 が 損壊 ・ 損 傷 す る 等 の 
被害 を 受け た 。 


上 診療 機能 の 維持 ・ 回 復 に 向け た 支援 


被災 病院 の 診療 機能 の 維持 ・ 回 復 、 患 者 搬送 等 の た め 、 
様々 な 支援 が 行わ れ た 。 

1 つ 目 は 、 被 災 地 に お ける 初期 救急 医療 等 の 実施 で ある 。 
自衛 隊 や 全国 各地 の 医療 機関 か ら 災 害 派遣 医療 チー ム (D 
MAT) の 支援 を 受け 、 患 者 搬送 や 病院 機能 の 維持 等 を 実施 
し た 。 

2 つ 目 は 、 い わ て 災害 医療 ネッ トワ ー ク に 参画 し 、 関 係 大 
学 ・ 関 係 機関 及び 医療 救護 チー ム と 連携 し 、 避 難所 等 で 切 
れ 目 な く 継 続 的 な 支援 体制 を 構築 し た 。 

3 つ 目 は 、 治 岸 地域 の 県 立 病院 へ の 業務 応援 の 実施 で あ 
る 。26 施 設 を 有する 県 立 病院 間 の ネッ トワ ー ク を 生か し 、 内 
陸 部 の 病院 が 中 心 と な っ て 、 被 災 地 の 病院 へ の 人 的 ・ 物 的 
支援 や 協力 を 行っ た 。 ま た 、 本 庁 職 員 を 被災 病院 へ 派遣 し 、 
仮設 診療 所 で 保険 診療 を 開始 する た め の 医 療法 や 施設 基 
準 等 の 事務 手続 を 中 心 と し た 業務 応援 を 実施 し た 。 内 陸 部 
に ある 県 立 病院 か ら の 業務 応援 は 、 平 成 23(201 1) 年 3 月 
未 ま で に 延 428 人 を 派遣 し た ほか 、 本 庁 職 員 に つい て は 延 
63 人 を 派遣 し 業務 応援 に あたっ た 。 


被災 3 病院 に お ける 外来 診療 体制 の 構築 


被害 が 大 きか っ た 県 立 病院 に つい て は 、 病 院 機能 の 復旧 
対応 が 必要 と な り 、 外 来 診療 を 中 心 に 当面 の 診療 機能 の 回 
復 を 図る こと が 課題 と な っ た 。 

これ に 対応 する た め 、 高 田 病 院 は 、 被 災 2 日 後 か ら 米 崎 町 





(関連 する 主 な 県 の 取組 ) 
る ⑧ 第 2 節 医療 ・ 社 会 福祉 施設 の 復旧 (P124) 





の コミ ュ ニ ティ セン ター に お いて 医療 救護 活動 を 実施 し 、 平 
成 23 年 7 月 か ら 仮設 診療 所 と し て 保険 診療 を 再開 し た 。 さ ら 
に 、 平 成 24(2012) 年 2 月 に 入院 施設 (41 床 ) を 整備 し 、 入 
院 受入 を 開始 し た 。 

大 植 病 院 は 、 大 梓 高 校 で 救護 所 活動 を 開始 し 、 平 成 23 
年 4 月 に 上 町 ふれ あい セン ター を 仮設 診療 所 と し て 保険 診 
を 再開 し た 。 同年 6 月 に は 日 本 災害 医療 ロジ ステ ィ ッ ク 協 会 よ 
り 寄 贈 さ れ た ノル ウェ ー 製 の コン テ ナ 式 仮設 診療 所 で 診療 を 
継続 し た 。 

山田 病院 は 、 被 災 し た 病院 の 2 階 等 を 活用 し て 医療 提供 
を 開始 し た 。 診 療 用 バス で の 眼科 診療 を 皮切り に 、 そ の 後 町 
の 総合 運動 施設 の 駐車 場 に 仮設 診療 所 を 建設 し 、 平 成 23 
年 7 月 に は 仮設 診療 所 で 保険 診療 を 再開 し た 。 こ の 結果 、3 
病院 は それ ぞ れ の 地域 に お いて 地域 医療 を 支え た 。 


i 職員 の 生活 支援 


被災 し た 職員 の 住 環境 の 整備 や 生活 再建 の 支援 が 課題 
と な っ た 。 

住 環境 の 整備 と し て 、 被 災 地 に 所 在 す る 空き 公 舎 を 改修 し 
住居 を 確保 し た 。 そ の 他 、 被 災 地 に 応急 仮設 公 舎 を 整備 し 、 
平成 23 年 6 月 初旬 まで に 3 地域 に お いて 57 戸 が 完成 し た 。 

また 、 生 活 再建 の 支援 と し て 、 共 済 ・ 互 助 会 等 に よる 各種 
支援 が 実施 され た ほか 、 平 成 23 年 4 月 4 日 に は 被災 職員 の 
相談 窓口 を 開設 し た 。 4 月 下旬 か ら は 被災 地 職員 の メン タル 
ヘル スケ ア を 、4 月 一 5 月 に か け て は 沿岸 部 の 病院 を 訪問 し 
て 生活 相談 を 実施 し た 。 


R 新 病院 再建 へ 


被災 し た 3 病院 の 再建 に 向け て は 、 被 災 病 院 が 立地 する 
地域 は いずれ も 高齢 化 率 が 高く 、 高 齢 者 を 中 心 と し た 地域 
医療 を 提供 する 必要 が ある こと か ら 、 引 き 続き 一 定 程度 の 病 
床 を 確保 する 必要 が あっ た 。 ま た 、 良 質 な 医療 を 提供 し て いく 
た め に は 、 被 災 病 院 の 深刻 な 医師 不足 の 中 で 、 医 師 へ の 過 
重 な 負 担 を 少し で も 軽減 する 必要 が あり 、 県 立 病院 間 は も と 
より 、 他 の 医療 機関 や 介護 施設 等 と の 適切 な 役割 分 担 と 連 
携 が 不可 欠 で あっ た 。 

この よう な 基本 的 考え 方 の 下 、 地 元 市 町 の 復興 計画 等 を 


踏ま えな が ら 、 病 院 の 立地 場所 や 規模 、 機 能 等 を 定め た 新 
病院 整備 方 針 案 を 策定 し 、 二 次 保健 医療 園 に お ける 医療 
関係 者 と の 協議 、 地 元 住民 と の 意見 交換 会 等 を 経て 、 平 成 
25(2013) 年 3 月 に 大 植 病 院 及 び 山田 病院 、 同 年 8 月 に 高 
田 病院 の 再建 方 針 を 公表 し た 。 新 病院 整備 方 針 案 を めぐ っ 
て は 、 高 田 病院 の 医師 等 の 体制 充実 を 求め る 請願 が 地元 
の 市 民 の 会 か ら 県 議会 に 提出 され る な どの 動き も あっ た が 、 
最終 的 に 県 議会 、 医 療 関係 者 及び 住民 か ら の 理解 が 得 ら 
れ た こと か ら 、 新 病院 の 建設 に 着手 し た 。 


再建 され た 被災 3 病院 





大 植 病 院 (平成 28(2016) 年 5 月 開院 ) 








わか くさ りぼん プロ ジェ クト 

県 立 病院 職員 が 一 致 団結 し て この 苦難 を 乗り 越え よう と 、 岩 
災後 問 も な く 「 再 生 と 復活 」 の 意味 を 込め た 若草 色 の りぼん を 身 
に 着け 診療 に 従事 し た 。 こ の 行動 を きっ か け に 本 プロ ジェ クト が 
立ち 上 が り 、 県 立 病院 26 施 設 の 力 を 一 つ に し て 被災 し た 県 立 病 
院 の 復興 を 支援 する 活動 を 行っ た 。 














主 な 取組 と し て 、「 わ か くさ りぼん 」 を あし ら っ た ポロ シャ ツ を 
製作 ・ 販 売 し 、 そ の 収益 の 一 部 に つい て は 、 被 災 し た 県 立 病院 に 
テレ ビ 等 の 物品 を 寄贈 する た め に 活用 し た 。 


山田 病院 (平成 28 年 9 月 開院 ) 











高田 病院 (平成 30(2018) 年 3 月 開院 ) 








教訓 提言 


災害 に 強い 病院 づく り 


農 災 時 、 県 立 病院 に お いて は 、 県 立 病院 群 の ネッ 
トワ ー ク を 生か し た 協力 や 応援 な ど 現 場 の 判断 に より 
お お むね 適切 に 対応 で きた が 、 拠 点 と な る 医療 機関 


に 災害 に 強い 通信 手段 が 不足 し て いた こと 、 非 常用 
自家 発電 設備 の 発電 量 及 び 燃 料 の 不足 、DMAT の 
装備 等 の 不足 な どの ハー ド 面 の 課題 の ほか 、 患 者 の 
搬送 や 受入 に 係る 調整 : 病 院 間 の 応援 等 の 連携 に 
お いて 、 更 な る 改善 面 も 指摘 され た 。 


こう し た 課題 に 対応 する た め 、 県 立 病院 へ の 衛星 
携帯 電話 の 追加 配備 、 非 常用 自家 発電 設備 の 更 
新 、DMAT の 装備 強化 、 県 立 病院 防災 マニ ュ ア ル 
の 見 直し を 行っ た 。 ま た 、 被 災 し た 3 病院 の 移転 新築 
に 当たっ て は 、 二 度 と 災 褐 に 見 舞 わ れる こと が な いよ 
う 、 内 陸 ・ 高 台 に 用 地 を 選定 する と と も に 、 停 電 時 で 
も 院内 全て の 電力 需要 に 耐え うる 非常 用 自家 発電 
設備 を 整備 する な ど 、 災 害 に 強い 病院 づく り に 取り 
組ん だ 。 





雷 一 浦 
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第 2 章 県 の 取組 人 第 2 節 復旧 ・ 復 興 の 取組 世 人 ー ゴ テテ 了 了 有 了 zv 了 von 了 了 有 当 人 人 了 人 


教育 環境 の 整備 


取組 事例 


i いわ て 子ども の ここ ろ の サポ ー ト チー ム の 結成 





県 教育 委員 会 は 、 発 災 直 後に 、 ス クー ルカ ウン セラ ー や 岩 
手 県 立 総合 教育 セン ター の 教育 相談 担当 な ど に より 「 い わ て 
子ども の ここ ろ の サポ ー ト チー ム ]」 を 結成 し た 。 

学校 再開 後 は 、 教 員 が 児童 生徒 の 心 の サポ ー ト を 実施 す 
る た め 、 サ ポー トチ ー ム で は 、① 地 域 の 実態 や ニー ズ に 対応 し 
た 教員 研修 、 学 校 の 訪問 支援 、 緊 急 支援 の た め の 派遣 の 実 
施 、② 中 長期 の 「 こ ころ の サポ ー ト プロ グラ ム ] 等 の 作成 な ど 
に 取り 組ん だ ほか 、 沿 岸 南部 、 宮 古 、 県 北 教育 事務 所 管内 
の 被災 に 関係 し た 全て の 学校 に 対し て 、 週 23 回 、 県 外 臨 
床 心理 士 等 に よる 教育 相談 等 が で きる 体制 を 構築 し た 。 


幼児 児童 生徒 の 心 の サポ ー ト 


被災 地域 の 支援 に つい て は 、 阪 神 ・ 淡 路 大 震 災 の 際 、 心 の 健 
康 に つい て 教育 的 配慮 を 要する 児童 生徒 数 が 、 岩 災 2 一 4 年 後 
に ピー ク を 迎え た こと な どの 先例 か ら 、「 全 県 を 対象 と し た 中 長期 
的 な 支援 」 を し て いく こと が 必要 で ある と 考え 、 サ ポー トチ ー ム を 中 
心 に 、「 人 的 支援 等 」 [教員 研修 ] 「 心 と か ら だ の 健康 観察 ] を 3 本 
柱 と し た 心 の サポ ー ト 事業 を 継続 的 に 推進 し て きた 。 

(① 人 的 支援 等 

通常 の カウ ン セ ラー 配置 に 加え 、 巡 回 型 カ ウン セラ ー や 県 内 
大 学 チ ー ム 等 に より 沿岸 部 の 学校 を 重点 的 に 支援 する と と も 
に 、 相 談 電話 を 設置 し 対応 に 当たっ た 。 ス クー ルカ ウン セラ ー 
は 、 児 童 生徒 と の 教育 相談 、 保 護 者 と の 面談 、 教 職員 へ の アド 
バイ ス 等 を 行っ た ほか 、 必 要 に 応じ て 医療 機関 に つなぐ 役割 を 
果たし た 。 

本 県 は 臨床 心理 士 等 の 有人 資格 者 が 少な いこ と 、 治 岸部 
居住 の スク ー ル カウ ン セ ラー が 少な いこ と な どか ら 、 被 災 地 域 
へ の 人 的 支援 は 県 内 人 材 だ け で は 難し い 状況 に あっ た 。 そこ 
で 日 本 臨床 心理 士 会 、 東 日 本 心理 支援 セン ター、 全 国 の 自 
治 体 及 び 大 学 の 協力 を 得 て 、 平 成 23(2011) 年 5 月 か ら 6 月 
に か け て の 6 週間 、 県 外 臨 床 心理 士 を 被災 し た 113 校 全て 
に 配置 し 、 臨 床 心理 士 1 人 に つき 2 校 を 担当 、 週 2 の 回 の 訪問 
を 基本 と し て 対応 し た 。 こ の 支援 に より 、 災 害 直後 に 現れ る 症 
状 と その 適切 な 対処 法 に つい て 、 教 職員 及び 児童 生徒 が 知 
る こと が で き 、 初 期 対応 を 効果 的 に 行う こと が で きた 。 
② 教 員 研 修 

平成 23 年 4 月 か ら 5 月 に か け て 、 学 校 再 開 前 に 教職 員 の 





(関連 する 主 な 県 の 取組 ) 
⑧ 第 4 節 回 | いわ て の 学び 希望 基金 ] の 創設 (P200) 





不安 を 解消 する た め 、「 被災 直後 の 症状 と 対処 法 ] を テー マ 
に 急性 期 研修 会 を 開催 し た 。 ま た 、 岩 災後 約 半年 を 経過 する 
「 二 極 化 の 時 期 ]“ に は 中 期 研修 会 を 実施 する な ど 、 時 期 に 
応じ て 県 内 全域 で 研修 会 を 開催 し た 。 

※ 震 災 直 後に 見 られ た 様々 な スト レス 反応 が 自然 治癒 し て いく 人 と 、 フ 
ラッ シュ バッ ク 等 の 反応 と し て 残っ て し まい 、 継 続 的 な カウ ン セ リン グ 
が 必要 と な る 人 に 分 か れる 時 期 。 

③ 心 と か ら だ の 健康 観察 

「 心 と か ら だ の 健康 観察 ] は 、 小 学生 と 中 高校 生 へ の アン 
ケー ト で あり 、 心 理 教育 (「 心 と か ら だ の 健康 観察 」 回 答 後に 

リー フレ ッ ト を 用 いて セル フケ ア の 方 法 を 学ぶ も の )、 事 後 の 

担任 に よる 個別 相談 と 合わ せ て 行う も の で ある 。 児童 生徒 の 

スト レス や トラ ウマ を 早期 に 発見 し 、 そ れ ら に よっ て 引き 起こ さ 

れる 生徒 指導 上 の 問題 、 学 校 不 適応 等 の 未然 防止 を 図る と 

と も に 、 児 童 生徒 の 心 の サポ ー ト に 資す る 参考 資料 と し よう と 

する も の で ある 。 ま た 、 一 人 ひと り の 結果 は 、 各 学校 に お いて 

教育 相談 の 資料 と し て 活用 し 、 継 続 的 な 支援 を 行っ て いる 。 
これ ら の 取組 に より 、「 要 サポ ー ト (優先 的 に 教育 相談 が 
必要 な 児童 生徒 ) | の 人 数 、 割 合 と も に 減少 し て き て いる 。 








i 教員 の 加 配 


平成 23 年 度 か ら 、 文 部 科学 省 に 認め られ た 堪 災 加 配 を 
活用 し て 人 的 支援 が 必要 な 学校 に 対し 教職 員 を 配置 し て き 
て いる 。 農 災 加 配 に より 、 心 の ケア が 必要 な 児童 生徒 へ の 
教育 相談 や 、 被 炎 に よる 転入 生 等 へ の 個別 対応 と いっ た 、 
被災 地 に お いて 必要 な 取組 を 進め る こと が で きた 。 


i 県 立 学校 入学 料 等 の 免除 


岩 災 以前 の 県 立 学校 授業 料 等 条例 で は 、 経 済 的 事情 に 
より 学業 の 継続 が 困難 で 特に 必要 が ある と 認め られ る 者 に 
対し て は 、 授 業 料 の 減免 を する こと が で きる 規定 は あっ た が 、 
入学 選考 料 、 入 学 料 、 通 信 制 受講 料 及び 寄宿 舎 料 を 免除 
する 規定 が な か っ た 。 そこ で 、 被 炎 に より 生活 の 基盤 を 失っ た 
生徒 に つい て 、 教 育 を 受け る 機会 を た 失う こと の な いよ う 、 条 例 
を 改正 し 、 入 学 選考 料 、 入 学 料 、 通 信 制 受講 料 及び 寄宿 舎 
料 を 免除 で きる こと と し た 。 

な お 、 入 学 料 の 納付 期限 が 、 条 例 に より 入学 許可 の 日 か 
ら 15 日 以内 と 定め られ て いる こと か ら 、 入 学 料 の 免除 規定 
を 早急 に 定め る 必要 が あり 、 入 学 料 の 免除 規定 の み を 先行 
し て 、 専 決 に よる 条例 改正 を 行っ た 。 (平成 23 年 3 月 31 日 
改正 、 同 年 4 月 1 日 施行 ) 


i 被災 し た 高校 生 等 に 対す る 奨学 金 制度 の 創設 


平成 23 年 11 月 、 岩 災 等 に より 被災 し た 高校 生 等 の 就学 
を 支援 する た め 、 新 た な 奨学 金 制度 を 創設 し た 。 こ の 奨学 金 
で は 、 被 災 し た 高校 生 等 に 将来 の 負債 を 負わ せ 経 済 的 な 自 
立 を 遅らせ る こと の な いよ う 、 高 等 学校 等 卒業 後 の 収 入 見 
込 額 が 返還 免除 基準 額 を 下回る 場合 に 、 返 還 未 済 額 の 全 
部 又は 一 部 の 返還 を 免除 で きる 制度 を 盛り 込ん で いる 。 

な お 、 壮 学 金 の 財源 は 、 制 度 創設 時 か ら 国 の 交付 金 ( 平 
成 23 年 度 か ら 平 成 26(2014) 年 度 ま で は 、 被 災 児 童 生徒 
就学 支援 等 臨時 特例 交付 金 、 平 成 27(2015) 年 度 か ら は 、 
被災 児童 生徒 就学 支援 等 事業 交付 金 ) に より 全額 国庫 補 
助 さ れ て いる 。 

これ に 加え 、 県 が 平成 23 年 6 月 に 設置 し た 「 い わ て の 学び 
希望 基金 ] で は 、 国 内 外 か ら の 寄附 に より 、 被 災 し た 子ども た 
ち に 対し て 奨学 金 等 の 支援 を 行っ て いる 。 ( 之 「 第 4 節 既 
存 の 枠組 み に 捉 わ れ な い 取 組 ]」 の 「『「 い わ て の 学び 希望 基 
金 ] の 創設 ] で 後述 。) 


全国 の 臨床 心理 士 に よる 支援 へ の 感謝 


(当時 学校 教育 室 勤務 、 幼 児 児 童 生 徒 の 
心 の サポ ー ト を 総括 ) 


発 災 当時 、 部 屋 の テレ ビ か ら 流れ る 津波 の 映像 を 見 た と き の 衝 
撃 は 忘れ られ な い 。 と っ さ に 頭 を よぎっ た の は 、「 児 童 生徒 や 教職 
員 の 安否 は 」 と いう こと で あり 、 次 いで 、 子 ども た ちの 成長 に と っ て 
最も 大 切な 「 卒 業 式 等 ] は どう な る の か と いう こと で あっ た 。 そ し て 、 
安否 確認 、 状 況 把握 、 学 校 再 開 に 向け た 取組 等 々 、 息 つく 暇 も な 
く 時 が 過ぎ た よう に 記憶 し て いる 。 

学校 再開 に 向け て 必要 な こと は 様々 ある が 、 目 に 見 える 環境 の 
整備 と と も に 、 子 ども の 心 の 安定 が 必要 な こと か ら 「 心 の サポ ー ト ]」 
に 取り 組ん だ 。 辛い 経験 を し た 子ども へ の サポ ー ト は 勿論 の こと 、 
その 子ども を 受け 入れ る 教職 員 を サポ ー ト する た め に は 、 心 理 の 専 
門 家 で ある 了 臨床 心理 士 の 支援 が 必要 だ っ た 。 

被災 地域 の 学校 再開 に 合わ せ て 、5 月 か ら の 6 週間 、 沿 岸部 

113 校 全て に 臨床 心理 士 を 派遣 する 計画 を 急ぎ 策定 し 、 日 本 臣 
床 心 理 士 会 へ 支援 要請 を 行っ た 。 い よい よ 5 月 初旬 、 岩 手 県 立 
総合 教育 セン ター に 北海 道 か ら 沖縄 県 まで 、 全 国 各地 か ら 了 臨床 
心理 士 が 集結 し た 。 重苦しい 雰囲気 で の 説明 会 で あっ た が 、 そ の 
眼差し に 覚悟 が 感じ られ 、 岩 手 に 来 て くれ た こと へ の 感謝 と 一 人 
ひと り の 安全 ・ 健 康 を 願っ て 、 被 災 地 域 に 向かう バス を 見 送っ た 。 





教訓 ・ 提 言 


目 幼児 児童 生徒 の 

心 の サポ ー ト の た め の 体 制 づ くり が 必要 

本 県 で は 、 発 災 直 後 か ら 幼 児 児 童 生徒 の 心 の サ 
ポー ト の た め の 体 制 を 構築 し 、「 こ ころ の サポ ー ト プロ 
グラ ム 」 に 基づく 取組 を 継続 的 に 推進 し て きた 。 幼児 
児童 生徒 の 心 の サポ ー ト は 、 教 員 や 学校 だ け で は な 
く 、 ス クー ルカ ウン セラ ー 等 の 心理 の 専門 家 に よる 支 
援 が 必要 で ある 。 


i 心 の サポ ー ト は 中 長期 的 な 取組 が 必要 


農 災 か ら 期 間 を 経過 し た こと で 、 児 童 生徒 が 抱え る 
問題 が 複雑 化 、 多 様 化し て お り 、 ま た 心 的 外傷 後 スト 
レス 障害 (PTSD) は 震 災後 し ば らく 経っ て か ら 発症 す 
る 場合 わあ る こと か ら 、 心 の サポ ー ト は 中 長期 的 に 取 
り 組む 必要 が あり 、 ま た これ に 対応 する た め に は 継続 
的 な 教員 の 加 配 措置 が 必要 で ある 。 


目 教育 を 受け る 機会 を 確保 する 上 で 


経済 的 負担 の 軽減 が 必要 
大 規模 災害 の 発生 時 に は 、 経 済 的 理由 に より 就 


学 が 困難 と な る 生徒 の 発生 が 見 込ま れる が 、 そ の よう 
な 状況 で も 教育 を 受け る 機会 が 失わ れる こと の な いよ 
う 、 新 た な 奨学 金 制度 の 創設 を 含め 、 迅 速 な 対応 が 
求め られ る 。 

また 、 新 た な 奨学 金 制度 を 創設 し た 場合 、 被 災 し た 
子ども 達 が 高等 学校 等 を 卒業 する まで 継続 し た 支援 
が 必要 と な る こと 、 ま た 、 貸 与 者 の 大 多数 が 返還 免除 
と な る 奨学 金 制度 と し た 場合 、 そ の 財源 を 確保 する 
必要 が ある こと か ら 、 長 期間 に わた る 国 の 財政 措置 
が 必要 で ある 。 





坦 一 浦 
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第 2 章 県 の 取組 人 第 2 節 復旧 ・ 復 興 の 取組 店 語 I 


四 「 い わ て の 復興 教育 』 の 推進 


取組 事例 


i 「 い わ て の 復興 教育 」 の 推進 





東日本 大 岩 災 津波 を 乗り 越え 、 未 来 を 創造 し て いく た め に 、 
10 年 後 、20 年 後 の 岩 手 の 復興 ・ 発 展 を 担う 子ども た ち を 育 
成す る こと が 、 今 後 の 岩手 の 教育 に 課せ られ た 使命 で ある 。 

「 い わ て の 復興 教育 ] は 、 岩 災 津 波 と いう 未 上 錠 有 の 災害 を 
乗り 越え て いく 過程 で 学ん だ 教訓 を 学校 教育 の 中 で 生か し 、 
郷土 を 愛し 、 そ の 復興 発展 を 支え る 人 材 を 育成 する こと を ね 
らい と し て いる 。 

市 町 村 教 育 委員 会 関係 機関 * 団 体 等 と 連携 し な が ら 、 県 
内 全て の 公立 小 ・ 中 学校 、 義 務 教 育 学校 、 高 等 学校 及び 特 
別 支援 学校 に お いて 、 郷 土 を 愛し 、 そ の 復興 ・ 発 展 を 支え る 人 
材 を 育成 する た め 、「 い わ て の 復興 教育 ] プ ログ ラム に 基 づ 
き 、 全 教育 活動 を 通し て 、 岩 災 津 波 の 教訓 か ら 得 た 3 つの 教 
育 的 価値 (『! い きる ]『 か か わる 」 「 そ な える 」 ) を 育て て きた 。 

平成 30(2018) 年 度 か ら 、 県 内 外 に 震 災 の 経験 、 教 訓 を 
語り 継ぐ と と も に 、 児 童 生徒 、 学 校 が 相互 に 交流 し 、 ふ る さと 
に 対す る 誇り と 愛着 の 醸成 を 図り 、「 い わ て の 復興 教育 ] の 
一 層 の 推進 に 資す る た め 、「 い わ て の 復興 教育 ] 児童 生徒 
実践 発表 会 を 開催 し て お り 、 県 内 の 小 * 中 ・ 高 特別 支援 学校 
の 児童 生徒 が 一 同 に 会 し て それ ぞ れ の 特色 ある 実践 を 発表 
し た 。 


〇 岩 災 の 教訓 か ら 得 た 3 つの 教育 的 価値 
を を 『 い きる 』 
生命 の 大 切 さ ・ 心 の あり 方 ・ 生 き 方 ・ 心 身 の 健康 等 
人 『 か か わる 』 
人 の 絆 の 大 切 さ ・ 地 域 づ くり ・ 社 会 参画 、 自 然 と の つ 
a 
を を 『 そ な える 』 
自然 災害 の 理解 ・ 防 災 や 安全 等 











平成 30 年 度 「 い わ て の 復興 教育 児童 生徒 実践 発表 会 





i 「 い わ て の 復興 教育 」 プ ログ ラム の 変遷 


(1) 「 い わ て の 復興 教育 ] プ ログ ラム の 作成 

平成 24(2012) 年 2 月 、 各 校 や 地 蘭 織 織 
域 の 実情 ・ 課 題 に 応じ た 復興 教育 の 
計画 ・ 指 導 の 参考 と で きる よう 、「 理論 
編 、 実 践 編 、 計 画 編 ] の 3 編 か ら な る 
「 い わ て の 復興 教育 ] プ ログ ラム を 作 
成 し た 。 





7 だ ます | 


岩手 県 教育 委員 会 


(2) 「 い わ て の 復興 教育 ] プ ログ ラム 【 改 訂 版 】 の 作成 
平成 25(2013) 年 2 月 、「 い わ て の 
復興 教育 ] の 意義 、 目 的 、 具 体 の 21 
項目 を 明確 に し 、 学 校 経営 へ の 位置 
付け 、 教 育 活動 の 組み 立て 方 等 に つ 
いて 検討 を 加え 、「 い わ て の 復興 教 
育 ] プ ログ ラム 【 改 訂 版 】 を 作成 し た 。 














(3) 「 い わ て の 復興 教育 ] プ ログ ラム 【 第 3 版 】 の 作成 

平成 31 (2019) 年 3 月 、 社 会 状況 
の 変化 や 学習 指導 要領 の 改訂 、 固 
災 を 経験 し て いな い 児 童 の 小学 校 入 
学 、 岩 災 を 経験 し て いな い 教 員 や 教 
員 の 意識 の 変化 、 各 学校 の 取組 の 
充実 が みか られ る こと か ら 、 こ れ ら と これ 
まで の 成果 と 課題 を 踏ま え 、「 い わ て 
の 復興 教育 ] プ ログ ラム 【 第 3 版 】 を 
作成 し た 。 





「 い わ て の 復興 教育 」 プ ログ ラム の 根底 に ある も の 
(当時 宮古 教育 事務 所 勤務 、 学 校 等 へ の 人 的 支援 を 担当 ) 








甚大 な 被害 を 受け た 本 県 で ある が 、 被 災 状 況 が 明らか に な 
る に つれ 、 徐 々 に 県 内 外 か ら の 支援 活動 が 行わ れる よう に 
な うた 

教職 員 の 支援 活動 で は 、 横 軸 連 携 の 一 環 と し て 、 内 陸 部 
の 教職 員 が 沿岸 部 の 教職 員 を 支援 する こと に な っ た 。 支援 
の 内 容 は 、 主 に 避難 所 を 開設 し て いる 学校 等 に 教職 員 を 派 
遣 す る 人 的 支援 で あり 、 宮 古 教育 事務 所 管内 へ の 支援 に 
は 、 春 休み 中 の 3 月 20 日 ~31 日 の 12 日 間 で 、 盛 岡 教育 事務 
所 管内 の 教職 員 126 人 と 教育 行政 関係 者 31 人 (合計 157 
人 ) に 、 自 ら 手 を 挙げ て いた だ いた 。 各自 、3 日 分 の 食料 ・ 寝 
袋 ・ 着 替え 等 を リュ ッ ク サ ッ ク に 詰め 、 盛 岡 か ら 教 育 関 係 機関 


が チャ ー タ ー し た 大 型 バ ス に 乗っ て 指定 され た 学校 等 へ 行き 、 
3 日 後に は 新しく 来 た 方 々 と 入れ 替わり に 帰っ て いっ た 。 支援 
し て いた だ いた 157 人 の 多く は 、 以 前 に 当 管 内 の 学校 等 で 
勤務 し た 方 々 で 、 か つて の 勤務 先 や 地域 ・ 教 え 子 と その 保護 
者 ・ 知 人 等 を 心配 し て 駆け 付け て くれ て いた 。 

現地 で の 受入 れ 担当 と し て 157 人 に 対応 し 、 改 め て 本 県 
教職 員 の [郷土 を 愛す る 心 ]」 と 「 人 と の つなが り を 大 切 に する 
姿 ] を 実感 する こと が で きた 。 広 い 県 土 で ある が 、 教 職員 の 
「 絆 の 強 さ ] を 再 認識 し た と 同時 に 、 仲 間 を 「 誇 り ] に 思え た 出 
来 事 だ っ た 。 


教訓 提言 


東日本 大 岩 災 津波 発 炎 か が ら の 時 間 の 経過 に よる 記憶 の 風化 や 、 震 災後 の 様々 な 社会 状況 の 変化 を 踏ま え 、 
「 い わ て の 復興 教育 ] を 全て の 学校 が 学校 経営 計画 に 位置 付け て 取り 組ん で お り 、 復 興 教 育 の 理念 が 浸透 し 、 取 


組 が 定着 し て いる 。 


教育 を めぐ る 環境 は 大 きく 変化 し て き て いる が 、 自 分 の 夢 や 希望 、 未 来 に 向かっ て 力強く 進ん で いこ うと し て いる 


子ども た ち は 、 岩 手 の 未来 ・ 希 望 で あり 、 岩 手 の 宝 で ある 。 


今後 も 、 市 町 村 教 育 委員 会 ・ 関 係 機関 団体 等 と 連携 し 、 地 域 の 実情 を 踏ま えた 教科 等 横断 的 な カリ キュ ラム ・ 
マネ ジメント に よる 、 学 校 教育 活動 全体 を 通じ た 系 統 的 ・ 体 系 的 な 「 い わ て の 復興 教育 ] を 推進 し て いく 必要 が ある 。 


目 震 災 の 教訓 か ら 学 ん だ こと を 
生か す 教 育 活動 を 行う 必要 が ある 

1 震 災 の 教訓 か ら 得 た 3 つの 教育 的 価値 と 教育 活 
動 を 結び 付け る 
「 具体 の 21 項 目 ] と 「 教 育 活 動 ] を 結び 付け た 
「 い わ て の 復興 教育 ] の 取組 を 展開 する 。 
自分 事 と し て と ら え 、 主 体 的 な 取組 に する 
震 災 の 経験 の な い 児童 ・ 生 徒 、 教 職員 に 教訓 を 


語り 継ぐ た め 、 副 読本 、 い わ て 農 災 津波 アー カイ 
ブー 希望 一 、 各 地 の 伝承 施設 、 石 碑 等 を 活用 
する 。 

学校 、 家 庭 ・ 地 域 、 市 町 村 教 育 委 員 会 、 関 係 機 
関 ・ 団 体 等 と 連携 する 
子ども た ちの 心身 の 状態 、 学 校 や 地域 の お か れ 
て いる 状況 や 環境 及び ニー ズ を 踏ま え 、 ふ る さと 
へ の 誇り や 愛 音 を 育て る 取組 を 盛り 込む 。 
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席 】 学び を 通じ た 被災 地 の 地 域 の コミ ュ ニ ティ 再生 





取組 事例 


i 仮設 住宅 へ の 入居 に 伴う 地域 コミ ュ ニ ティ の 分 断 


東日本 大 岩 災 津波 の 発 災 に より 避難 所 に 身 を 寄せ て い 
た 被災 者 の 多く は 、 そ の 後 、 応 急 仮設 住宅 や みな し 仮設 住 
宅 に 入居 し た 。 本 県 に お ける 仮設 住宅 入居 者 の 総数 は 、 平 
成 24 (2012) 年 3 月 30 日 時 点 で 41.91 1 人 に 上 っ た 。 

仮設 住宅 へ の 入居 に 伴う 生活 拠点 の 変化 は 、 被 災 地 に 
お ける 地域 コミ ュ ニ ティ の 分 断 を 一 層 深 刻 な も の と し た 。 そ の 
た め 、 被 災 地 の 自律 的 な 復興 に 向け て 、 地 域 コ ミュ ニテ ィ 再 
生 の た め の 学 び の 場 づ くり 、 コ ミュ ニケ ーション の 場 づ くり が 
急務 と な っ た 。 


この た め 、 学 校 や 公民 館 等 の 社会 教育 施設 も 活用 し つ 
つ 、 学 習 活動 の コー ディ ネー ト や 指導 、 安 全 管理 員 等 に 従事 
する 人 材 に より 、 地 域 住 民 の 学習 ・ 交 流 を 促進 する と と も に 、 
子ども た ちの 良質 な 生育 環境 を 整備 する こと を 通じ 、 学 び を 
媒介 と し た コミ ュ ニ ケー ショ ン の 活性 化 や 地域 の 課題 解決 
の 取組 を 支援 し 、 地 域 コ ミュ ニテ ィ の 再生 を 目指 す 「 学 び を 通 
じ た 被 災 地 の 地域 コミ ュ ニ ティ 再生 支援 事業 ] を 実施 し た 。 


学び を 通じ た 地域 コミ ュ ニ ティ の 再生 


本 県 で は 、 平 成 23(2011) 年 12 月 に 開始 され た 文部 科 
学 省 の 公募 を 受け 事業 を 開始 し た 。 当 時 の 事業 内 容 は 、① 
大 学生 ボラ ンティア の 派遣 、②④ 地 域 活動 の 活性 化 を 促す イ 
メー ジ ソ ン グ の 作成 、③ 被 災 し た 中 高生 の 学習 支援 で ある 。 


学び を 通じ た 被災 地 の 地 域 コ ミュ ニテ ィ 再 生 支 援 事業 
(※ 被 災 者 支援 総合 交付 金 事業 「 仮 設 住宅 の 再編 等 に 係る 子供 の 学習 支援 に よる コミ ュ ニ ティ 復興 支援 事業 」) 


子ども の 学習 支援 に よる | 取組 の 方 向 性 
地域 コミ ュ ニ ティ の 構築 : ① 学 び ・ 交 流 の 場 の 確 


| ② 地 域 の 緊急 課題 へ の 対応 
学校 ・ 家 庭 ・ 地 域 の 教育 支援 活動 促進 委員 会 | ! ③ 子 育て を 支え る 人 材 人 育成 
(事業 内 容 の 検討 、 事 業 の 視察 、 事 業 の 検証 ・ 評 価 ) 


| 「 知 緑 」 に よる ソー シャ ル 
学校 ・ 家 庭 ・ 地 域 の 教育 支援 活動 促進 委員 会 の 設置 


: | | キャ ピタ ル づ くり 
県 事業 
家庭 教育 支 (!) 学 校 ・ 家 庭 ・ 地 域 の 教育 支援 活動 促進 委員 会 の 開催 沿岸 被災 地 支 援 
(研修 機会 、 Mo ※ 委 員 12 名 (社会 教育 、 学 校 教育 、 青 少年 教育 、PTA、 (中 高生 の 学習 支援 
子育て 支援 、 教 育 行政 等 の 関係 者 、 学 識 経 験 者 ) 地域 の 交流 促進 ) 


(2) 事業 実施 状況 調査 
家庭 教育 支援 事業 (3) 各 研修 会 の 視察 、 評 価 ・ 検 証 


県 事業 . 国庫 事業 の 評価 ・ 検 証 委 員 会 を 兼ね て 実施 
子 育 ち ・ 親 育ち サポ ー ト サロ ン 


庭 教 育 ・ 子 育て 支援 実践 セミ ナー 

育て 支援 活動 交流 研修 会 放課後 子ども 教室 学校 支援 活動 
地区 子育て 支援 ネッ トワ ー ク 研修 会 (安全 な 居場所 づく り ) (地域 と の 協 働 促 進 ) 
いわ て 家庭 教育 ・ 子 育て サポ ー ト 


カフ ェ 放課後 子ども 教室 推進 事業 学校 支援 地域 本 部 事業 
家庭 教育 ・ 子 育て 支援 担当 者 研修 | 県 事業 


ー 県 
2 議 HH 2 科 HHHPmWem 
※ 全 県 | 回 、6 教育 事務 所 で 各 | 回 指導 者 合同 研修 会 (2) 地域 学校 協 人 活動 推進 員 
市 町 村 へ の 間接 補助 G3 学校 と 地域 の 連携 ・ 協 人 
地域 課題 解決 の 活動 研修 会 

(4) 復 興 支援 セミ ナー 


2 市 町 村 へ の 間接 補助 
学校 支援 活動 の 実施 




















| 東日本 大 震 災 津波 に よる 課題 
@ 新 た な コミ ュ ニ ティ 形成 
人 @ 安 全 ・ 安 心 な 居場所 の 確保 | 

等 子供 の 学習 環境 の 好転 

: 潜在 的 な 課題 












































⑧ 地 域 コ ミュ ニテ ィ の 細 体 化 























中 高生 の 学習 支援 
羽 体 等 へ の 間接 補助 
中 高生 の 学び の 場 の 確保 

































































地域 の 交流 促進 


同体 等 へ の 間接 補助 
地域 の 交流 の 場 の 確保 






















































































2 市 町 村 へ の 間接 補助 
放課後 子ども 教室 の 開催 























年 度 途中 で の 事業 導入 の 難し さ 


平成 23 年 度 の 事業 は 、 国 の 3 次 補正 事業 と いう こと も あ 
り 、 大 学生 ボラ ンティア の 派遣 に 係る 周知 を 十分 に 行う こと 
が で きず 、 派 遣 回 数 が 計画 値 を 大 きく 下回る こと と な っ た 。 ま 
た 、 年 度 途中 か ら 年 度 末 に か け て の 事業 で あっ た た め 、 市 町 
村 及 び NPO 団 体 等 の 推進 体制 が 整わ ず 、 実 施 希望 が 少な 
か っ た 。 県 主導 の 周知 ・ 啓 発 に より 機運 を 高め る こと が で きた 
が 、 年 度 途中 に 事業 導入 を 促す こと は 大 き な 困 難 を 伴う も の 
で あっ た 。 


平成 24 年 度 か ら の 本 格 実施 


事業 導入 時 の 反省 を 踏ま え 、 平 成 24 年 度 か ら 本 事業 を 
本 格 的 に 実施 し た 。 

平成 24 年 度 の 事業 内 容 は 、① 家 庭 教育 支援 に 係る 人 
材 の 育成 及び 学習 機会 の 提供 等 を 行う 「 家 庭 教育 支援 」、 
② 放 課 後 の 安 全 ・ 安 心 な 居場所 を 確保 し 、 体 験 活動 や 交流 
活動 、 学 び の 場 等 を 提供 する | 放課後 子 供 教室 ]、③ 小 中 
学校 区 単位 に 「 地 域 学 校 協 働 本 部 ] を 設置 し 、 地 域 住 民 に 
よる ボラ ンティア 活動 を コー ディ ネー ト す る 「 学 校 支 援 活動 ]、 
④ 治 岸 被災 地 の 中 高生 が 自学 自習 に 取り 組む 場 を 確保 し 、 
子ども の 学習 支援 を 行う 「 治 岸 被災 地 支 援 事業 ] と いう 4 つ 
の 柱 で 構成 され て いた 。 以 後 、 被 災 地 に お ける 復興 の 状況 
や 地域 住民 の ニー ズ に 応じ な が ら 事 業 内 容 の 拡充 を 図り 、 
令 和 元 年 度 まで 継続 し て 実施 し て いる 。 


教訓 ・ 提 言 


目 多く の 地域 住民 に よる 「 子 ども の 学習 支援 

へ の 参画 が 重要 

沿岸 部 で 活動 する 本 事業 の 地域 コー ディ ネー ター 
か ら は 、「 今 まで 話し た こと の な か っ た 方 と 世間 話 を し 
て 笑い 合え た こと 。 仮設 住宅 の 方 を 気づか う 地 域 の 
方 と 話 が で きた こと 。 自 分 を 信頼 し て くだ さる 方 が 地域 
の 中 に 増え た こと 。 こ ちら か ら の お 願い を 快く 引き 受け 
て くれ る 方 が で きた こと 。 こ の よう な こと が 私 の や り が 
いで す 。」 「 ひ と り で も 多く の 地域 の 方 々 と の 関わ り を 
通し て 、 こ れ か ら も 活動 し て いき た い 。 」 と いっ た 感想 
が 出 て き て いる 。 

また 、 本 事業 を 実施 する 沿岸 自治 体 の 事業 評価 に 
お いて は 、 放 課 後 子供 教室 の 学習 サポ ー タ ー 等 に よ 
る 「 新 た な 活動 協力 者 確保 の た め の 自己 発 信 ] や 
「 本 事業 以外 の 教育 活動 へ の 参加 」 が 増加 傾向 に 
ある と 報告 され て いる 。 

これ ら の 事柄 に 共通 し て いる の は 、 い ずれ も 「 子 ど 


も の 学習 支援 」 に 関わ る 様々 な 立場 の 大 人 が 主体 
的 に 活動 に 参画 する と と も に 、 子 ども の 「 学 び ]」 の みな 
ら ず 、 参 画す る 大 人 自身 の 「 学 び 」 を 媒介 と し て 、 コ 
ミュ ニケ ーション の 活性 化 が 図ら れ て いる と いう こと で 
ある 。 多く の 地域 住民 の 参画 の も と 、 本 県 に お ける 
「 子 ども の 学習 支援 に よる 地域 コミ ュ ニ ティ の 構築 」 
は 着実 に 進ん で いる と 言え る 。 


i 非常 時 の 円 滑 な 体制 づく り に も 期待 


地域 と 学校 の 連携 ・ 協 働 が 進み 、 地 域 と 学校 が 顔 
の 見 える 関係 を 築い て いく こと は 、 災 害 時 に お ける 避 
難所 運営 に も 非常 に 有効 で ある と いう 事例 も 報告 さ 
れ て いる 。 こ れ ま で の 取組 を 継続 する こと で 、 地 域 コ 
ミュ ニテ ィ の 更 な る 活性 化 と と も に 、 非 常時 の 円 滑 な 
体制 づく り に つなが る こと も 期待 され る 。 
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民俗 芸能 団体 の 活動 支援 


取組 事例 


i 被災 し た 民俗 芸能 団体 へ の 聞き 取り 調査 





岩手 県 に は 全国 に 誇る 質 の 高い 民俗 芸能 団体 が 数 多く 
存在 し て いる が 、 東 日 本 大 岩 災 津波 の 被災 地 で は 、 多 く の 民 
俗 芸能 団体 に お いて 活動 拠点 、 民 俗 芸能 用 具 ・ 衣 装 等 の 
流出 と いっ た 被害 が 発生 し 、 そ の 存続 が 危ぶま れる 事態 と 
な っ た 。 

この た め 県 で は 、 被 災 し た 民俗 芸能 団体 の 活動 再開 に 向 
け て 何 が 必要 か 調査 する た め 、 被 災 地 の 民俗 芸能 団体 関 
係 者 を 訪問 し 、 活 動 再 開 の 支障 と な っ て いる 理由 等 に つい 
て 聞き 取り を 行っ た 。 そ の 結果 、 用 具 や 衣装 は 個人 か ら の 寄 
付 や 団体 か ら の 支援 等 に より 徐々 に 揃え られ る よう に な っ て 
いた が 、 活 動 拠点 の 整備 を 対象 と し た 支援 が な く 、 苦 慮 し て 
いる と いう 実態 が 判明 し た 。 

また 、 多 く の 民俗 芸能 団体 は 集落 等 の 地縁 を 中 心 に 構成 
され て いる が 、 そ れ ぞ れ 別 の 仮設 住宅 団地 に 住む こと に な っ 
た ケー ス も あり 、 集 まっ て 練習 する こと が 難し く な っ た と の 声 も 
聞か れ 、 郷 土 芸能 の 存続 に は 用 具 の 確保 と 合わ せ て 活動 
拠点 の 確保 が 重要 と の 判断 に 至っ た 。 


る 郷土 芸能 復興 支援 事業 費 補 助 金 交付 実績 


i 活動 拠点 の 確保 


岩手 県 で は 聞き 取り 調査 の 結果 を 踏ま え 、 活 動 拠点 の 確 
保 等 を 目的 と し た 独自 の 支援 策 と し て 、 平 成 24(2012) 年 度 
より [郷土 芸 能 復 興 支援 事業 ] を 開始 し 、 平 成 31 (2019) 年 
3 月 末 ま で に 、 沿 岸 4 市 町 に 対し 、42,318 千 円 (24 団体 分 ) 
を 交付 し た 。 

(事業 概要 〉 

支援 内 容 : 被災 し た 民俗 芸能 団体 が 実施 する 施設 等 の 整 
備 に 対し 市 町 村 が 補助 を 実施 する 場合 、 当 該 補 
助 の 一 部 を 支援 

支援 対象 : 用 具 の 収納 庫 や 作業 場 、 練 習 場 の 整備 及び 郷 
土 芸能 大 規模 用 具 等 の 整備 

補助 率 : 補 助 経費 の 2 分 の 1 以内 、1 団 体 に つき 総額 
250 万 円 を 上 限 


8 活動 用 具 の 確保 


一 方 で 、 県 の 事業 と は 別に 、( 公 財 ) 岩手 県 文化 振興 事 
業 団 で は 、 文 化 振興 基金 に よる 「 東 日 本 大 岩 災 津 波 復 興 支 
援 事業 ] と し て 、「 備 品 整備 事業 ] 及び 「 芸 術 公演 等 に よる 
支援 事業 ] が 平成 23(201 1) 年 9 月 か ら 平成 26 (2014) 年 












































































































































年 度 交付 市 町 村 交付 団体 数 対象 事業 内 容 交付 額 ( 千 円 ) 
H 24(2012) | 山田 町 、 大 棚町 3 団体 保管 庫 ・ 作 業 場 の 整備 2.772 
H 25(2013) | 山田 町 、 釜 石 市 4 団体 保管 庫 ・ 芸 能 用 具 の 整備 8.496 
H 26(2014) | 釜石 市 、 陸 前 高田 市 9 団体 保管 庫 ・ 作 業 場 の 整備 12,688 
H 27(2015) | 山田 町 、 釜 石 市 4 団体 保管 庫 ・ 練 習 場 の 整備 10,000 
H 28(2016) | 山田 町 、 大 棚町 2 団体 保管 庫 ・ 練 習 場 の 整備 4.512 
H 29(2017) | (交付 な し ) (交付 な し ) (交付 な し ) (交付 な し ) 
H 30(2018) | 大 構 町 、 釜 石 市 2 団体 保管 庫 の 整備 3,850 
文化 振興 基金 助成 事業 (備品 整備 事業 ) 交付 実績 
H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 
件 数 33 24 19 5 7 4 | 0 
金額 ( 千 円 ) 24.763 16,091 15,184 3,501 6,379 3,581 1.000 0 
※ 件 数 は 延べ に よる も の 。 ※H23-26 は 東日本 大 震 災 津波 復興 支援 事業 、H27 か ら は 特別 事業 (被災 団体 備品 整備 事業 ) と し て 交付 





度 まで 行わ れ た 。 平成 27 (2015) 年 度 か ら は 「 特 別 事業 」 と 
し て 「 被 災 団 体 備品 整備 事業 ] が 継続 し て 行わ れ て いる 。 

この ほか に も 民俗 芸能 団体 向け の 活動 支援 に 関す る 民 
間 助 成 事業 が 積極 的 に 行わ れ て お り 、 多 く の 民 俗 芸能 団体 
が こう し た 支援 も 受け て いる 。 



























る ⑥ 助成 件 数 ・ 金 額 の 推移 
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H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 9 
(2011) (2012) (2013) (2014) (2015) (2016) (2017) (2018) 
画 玉 郷土 芸能 復興 支援 事業 費 補助 金 交 付 件 数 
文化 振興 基金 交付 件 数 
ーー 一 a 業 費 補助 金 交付 金額 (単位 : 千 円 ) 
文化 振興 基金 交付 金額 (単位 : 千 円 ) 










































































i 地域 文化 の 保存 ・ 継 承 と 地域 活性 化 


地域 で 守り 育ま れ て きた 伝統 的 な 民俗 芸能 活動 
を 再開 する こと は 、 地 域 住 民 が 、 地 域 の つなが りや 、 
農 災 前 の 生活 を 取り 戻す 活力 に な る こと か ら 、 当 該 
事業 は 被災 地 に お ける 地域 文化 の 保存 ・ 継 承 や 地 
域 活性 化 の 一 助 と し て の 役割 を 果たし て いる と 考え 
て いる 。 


i 補助 事業 構築 の た め の 支 援 が 必要 


この 事業 か ら の 補助 を 受け る 場 場合 、 該当 市 町 村 に 
お いて 補助 事業 を 実施 する 必要 が あり 、 市 町 村 に よっ 
て は 補助 事業 の 構築 や 事業 開始 まで に 時 間 を 要 し た 





の 活 取 を 再 還 Ei 








「 大 浦 さ ん さ 踊 り 」 


ーー アイ ペン 
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「 白 浜 虎 舞 





例 も あっ た 。 被災 地 全 体 で 足並み を 揃え た 支援 制度 
と する た め に 、 支 援 が 必要 な 市 町 村 に 対し て 、 補 助 事 
業 構築 の た め の 助 言 等 を 行う 必要 が ある と 考え る 。 


i 継続 し た 支援 が 必要 


収納 庫 等 の 整備 を 行う た め に は 土地 造成 が 前 提 
と な る が 、 用 地 の 高 上 げ や 土地 人 造成 に 時 間 を 要 し た 
地域 で は 、 当 初 予定 し て いた 時 期 に 整備 が 行え ず 、 
申請 が 遅れ た 団体 が ある 。 

市 町 村 の 復興 状況 や 被災 芸能 団体 の 実情 に 応 
じ 、 継 続 的 に 支援 し て いく 必要 が ある と 考え る 。 


雷 一 浦 
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第 2 章 


県 の 取組 ⑧ 第 2 節 復旧 ・ 復 興 の 取組 店 齋 EE 


復興 の シン ボル と な る スポ ー ツ イベ ント の 開催 





取組 事例 


希望 卿 いわ て 国体 ・ 希 望郷 いわ て 大 会 
i 復興 の シン ボル と し て 開催 


本 県 で は 、 農 災 前 の 平成 19(2007) 年 6 月 に 知事 が 国体 
招致 を 表明 し 、 平 成 20(2008) 年 1 月 に 準備 委員 会 を 設立 
する な ど 準 備 を 進め る 中 で 、 農 災 が 発生 し た 。 発 災 直 後 は 、 
復興 に 最 優先 で 取り 組む 必要 が あっ た こと か ら 、 一 時 は 開催 
の 返上 を 含め 検討 を 行っ た 。 そ の よう な 中 、 全 市 町 村 や 競技 
団体 に 対し て 行っ た 意向 調査 で は 、 国 体 開 催 を 希望 する 意 
見 が 多く 、 ま た 、 県 内 経済 界 等 か ら の 開催 要望 に 加え て 、 全 
国 か ら も 岩手 で 開催 し て ほし いと いう 要請 が あり 、 平 成 23 
(2011) 年 12 月 6 日 に 復興 の シン ボル と 位置 付け て 開催 す 
る こと を 決定 し た 。 

平成 25(2013) 年 4 月 に は 、 県 の 専 担 組織 と し て 国体 ・ 障 
が い 者 スポ ー ツ 大 会 局 を 設置 する と と も に 、 県 、 市 町 村 、 関 
係 団体 等 で 構成 する 実行 委員 会 を 組織 し て 、 県 民 も 一 体 と 
な っ て 進め る 体制 に 整え 、 競 技 式 典 、 輸 送 交通 な どの 部 門 ご 
と に 準備 を 進め 、 平 成 28(2016) 年 の 「 希 望 卿 いわ て 国体 ・ 
希望 卿 いわ て 大 会 」 の 開催 に 至っ た 。 


i 支援 へ の 感謝 の 発信 


「 広 げ よ う 感動 。 伝え よう 感謝 。」 を スロ ー ガ ン に 開催 し 
た 同国 体 ・ 大 会 に お いて 、 開 閉会 式 で の 伝統 芸能 を は じ め と 
する 岩手 の 文化 芸術 の 披露 や 、 各 会 場 で の 競技 会 運営 、 
心 の こも っ た 応援 と お も て な し は 、 岩 手 の 良さ と し て 全国 の 
方 々 か ら 高い 評価 を 得る な ど 、 成 功 裏 に 終了 し た 。 ま た 、 本 県 
選手 団 の 成績 は 、 国 体 に お いて は 、 達 成 は 難し いと も 考え ら 
れ て いた 8 位 以内 入賞 と いう 目標 を 達成 し 、 天 皇 杯 ・ 皇 后 杯 と 
も に 2 位 と いう 2 素晴らし い 成 績 を 勝ち 取り 、 い わ て 大 会 で は 、 
過去 最高 の 139 個 の メダ ル を 獲得 する な ど 、 素 晴らし い 成 績 
を 収め る こと が で きた 。 


ラグ ビー ワー ルド カッ プ 2019™ 岩手 ・ 釜 石 開催 





i 開催 都市 へ の 立候補 と スタ ジア ム の 建設 


ラグ ビー ワー ルド カッ プ 2019"" 日 本 大 会 を 誘致 する た め 、 
平成 26 (2014) 年 10 月 27 日 、 県 は 釜石 市 と 共同 で 開催 都 


市 に 立候補 し た 。 立 候補 に 当たっ て は 、「 復 興 を 優先 すべ 
き ] 等 の 意見 が あっ た が 、 被 災 地 を 勇気 づけ 、 国 内 外 か ら 頂 
いた 支援 へ の 感謝 を 伝え る と と も に 、 本 県 の 復興 状況 を 世 
界 に 発信 で きる 絶好 の 機会 に な る と 考え 、 官 民 一 体 と な っ て 
誘致 活動 等 を 進め 、 平 成 27(2015) 年 3 月 2 日 に 岩手 県 ・ 釜 
石 市 で の 開催 が 決定 し た 。 岩手 県 ・ 釜 石 市 は 、 震 災 の 被災 
地 で は 唯一 の 開催 都市 と な っ た 。 ま た 、 試 合 会 場 と な る スタ 
ジア ム が 必要 で あっ た た め 、 ラ グ ビ ー ワ ー ル ドカ ッ プ 2019"" 
日 本 大 会 で 唯一 の 新設 スタ ジア ム と し て 、 釜 石 市 が 釜石 鵜 
住居 復興 スタ ジア ム を 建設 し た 。 


i 支援 へ の 感謝 と 復興 に 取り 組む 姿 の 発信 


令 和 元 (2019) 年 9 月 25 日 に フィ ジー 代表 対 ウル グ ア イ 
代表 戦 が 行わ れ 、 両 チー ム の 闘志 あふ れる プレ ー が 、 国 内 外 
か ら 来 場 し た 14.025 人 の 観客 を 魅了 し た 。 こ の 試合 で は 、 
釜石 市 内 の 子ども 達 に よる 復興 支援 へ の 感謝 の 横断 幕 の 
掲出 と 、 市 内 の 全 小 中 学校 児童 生徒 に よる "あり が と う の 手 
紙 ' の 合唱 が 行わ れ 、 こ れ ま で いた だ いた 支援 へ の 感謝 と 復 
興 に 力強く 取り 組む 姿 を 国内 外 に 発信 し た 。 


i ファ ン ゾ ー ン の 設置 


交流 人 口 の 拡大 や 、 地 域 経 済 を 活性 化す る た め 、 釜 石 市 
内 に 大 会 期間 を 通し て ファ ン ゾ ー ン を 設置 し 、 パ ブリ ッ ク 
ビュ ー イ ング や 、 ス テー ジイ ベン ト 、 ラ グ ビ ー の 普及 活動 の ほ 
か 、 復 興 情報 を 発信 する た め の ブ ー ス 設置 に より 、28 日 間 の 
開催 期間 中 に 約 39.000 人 が 来場 し た 。 ま た 、 県 内 延べ 
16 ヶ 所 で 実施 され た パブ リッ クビ ュー イン グ で も 、 約 5.000 人 
が 来場 し 、 ラ グ ビ ー を 通じ 、 普 段 触 れ 合 うこ と の な い 人 々 と の 
新た な つなが り が 生ま れる 場 と な る と と も に 、 力 強く 歩み 続け 
る 岩手 の 姿 を 発信 し た 。 


i ラグ ビー ワー ルド カッ プ を きっ か け と し た 国際 交流 


10 月 13 日 に 予定 され て いた ナミ ビア 代表 対 カナ ダ 代 表 
の 試合 は 、 台 風 の 影 響 に より 試合 が 中 止 と な っ た が 、 カ ナダ 
代表 の 選手 は 台風 災害 の ボラ ンティア と し て 活動 し 、 ナ ミ ビ 
ア 代 表 の 選手 は 、 被 災 し た 宮古 市 民 を 激励 する 交流 会 を 
行っ た こと に より 、 か けが え の な い 新 た な 絆 が 生ま れ た 。 


「 希 望郷 い わ て 国体 ・ 希 望郷 いわ て 大 会 」 で は 、 開 催 直 前 に 発生 し た 平成 28 年 台風 第 10 号 災害 に よる 被害 へ の 対応 が 生じ た ほか 、 開 催 期 間 
中 も 強風 に よる 被害 へ の 対応 が 生じ た 。 災 害 等 が 発生 し た 際 に は 、 実 行 委員 会 等 の 構成 団体 が 協力 ・ 協 働 で 対応 する 必要 が ある こと か ら 、 対 応 





方 針 や リス ク 分 担 等 を あら か じ め 定 め て お く こ と が 重要 で ある 。 








ラグ ビー ワー ルド カッ プ 2019M 日 本 大 会 で は 、 緊 急 時 対応 計画 を 組織 委員 会 が 開催 都市 で ある 本 県 及び 釜石 市 と 連携 の 上 、 あ ら か じ め 作 成 


、 台 風 第 19 号 通過 に 伴う 試合 中 止 等 に 対応 し た 。 





「 希 望郷 いわ て 国体 ・ 希 望郷 いわ て 大 会 」 








感謝 の 横断 幕 の 掲 出 


協力 ・ 協 働 の 体制 づく り が 必要 


復興 の シン ボル と し て の 「 希 望郷 いわ て 国体 * 希 望 
卿 いわ て 大 会 ] を 官民 あげ て オー ル 岩 手 で 成功 させ 
た こと は 、 復 興 の 推進 も 含め て 、 岩 手 の 未 来 を 切り 拓 
く 貴 重 な 財産 と な っ た 。 特に 、 災 害 か ら の 復旧 ・ 復 尋 
に 取り 組む 中 で 大 規模 な 大 会 や イベ ント を 開催 する 
に 当たっ て は 、 市 町 村 、 競 技 団体 、 企 業 と の 協力 、 協 
働 の 体制 づく り が 不可 欠 で ある 。 








"あり が と う の 手紙 "の 合唱 


情報 発信 や 地域 経済 の 活性 化 に 効果 的 


「 希 望郷 いわ て 国体 ・ 希 望郷 いわ て 大 会 ] や 、 ラ グ 
ビー ワー ルド カッ プ 2019 "岩手 ・ 釜 石 開催 と いっ た 
大 規模 スポ ー ツ イベ ント を 開催 する こと は 、 支 援 へ の 
感謝 や 復興 に 取り 組む 姿 を 国内 外 に 情報 発信 し 、 被 
災 地 に お ける 交流 人 口 の 拡大 及び 地域 経済 の 活 
性 化 に つなが っ た 。 ま た 、 国 際 大 会 の 開催 が 、 か けが 
え の な い 新 た な 絆 を 生み 、 被 災 地 と 海外 と の 新た な 
国際 交流 の きっ か け と な っ た 。 





示 一 並 


示 w 誤 


示 ゃ 並 


第 2 章 県 の 取組 人 第 2 節 復旧 ・ 復 興 の 取組 店 齋 EE 


NP0 等 に よる 復興 の 取組 へ の 支援 





取組 事例 


NPO 等 は その 機動 力 、 ネ ットワーク 、 専 門 性 を 生か し て これ 
まで も 地域 課題 の 解決 に 係る 取組 を 行っ て きた が 、 復 興 ・ 被 
災 者 支援 活動 に お いて も 大 き な 役 割 を 果たし て お り 、 令 和 
元 年 12 月 末日 現在 の 治 岸部 の NPO 法 人 数 は 128 団 体 で 
あり 、 平 成 23 年 3 月 (55 団 体 ) と 比較 する と 約 2.3 倍 と な っ て 
いる 。 


上 平成 23(2011) 年 度 ・ 平 成 24(2012) 年 度 の 取組 :「 新 

し い 公 共 支 援 事 業 」 

平成 23 年 度 か ら 2 年 間 の 時 限 措置 と し て 全国 で 実施 され 
た 「 新 し い 公共 支援 事業 ] は 、 本 県 で は 、 東 日 本 大 岩 災 津波 
を 契機 に 、 暮 らし の 再建 に お ける 地域 コミ ュ ニ ティ の 再生 ・ 活 
性 化 に 向け て 、「 新 し い 公共 ] の 担い 手 と し て 地域 に 期待 さ 
れ 役割 が ます ます 重要 と な っ て くる NPO 等 が 主体 と な っ て 取 
り 組む 復興 活動 を 支援 する た め 、 岩 災 対 応 中 心 の 取組 と し 
て 実施 し て お り 、NPO 等 へ の 補助 実績 は 68 件 3 億 3.688 万 
円 と な っ て いる 。 


上 平成 25(2013) 年 度 以降 の 取組 :「NPO 等 に よる 復興 
支援 事業 
平成 25 年 度 に は 、 内 閣府 が 被災 3 県 (本 県 、 宮 城 県 及び 
福島 県 ) 向 け に 復興 支援 活動 を 行う NPO 等 に 対す る 支援 
施策 と し て 「NPO 等 の 運営 力 強 化 を 通じ た 復興 支援 事業 」 


軸 平成 23 年 度 以降 の NP0 等 へ の 補助 実績 
H24 年 度 


を 創設 し て 平成 27(2015) 年 度 まで 継続 、 平 成 28(2016) 
年 度 に は 上 記事 業 の 後継 事業 と し て 「NPO 等 の 絆 力 (きず 
な いり ょ く ) を 活か し た 復興 ・ 被 災 者 支援 事業 交付 金 ] を 創設 し 
て 支援 を 継続 し て いる 。 本 県 で は 当該 内 閣府 事業 を 活用 し て 
「NPO 等 に よる 復興 支援 事業 ] を 予算 措置 し 、 市 町 村 と 連 
携 し て 平成 25 年 度 か ら 事業 を 実施 し て いる 。 

な お 、 県 は 、 復 興 活 動 や 地域 課題 解決 に 係る 取組 へ の 助 
成 等 を 実施 する た め 、 平 成 26 年 度 に 3 億 円 を 拠出 し て 、 令 和 
5(2023) 年 度 ま で の 10 年 間 の 予定 で 新た に 「 い わ て 社会 
貢献 ・ 復 興 活動 支援 基金 ] を 創設 し た 。 し か し 、 復 興 支援 活 
動 に 関し て は 上 記 の 交付 金 が 令 和 元 年 度 ま で 継続 され て お 
り 、 基 人 金 か の ら の 繰り 出し を 行わ ず に 補助 事業 の 実施 が 可能 
な っ て いる こと か ら 、 当 該 基金 は 主 に NPO 等 に よる 地域 課 
題 解決 に 係る 取組 へ の 補助 に 活用 し て いる 。 

平成 25 年 度 か ら 平成 30(2018) 年 度 ま で の 「NPO 等 に よ 
る 復興 支援 事業 ] に よる 補助 実績 は 、 国 庫 交 付 金 を 活用 し た 
復興 に 係る 活動 へ の 補助 で ある 復興 枠 が 109 件 、3 億 
4.337 万 円 、 県 の 基金 を 活用 し た 地域 課題 解決 に 係る 活動 
へ の 補助 で ある 一 般 枠 が 47 件 、3,189 万 円 と な っ て いる 。 


| これ まで の 成果 

補助 事業 に お いて は 、 受 益 者 アン ケー ト に お いて 、 満 足 度 
「 ど ちら か と いえ ば 改善 し た 」 以上 の 割合 が お お むね 80% 以 
上 と な っ て お り 、 被 災 者 の ニー ズ に 合っ た 行政 で は 手 の 行 き 
届き に くい きめ 細か な 取組 が 実施 され て いる 。 


(単位 : 件 、 千 円 ) 





237,132 





43.558 








280.690 











636,684 





75.444 



































712,128 


て NP 0 等 が 行う 復興 活動 へ の 助成 事例 
【 活 動 事例 で 】 
子ども の キラ キラ 体験 遊び 支援 
岩 災 の 影響 で 姜 縮 し が ちな 子ども 達 の 感性 を 豊か に 育て る 
た め 、 ア ー ト 遊び や 、 音 遊び な ど を 実施 し た 。 





【 活 動 事例 ②】 
や っ て みっ ぺ し 読 み 聞 か せ 

仮設 団地 な ど で 、 読 み 聞 か せ 講 座 と お 茶会 を 開き 、 入 居 者 の 
生き が いづ くり や 地域 コミ ュ ニ ティ の 再生 を 支援 し た 。 








ーー 、- 
【 活 動 事例 ③】 
新 を 利用 し た 地域 ・ 人 ・ コ ミュ ニテ ィ づ くり 
新 を 活用 し た ピザ づく り 体 験 や 新 割 り 体 験 な ど 新 を 活用 し た 
イベ ント 等 を 開催 する こと で 、 被 災 者 の 心 と 体 の 健康 促進 や 、 コ 
ミュ ニテ ィ 形 成 促進 に 寄与 し た 。 





【 活 動 事例 ④】 
漁業 集落 8 地区 の 協 働 に よる 復興 まち づく り 

NP0O が 8 地区 の 漁業 集落 を つなぎ 、 行 政 等 と 協 働 し な が ら 
地域 資源 を 活か し た まち づく り に 向け て 、 漁 業 の 魅力 を 伝え る 
体験 ツア ー を 行っ た 。 








教訓 ・ 提 言 


計画 の 策定 へ の 支援 や 活動 へ の 信頼 と 共感 を 高め 


i = 


本 県 に お いて は 、NP0 等 が 補助 金 等 を 活用 し な が 
ら 、 被 災 地 に お いて 行政 が 直接 支援 で き な い 部 分 な 
どの 復興 支援 活動 に 従事 し て いる が 、 将 来 的 に は 補 


助 金 等 に よら ず に 自立 し 安定 し た 運営 を 行っ て いく 必 
要 が ある 。 

この た め 、NP0 等 が 資金 調達 ・ 人 的 協力 ・ 事 業 協 
働 等 に よっ て 活動 の 運営 基盤 強化 を 図る こと が で き 
る よう 、 県 と し て 、 活 動 費 へ の 補助 と 並行 し 、 中 長期 


た め の 交 流 会 の 開催 等 の 支援 を 継続 し て 行っ て いく 
必要 が ある 。 

な お 、 補 助 金 の 運用 が 適切 に 行わ れる よう 、NPO 
等 の コン プラ イア ンス の 徹底 を 図る と と も に 、 県 に お 
いて も 取組 の 成果 を 周知 (ホー ムペ ー ジ ・ 成 果 発 表 
会 ) す る な ど 、NPO 等 の 復興 支援 活動 が 県 民 の 理解 
を 得 ら れる よう な 取組 も 必要 で ある と 考え る 。 





第 
L 
草 





示 w 誤 


示 ゃ 並 


第 2 章 県 の 取組 ⑧ 第 2 節 復旧 ・ 復 興 の 取組 店 語 EE 


新た な コミ ュ ニ ティ の 形成 支援 


取組 事例 


i 多く の 地域 で 新た な コミ ュ ニ ティ 形成 が 必要 と な っ た 





地域 に お ける コミ ュ ニ ティ 活動 に つい て は 、 地 域 で 暮らす 
人 々 に よる 自発 的 な 取組 を 、 住 民 に 身近 な 基礎 的 自治 体 で 
あぁ る 市 町 村 が 支援 する こと が 基本 と な る が 、 被 災 地 に お いて 
は も と も と 存在 し て いた コミ ュ ニ ティ が 分 断 さ れ 、 災 害 公営 住 
宅 や 高台 団地 な ど 一 度 に 多数 の 新た な コミ ュ ニ ティ 形成 の 
必要 性 に 各市 町 村 が 直面 する の は 初め て の こと で あっ た 。 


i コー ディ ネー ター を 配置 し て 市 町 村 を 支援 


そこ で 、 県 で は 、 被 災 地 の 市 町 村 に お いて 自立 的 に コミ ュ 
ニテ ィ 形 成 支援 ・ 活 動 を 行う こと が で きる 状況 に な る こと を 目 
的 と し て 、 平 成 29(2017) 年 度 か ら 被 災 地 コミ ュ ニ ティ 支援 
コー ディ ネー ト 事 業 を 実施 し 、 市 町 村 に 対し 、 そ の た め に 必要 
な 仕組 み の 構 築 や 人 材 の 育成 、 ノ ソウ ハウ の 習得 に つい て 支 
援 し た 。 

本 事業 で は 、 市 町 村 及 び コ ミュ ニテ ィ 支 援 を 行う 民間 団体 
等 の 調整 役 と な る コー ディ ネー ター を 配置 し 、 コ ミュ ニテ ィ 形 
成 に 係る 市 町 村 の 概況 調査 、 重 点 市 町 を 対象 と し た 官民 連 
携 体制 の 構築 に 係る コー ディ ネー ト 業 務 や キー パー ソン へ の 
伴走 型 の 実践 研修 、 市 町 村 を 対象 と し た 研修 に よる 人 材 育 
成 を 行っ た 。 


i 様々 な コミ ュ ニ ティ 形成 支援 の た め の 取 組 を 実施 


その 他 の 取組 と し て 、 住 民 や 被災 者 支援 を 行う 市 町 村 及 
び 民 間 団 体 の 職員 等 を 対象 と し た 勉強 会 の 開催 、 災 害 公 
営 住 宅 の 入居 者 等 を 対象 と し た 交流 会 や 相談 会 の 実施 、 
民間 団体 等 が 行う コミ ュ ニ ティ 形成 支援 活動 へ の 助成 等 の 
ほか 、 岩 手 県 社会 福祉 協議 会 が 実施 主体 と な り 、 各 市 町 村 
に 生活 支援 相談 貞 等 を 配置 し 、 応 急 仮設 住宅 や 災害 公営 
住宅 で の 見 守り 活動 に よる 被災 者 の 社会 的 孤立 の 防止 や 
コミ ュ ニ ティ の 形成 支援 に 取り 組み 、 被 災 者 の 生活 再建 を 
支援 し た 。 

また 、 被 災 地 に お ける コミ ュ ニ ティ 対策 の 諸 課 題 に つい 








(関連 する 主 な 県 の 取組 ) 
る ⑧ 第 1 節 応急 仮設 住宅 の 建設 、 入 居 者 受入 (P96) 
る ⑧ 第 2 節 災害 公営 住宅 の 整備 (P120) 








て 、 庁 内 関係 課 の ノウ ハウ ・ 事 業 の 有効 活用 を 図り 、 市 町 
村 に 対す る 効果 的 な 支援 を 総合 的 に 推進 する こと を 目的 
に 、「 被 災 地 コミ ュ ニ ティ 対策 連携 チー ム 」 を 設置 し 、 連 携 を 
図っ た 。 

市 町 村 で は 一 度 に 多数 の 新た な コミ ュ ニ ティ 形成 に 取り 
組ん だ 経験 も な く 、 明 確 な 担当 部 署 も な か っ た こと か ら 、 そ 
の 必要 性 や 考え が 沿岸 の 市 町 村 に 浸透 する まで 時 間 を 要 
し た が 、 県 主催 の 研修 等 を 通じ 、 災 害 公営 住宅 が 抱え る 高 
齢 化 、 孤 立 死 等 の 問題 へ の 対応 に つい て 説明 を 重ね て い 
く こ と に より 、 沿 岸 自 治 体 で は 国 の 被災 者 支援 総合 交付 金 
を 使っ た コミ ュ ニ ティ 事業 な ど が 活発 に 実施 され る よう に 
な っ た 。 








恒久 住宅 移行 期 コミ ュ ニ ティ 支援 ワー クシ ョ ッ プ (平成 31(2019) 年 2 月 ) 








当時 を 振り 返っ て 
(当時 40 代 、 被 災 地 コミ ュ ニ ティ 支援 コー ディ 
ネー ト 事 業 立 ち 上 げ を 担当 ) 


被災 地 で は 様々 な 団体 等 が 仮設 住宅 や 秋 害 公営 住宅 の 入居 
者 等 を 対象 と し た 見 守り や サロ ン 活 動 等 の 支援 を 行っ て いた 。 

し か し 、 阪 神 ・ 淡 路 大 岩 災 で は 発 災 後 20 年 経過 し て も 被災 者 
の 見 守り 等 の 支援 が 継続 し て お り 、 住 民 同 士 が 支え 合う コミ ュ ニ 
ティ は 自然 に 形成 され る も の で は な いと いう こと を 知り 、 ま た 、 災 害 
公営 住宅 等 へ 入居 後に 阪 独 を 感じ て いる 被災 者 の 存在 も クロ ー 
ズ ア ッ プ され 、 県 と し て も 恒久 的 な 住宅 へ 移行 後 の 新 た な コミ ュ ニ 
ティ 形成 支援 が 必要 だ と 考え た 。 

「 市 町 村 が 取り 組む べき こと で は な いか 」 「 県 が で きる の か ]」 など 
様々 な 議論 も あり 、 事 業 ス キー ム の 構築 は 簡単 で は な か っ た が 、 
市 町 村 や 関係 機関 の 助言 等 の お か げ で 被災 地 コ ミュ ニテ ィ 支援 
コー ディ ネー ト 事 業 を 事業 化し 取り 組む こと が で きた 。 
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その 他 の 県 の 取組 





・ 阪 神 ・ 淡 路 大 震 災 で の 課題 を 踏ま えた 勉強 会 を 開催 し 、 
災害 公営 住宅 の 自治 会 の 設立 、 入 居 後 の 見 守り 等 支援 


〇 応急 仮設 住宅 
・ 阪神 ・ 淡 路 大 震 災 、 中 越 沖 地震 で の 事例 を 参考 に し な が 


ら 「 応 急 仮設 住宅 運営 に 当たっ て の ガイ ドラ イン 」 を 取り 
まとめ 、 各 市 町 村 、NPO・NGO に 提供 (第 1 版 : 平 成 23 
(2011) 年 7 月 、 第 2 版 : 平 成 24(2012) 年 | 月 ) 。 

・ 仮 設 住宅 団地 内 に 、 遊 具 ・ ベ ンチ ・ プ ラン ター を 設置 する 
な ど 、 コ ミュ ニテ ィ ス ペー ス を 確保 (平成 23 年 1 月 末 ま で 
に 実施 済 ) 


体制 、 既 存 の 地域 コミ ュ ニ ティ を 含め た 仕組 み づ く り の 重 


要 性 に つい て 、 市 町 村 と 情報 を 共有 。 

・ 市 町 村 、 各 支援 団体 、 関 係 住民 等 を 対象 に 、 応 急 仮設 住 
宅 か ら 災 害 公営 住宅 へ の 移行 に 伴う コミ ュ ニ ティ 形成 ・ 
見 守り 等 の 様々 な 課題 に 対す る 他 自 治 体 や 関係 団体 の 


取組 や 検証 等 を 内 容 と し た 「 災 害 公営 住宅 へ の 移行 研 





・ 支援 人 材 の 配置 の た め 、 緊 急 雇用 創出 事業 を 活用 し た 修 」 を 開催 。 
民間 企業 や NP0 へ の 雇用 ・ 運 営 委託 の スキ ー ム (仮設 ・ 平 成 28(2016) 年 度 か ら は 、 被 災 者 支援 総合 交付 金 を 活 第 
住宅 団地 支援 貞 ) を 提案 。 用 し 、「 災 害 公 営 住宅 コミ ュ ニ ティ 形成 支援 事業 (事業 人 
概要 : 集 会 所 で の 入居 者 の 交流 会 の 実施 、 コ ミュ ニテ ィ 
⑥ 人 災害 公営 住宅 形成 支援 員 の 配置 、 入 居 者 間 の コミ ュ ニ ティ 形成 の 支 
・ 災 害 公営 住宅 に つい て 、 住 民 相 互 の 交流 を 促す た め に 援 ) を 実施 。 
集会 所 等 を 整備 する と と も に 、 入 居 募 集 に 際 し て は 、 グ ・ 平 成 30(2018) 年 度 に は 、 沿 岸 で の コミ ュ ニ ティ 形成 の ノ 
ルー プ 募 集 な ど 地 域 ご と の コミ ュ ニ ティ の 維持 に 配慮 。 ウ ハ ウ や 事例 に つい て 、 内 陸 部 の 災害 公営 住宅 が 建設 さ 
・「 災 害 公営 住宅 等 に お ける 見 守り 事業 実施 の 手引 き 」 を れる 市 へ 横 展開 する た め の 「 コ ミュ ニテ ィ 形 成 支援 の ポイ 第 
作成 し 、 市 町 村 に 配布 。 ント 」 を 冊子 に まとめ 、 配 布 し た 。 


教訓 ・ 提 言 


i 復興 の ステ ー ジ に 応じ た 行政 の 支援 が 必要 


大 規模 に 被災 し た 沿岸 地域 で は 、 元 々 昔 か ら の 住 
民 同 士 の 強い つなが り が あり 、 コ ミュ ニテ ィ は 意識 せ 
ず と も 形成 され て いた が 、 仮 設 住宅 や 災害 公営 住宅 
で は 見 ず 知 ら ず の 住民 同士 が 集まっ て 暮らす 状況 と 
な っ た 。 

過去 の 災害 の 事例 か ら も 、 災 害 公営 住 宅 等 で は 
特に 初期 段階 に お いて コミ ュ ニ ティ 形成 に 行政 支援 
が 必要 と いう こと が 教訓 と し て あっ た も の の 、 被 災 し た 
市 町 村 に お いて は 、 そ うし た ノウ ハウ が 不足 し て いる 
等 の 状況 に あり 、 各 市 町 村 の 単独 で の 取組 の み で は 
難し い 面 が あっ た こと か ら 、 県 に お いて 被災 地 コ ミュ ニ 


ティ 支援 コー ディ ネー ト 事 業 を 実施 し 、 市 町 村 へ の 支 
援 を 行っ た も の で ある 。 

被災 され た 方 が 、 恒 久 的 な 住宅 へ 移っ た 後 も 、 安 
心して 心 豊か に 暮らせ る 生活 環境 を 実現 する こと が 
求め られ て いる こと か ら 、 住 民 相 互 の コミ ュ ニ ケー ショ 
ン を 維持 する と と も に 、 地 域 の 結束 力 が 更に 強まる よ 
う 、 復 興 の ステ ー ジ に 応じ た 地域 コミ ュ ニ ティ 活動 の 
環境 を 整備 する 必要 が ある 。 

新た な コミ ュ ニ ティ が 形成 され た 以降 に お いて も 、 
全て の 人 が 孤立 せ ず 、 安 心して 地域 で 生活 で きる よ 
う 、 高 齢 者 や 障がい 者 を 住民 相互 で 支え 合う 、 福 祉 の 
まち づく り の 観点 も 取り 入れ な が ら 、 地 域 コ ミュ ニテ ィ 
活動 の 活性 化 に 向け た 取組 が 必要 と 考え る 。 





第 2 章 県 の 取組 人 第 2 節 復旧 ・ 復 興 の 取組 店 齋 0 


被災 市 町 村 へ の 職員 派遣 


取組 事例 


i 被災 市 町 村 へ の 応援 職員 派遣 が 必要 と な っ た 


被災 市 町 村 で は 、 職 員 の 死亡 や 復興 関連 事業 の 本 格 化 
に 伴う マン パワ ー 不 足 に 対応 し て いく た め 、 県 内 外 の 自治 体 
等 に 応援 職員 の 派遣 を 要請 する こと が 必要 と な っ た 。 





i 県 内 に お ける 応援 職員 派遣 スキ ー ム の 構築 


県 で は 、 発 災 直 後 か ら の 緊急 的 な 応援 対応 に 引き 続き 、 
本 格 的 な 中 長期 の 職員 派遣 と し て 、 陸 前 高田 市 と 大 植 町 に 
対し 、 仮 庁舎 や 執務 体制 が 整っ た 平成 23(201 1) 年 5 月 か 
ら 地方 自治 法 に よる 職員 派遣 を 開始 し た 。 そ の 後 も 派遣 を 展 
開 す る 中 で 、 平 成 24(2012) 年 度 か ら 任 期 付 職員 を 採用 し 
て 派遣 し た 。 

また 、 県 市 長 会 ・ 県 町 村 会 を 通じ て 県 内 市 町 村 か ら の 応 
援 職員 の 派遣 を 調整 し た 。 こ の 際 、 県 内 市 町 村 に は 、 平 成 25 
(2013) 年 度 か ら 各 職 員数 の 1% を 目標 と し て 派遣 する よう 
協力 を 仰い だ 。 


i 全国 的 な 応援 職員 派遣 スキ ー ム の 構築 


総務 省 で は 、 全 国 市 長 会 ・ 全 国 町 村 会 を 通じ て 県 外 市 町 村 
か ら の 派遣 を 調整 する 仕組 み (総務 省 ス キー ム ) を 構築 し た 。 

被災 市 町 村 に よる 独自 確保 や 、 県 内 に お ける 応援 職員 の 
調整 を 含め て も な お 、 不 足す る 分 に つい て 、 総 務 省 スキ ー ム 
等 を 活用 し て 県 外 自治 体 に 職員 派遣 を 要請 し た 。 
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(関連 する 主 な 県 の 取組 ) 
⑧ 第 1 節 回 被災 市 町 村 の 行政 機能 の 回 復 支援 (P58) 
人 第 5 節 市 町 村 と の 連携 (P230) 
信 第 5 節 回 他 県 応援 職員 な ど に よる 
マン パワ ー の 確保 (P232) 





i 被災 3 県 合同 に よる 県 外 自治 体 等 へ の 要請 


被災 3 県 (岩手 県 ・ 宮 城 県 ・ 福 島 県 ) で は 、 本 格 化す る 被 
災 地 の まち づく りや 災害 公営 住宅 の 建設 等 を 担う 土木 技術 
職員 や 用 地 担当 職員 、 被 災 者 の 心身 の 健康 の 維持 ・ 増 進 を 
支援 する 保健 師 な ど 、 各 分 野 に お いて 専門 的 知識 を 有する 
職員 不足 が 深刻 で あっ た 。 

この た め 、 平 成 25 年 度 か ら 3 県 合同 で 、 全 国 の 自治 体 の 
首長 等 に 対し 、 そ れ ま で の 支援 に 対す る 謝意 を 伝え る と と も 
に 、 復 興 の 進捗 状況 を 踏ま えた 職員 派遣 の 必要 性 を 訴え る 
こと で 、 息 の 長い 支援 を 要請 し た 。 


i 被災 自治 体 視察 事業 


東日本 大 岩 災 津波 の 発 災 か ら 年 月 が 経過 し た こと に 加 
え 、 全 国 各地 で 災害 が 発生 し て いる 影響 も あり 、 今 後 の 被災 
市 町 村 に お ける 職員 確保 に 困難 さ を 増 すこ と が 懸念 され た こ 
と か ら 、 被 災 市 町 村 の 復興 状況 や 職員 派遣 の 必要 性 に つ 
いて の 理解 を 深め て いた だ く た め 、 全 国 の 自治 体 の 幹部 職 
員 や 人 事 担当 者 等 を 対象 と し て 、 平 成 28 (2016) 年 度 か ら 
現地 視察 を 実施 し た 。 


i 応援 職員 へ の フォ ロー アッ プ 


応援 職員 は 、 慣 れ な い 土 地 や 職場 に お いて 、 時 と し て 難 
易 度 の 高い 業務 を 遂行 する こと に な る た め 、 心 身 の 健康 管 
理 は 非常 に 重要 で あっ た 。 

平成 23 年 度 か ら 、 県 職員 が 応援 職員 と 個別 面談 し 、 業 務 
や 生活 の 状況 に つい て 直接 聞き 取り 、 必 要 に 応じ て 結果 を 
被災 市 町 村 に 伝え て 改善 を 求め た 。 平成 25 年 度 か ら は 、 岩 
手 医 科大 学 か ら 講師 を 招き 、 応 援 職員 の メン タル ヘル スケ ア 
の 知識 習得 及び 懇親 を 深め る 場 と し て 研修 会 を 開催 し た 。 

また 、 平 成 26(2014) 年 度 か ら 、 派 遣 元 自治 体 へ 応援 職 
員 の 活躍 の 状況 を 情報 提供 する と と も に 、 応 援 職員 同士 の 
つなが り 作 り の サポ ー ト を 目的 に 、 県 内 外 か ら の 応援 職員 を 
紹介 する 情報 誌 「KAKEHASHI]」 を 発行 し た 。 


生 メ ンタ ル ヘ ルス ケア 研修 の 様子 


mm ー デ 





員 総務 省 ス キー ム ( 総 務 省 と 全国 市 長 会 ・ 全 国 町 村 会 に よる 派遣 スキ ー ム ) 














































































































① 被災 県 に お いて 、 当 該 県 か ら の 職員 派遣 | | ③ を も っ て な お 需要 が 充足 
及び 県 内 市 町 村 へ の 派遣 要請 を 行う 。 され な い 職員 数 に つい て 、 
② 電 要 が 充足 され な い 場合 、 地 域 ブロ ッ ク 被災 県 が 総務 省 に 対し 、 派 
内 の 県 及び 市 町 村 に 派遣 要請 を 行う 。 遣 要請 を 行う 。 
市 | 被 | ( 泊 遺 要請 ) | 拓 」 益 全 
了 了 = 人 mF mE 
公 全 区 
市 町 m= H =ー を == 町 
交 | 村 課 会 | (派遣 申出 ) | 村 
信 y 
ー 東日本 大 震 災 を 契機 に 構築 され た 全国 的 な 人 的 支援 に 係る スキ ー ム で 、 現 在 、 東 日 
全国 都 道 府 県 本 大 震 災 、 熊 本 地震 、 九 州 北部 豪雨 、 平 成 30 年 7 月 豪雨 、 北 海道 胆振 東部 地震 、 令 和 


























【 都 道府県 一 市 町 村 支 援 】 元 年 台風 第 15 号 及び 令 和 元 年 台風 第 19 号 に お いて 運用 され て いる 。 


教訓 提言 


上 上 被災 地 の ニ ー ズ の 変化 に 合わ せ た 

人 材 確保 が 重要 

当初 は 被災 地 の ま ち づ く りや 災害 公営 住宅 の 建 
設 等 に 係る 業務 が 中 心 と を っ て いた が 、 面 整備 事業 
が 終盤 を 迎え た 段階 で は 、 宅 地 の 引 渡し や 、 家 屋 評 
価 に よる 資産 税 課税 、 道 路 や 上 下水 道 整備 な ど に 
業務 の 比重 が 移っ た 。 

復興 事業 の 進展 に 伴い 、 必 要 と され る 人 材 の 職種 
は 変化 する こと か ら 、 事 業 の 円 滑 な 推進 の た め に は 、 
被災 市 町 村 の ニー ズ に 合わ せ た 人 材 を 確保 し 続け て 
いく 必要 が ある 。 


上 派遣 元 自治 体 と の 綿密 な 情報 共有 と 

復興 事業 終了 後 を 見 据え た 職員 の 配置 

応援 職員 の 配置 に 当たり 、 担 当 業務 と 応援 職員 
の 知識 や 経験 の ミス マッ チ 、 ま た 、 同 一 業務 を 応援 職 
員 が 継続 し て 担当 する こと に より 、 被 災 市 町 村 に ノウ 
ハウ が 伝承 され な いな どの 課題 が 見 られ た 。 

復興 事業 の 推進 に 当たり 、 限 られ た 人 材 で 最大 の 
効果 が 挙げ られ る よう 、 応 援 職員 の 派遣 調 整 の 段階 
か ら 、 必 要 と され る 人 材 に つい て 、 派 遣 元 自治 体 と 費 
密 な 情報 共有 を 図る 必要 が ある 。 

また 、 被 災 市 町 村 に お いて は 、 復 興 事 業 終了 後 
(応援 職員 の 派遣 終 了 後 ) の 組織 体制 を 見 据え つ 
つ 、 事 業 の 進捗 に 合わ せ て 、 適 切な 職員 の 配置 や 組 
織 体制 の 見 直し を 行っ て いく 必要 が ある 。 


i 応援 職員 へ の フォ ロー アッ プ の 必要 性 


本 県 に お いて 、 応 援 職 員 が 派遣 先 で 亡くな られ る と 
いう 非常 に 残念 な 事案 が 発生 し た 。 

応援 職員 の フォ ロー アッ プ は 、 被 災 市 町 村 に お い 
て 適切 に 実施 し て いく こと に 加え 、 県 に お いて も 、 応 
援 職 員 が 心身 の 健康 を 維持 し 、 安 心して 業務 に 専念 
で きる 環境 づく り に 、 積 極 的 に 取り 組む 必要 が ある 。 


i 中 長期 派遣 体制 の 強化 の 必要 性 


県 外 自治 体 か ら は 、 行 財政 改革 の 推進 に 伴う 職員 
数 減少 の 中 で 、 貴 重 な 職員 を 派遣 (た だ いて きた が 、 
熊本 地震 、 九 州 北 部 豪雨 、 平 成 30 年 7 月 豪雨 、 北 海 
道 胆振 東部 地震 及び 令 和 元 年 台風 第 19 号 等 の 大 
規模 災害 が 各地 で 発生 し 、 全 国 的 に 派遣 要請 が 行わ 
れ て いる 中 で 、 人 材 の 確保 は より 一 層 難 し く な っ て いる 。 

現在 、 短 期 の 職員 派遣 に つい て は 、 総 務 省 の 被 
災 市 区 町 村 応 援 職員 確保 シス テム が 運用 され て お 
り 、 中 長期 派遣 に つい て は 、 令 和 2 年 度 か ら 都 道 府 
県 等 が 技術 職員 の 増員 を 図り 、 技 術 職員 が 不足 する 
市 町 村 を 支援 する と と も に 、 大 規模 災害 時 の 中 長期 
派遣 の た め に 職員 を 確保 する 場合 、 地 方 財政 措置 
が 講じ られ る こと と され た 。 

大 規模 ・ 広 域 災 害 が 発生 し た 場合 は 応援 で きる 自 
治 体 も 限ら れ 、 人 員 の 不足 が 被災 地 の 復 旧 ・ 復 興 の 
妨げ と な る 事態 が 懸念 され る た め 、 こ の よう な 制度 を 
活用 し つつ 、 全 国 の 自治 体 の 人 的 資源 を 最大 限 に 
活用 し て 被災 市 区 町 村 を 支援 する シス テム を 構築 し 
て いく 必要 が ある 。 
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水産 業 の 復旧 ・ 復 興 の 取組 


取組 事例 


i 早期 の 漁業 再開 に 向け た 取組 





被災 直後 の 漁場 や 海岸 に は 、 津 波 に よっ て 流出 し た が れ 
き が 温 流 ・ 洒 着 し 、 漁 業 の 再開 は 困難 を 極め 、 多 く の 漁 業者 
は 日 々 の 収入 も な く 将 来 も 見 通せ な い 状 況 に 直面 し て いた 。 

県 で は 、 被 災 し た 漁業 者 が 漁業 収入 を 得 ら れる まで の 当 
面 の 生活 支援 策 や 、 養 殖 施設 等 の 復旧 へ の 全面 的 な 財政 
支援 を 国 に 要望 し 、 国 は 「 漁 場 復旧 対策 支援 事業 ] や 「 が ん 
ば る 養殖 復興 支援 事業 ] を 創設 し た 。 こ れ ら の 事業 と 雇用 創 
出 基 金 を 活用 し て 進め た 緊急 雇用 創出 事業 に より 、 被 災 し 
た 漁業 者 に 対す る 緊急 的 な 雇用 の 場 の 確保 と 当面 の 生活 
支援 が 図ら れ 、 漁 業者 が 漁業 再開 を 諦め ず 生 活 再建 を 果 た 
すこ と に つなが っ た 。 


i ふ化 場 の 復旧 ・ 整 備 支援 


県 で は 、 壊 減 的 な 被害 を 受け た 漁業 生産 基盤 の 早期 復 
旧 ・ 復 興 に 向け て 、 漁 業 協同 組合 を 主体 と し た 漁船 や 養殖 
施設 の 一 括 整 備 、 集 荷 場 や 作業 場 等 の 共同 利用 施設 の 
復旧 整備 を 推進 し た 。 特に 、 本 県 の つく り 育 て る 漁業 の 中 核 
で ある サケ 増殖 事業 に つい て は 、4 億 尾 赴 の 稚魚 放流 を 支 
えて きた 28 ふ 化 場 の うち 21 ふ 化 場 が 被災 し た こと か ら 、 そ の 
復旧 が 急務 で あっ た 。 


平成 23 て 24 年 度 の 緊急 雇用 創出 事業 、 国 庫 補助 事業 を 活用 し た 雇用 対策 





(関連 する 主 な 県 の 取組 ) 
⑧ 第 4 節 回 漁船 等 の 共同 利用 シス テム の 構築 (P202) 





ふ化 場 の 復旧 に あたり 、 被 災 し た 漁業 協同 組合 等 に と っ 
て は 、 自 己 負 担 の 軽減 が 大 き な 課 題 と な っ た 。 県 で は 、 既 存 
の 国庫 補助 事業 より も 補助 率 の 高い 支援 を 国 へ 要望 し 、 国 
は 「 さ け ・ ま す 生 産地 震 災 復旧 支援 緊急 事業 ] を 創設 し た 。 
当該 事業 で の 応急 復旧 に より 、 平 成 23(2011 ) 年 度 に は 
県 内 28 ふ 化 場 の うち 被災 を 免れ た ふ化 場 を 含む 18 ふ 化 場 
が 稚魚 生産 を 実施 し 、 平 成 24(2012) 年 春 に は 約 
2 億 9 千 万 尾 の 稚魚 を 放流 する こと が で きた 。 そ の 後 、 平 成 27 
(2015) 年 度 ま で に 、 被 災 し た ふ化 場 の 整理 統合 を 進め 、 再 
び 4 億 尾 超 の 稚魚 生産 が 可能 な 体制 へ の 復旧 を 果たし た 。 


i 産地 魚 市 場 を 核 と し た 流通 ・ 加 工 体制 の 構築 


産地 魚 市 場 や 水産 加工 場 な どの 被災 に より 水産 物 の 水 
揚 機能 は 完全 に 消失 し た 。 産 地 魚 市 場 は 水産 物流 通 の 要 
で あり 、 魚 市 場 が 復旧 し な けれ ば 水産 業 を 基幹 産業 と する 地 
域 経済 の 復興 が 遅れ る こと か ら 、 県 で は 、 魚 市 場 の 早期 再 
開 が 急務 と し て 復旧 に 取り 組ん だ 。 復 旧 に 不可 欠 な 機器 の 
購入 や 応急 的 な 施設 の 修繕 に 当たり 、 民 間 企 業 等 の 支援 
を 得 な が ら 、 水 産 関 係 者 と と も に 魚 市 場 を 核 と し た 流通 ・ 加 
工 体 制 の 構築 を 一 体 的 に 進め た こと で 、 順 次 、 魚 市 場 は 再 
開 し 、 平 成 24 年 まで に 被災 し た 12 市 場 の 全て が 応急 的 に 
稼働 で きる 状態 と な っ た 。 そ の 後 、 魚 市 場 な どの 流通 加工 施 
設 に つい て 、 国 の 事業 で の 本 格 的 な 復旧 が 進み 、 令 和 元 
(2019) 年 現在 に お いて 冷凍 冷蔵 能力 は お お むね 岩 災 前 
の 水準 まで 復旧 し て いる 。 


が ん ば る 養殖 復興 支援 事業 





・【 緊 急 雇 用 創出 事業 】 
漁場 復旧 支援 事業 、 い わ て の 漁業 復旧 支援 事業 な ど 


採 介 藻 漁 場 の 底 質 調 査 、 が れき 等 分 布 調査 、 定 置 網 、 養 殖 施設 の 敷設 


な ど 
・【 国 庫 補助 事業 : 漁 場 生産 力 回 復 支援 事業 】 
漁場 復旧 対策 支援 事業 





沿岸 漁業 者 グル ー プ が 行う が れき 等 の 回 収 、 沖 合 漁場 の が れき 等 の 回 収 





・ 共 同化 、 協 業 化 に より 、 安 定 的 な 水産 物 
生産 体制 の 構築 に 資す る 事業 を 行う 漁 
協 等 に 対し 、 生 産 費 用 (人 件 費 を 含む ) 、 
資材 費 等 、 必 要 な 経費 を 支援 

・ 水 揚げ 金額 で は 賭 えな い 必 要 経 費 に つ 
いて 、 そ の 差額 分 の 9/10 を 補助 

















ヲ | 平成 23 て 24 年 度 の 2 年 間 で 延べ 約 20 万 人 が 参加 





っ | 平成 29 年 12 月 末 の 事業 終了 まで に 、 
493 経 営 体 (568 グループ) が 参加 

















第 
L 
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サケ ふ化 場 の 復旧 、 稚 魚 放流 数 の 推移 














放流 年 農 災 前 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 
稼働 ふ化 場 28 18 19 20 20 20 16 19 19 
稚魚 放流 数 ( 百 万 尾 ) 440 29| 316 390 409 389 309 369 413 



































※H28 は 台風 第 10 号 に より サケ ふ化 場 が 被災 し た た め 、 稚 魚 放流 数 が 減少 し て いる 。 


訂 





「 さ け ・ ま す 生 産地 震 災 復旧 支援 緊急 事業 
( 国 補助 率 2/3 以 内 )」 に よる 応急 復旧 





津軽 石 ふ 化 場 震 災 直 後 応急 復旧 後 











宮古 市 第 
3 
章 
教訓 ・ 提 言 
目 漁業 者 の 意欲 や 希望 を 維持 する 目 産地 魚 市 場 の 早期 復旧 に お ける 
迅速 な 施策 の 実施 が 重要 民間 団体 等 と の 連携 が 重要 

漁業 者 の 漁業 に 対す る 継続 意欲 と 希望 を つなぎ 被災 直後 は 、 特 に 鮮度 管理 に 必要 な 設備 の 復旧 第 
止め る た め 、 被 災 し た 生産 基盤 が 復旧 し 漁業 生産 が が 急務 で あっ た が 、 国 や 県 の 復旧 事業 は 制度 設計 


再開 され る まで の 間 、 緊 急 的 な 雇用 の 場 の 確保 と 当 = や 予算 化 に 時 間 を 要 し た 。 民 間 団体 等 の 支援 に よる 
面 の 生活 支援 を 行い な が ら 、 各 種 の 事業 に より 水産 。 応急 的 な 初動 対応 が 早期 復旧 に 有効 で も あっ た こと か 
業 の 復旧 ・ 復 興 の 方 向 性 を 示す と と も に 、 そ の 実行 を 。 ら 、 機 動 的 な 対応 に は 行政 の みな ら ず 民間 と の 連携 
きめ 細か く 迅 速 に 行う こと が 重要 で あっ た 。 が 重要 で ある 。 


上 つく り 育て る 漁業 の 基盤 と な る 種苗 生産 施設 上 被災 者 に 寄り 添っ た 
の 早期 復旧 が 重要 復旧 事業 の 事務 支援 が 必要 


サケ や アワ ビ 、 ウ ニ は 本 県 水産 業 を 支え る 重要 な 復旧 事業 の 実施 に は 膨大 な 事務 が 発生 し 、 特 に 
水産 資源 で あり 、 そ の 安定 し た 漁獲 の た め に は 継続 し 事業 実施 主体 の 役割 を 担う 漁業 協同 組合 の 負担 が 
た 種苗 放流 が 必要 で ある 。 被 災 し た 施設 の 再建 に は 大 きく な っ た 。 復旧 に お いて は 被災 者 に で きる だ け わ 
数 年 を 愛し た た め 、 種 苗 放流 数 が 複数 年 減少 し た 影 か りや すい 制度 と する と と も に 、 事 業 実施 に 当たっ て 
響 が 令 和 元 年 現在 も 続い て いる こと か ら 、 種 苗 生産 は 、 事 務 事 業 に 精通 する 県 や 市 町 村 の サポ ー ト が 必 
施設 の 早期 復旧 を 図る こと は 資源 の 落ち 込み を 最小 要 で ある 。 

限 に と と め 、 回 復 を 早め る た め に 重要 で ある 。 また 、 様 々 な 省庁 や 県 部 局 、 市 町 村 、 民 間 団 体 等 
に より 多く の 復旧 事業 が 創設 され 、 被 災 者 側 で は 、 事 
業 の 選択 や 申請 に 関す る 混乱 が 生じ た 。 窓口 を 一 本 
化す る な ど 、 被 災 者 に 寄り 添っ た きめ 細か な 支援 が 必 
要 で ある 。 





第 2 章 県 の 取組 ⑧ 第 2 節 復旧 ・ 復 興 の 取組 店 語 EE 


漁港 の 復旧 


取組 事例 


i 災害 査定 の 簡素 化 に より 早期 の 復旧 が 可能 に 





漁港 施設 の 本 格 的 な 復旧 に 早期 着手 する た め に は 、 国 
が 実施 する 災害 査定 の 申請 期限 で ある 平成 23(201 1) 年 
12 月 末 ま で に 全 人 箇所 の 査定 を 完了 する 必要 が あっ た が 、 被 
害 箇 所 数 が 1.000 箇 所 以上 と 膨大 な 状況 で あり 、 従 来 の 査 
定 方 法 で ある 箇所 ご と に 被災 状況 調査 、 測 量 ・ 設 計 を 実施 
し 、 そ の 後に 災害 査定 資料 を 作成 する 手順 で は 、 膨 大 な 業 
務 量 を 担う 人 員 と 期間 が 不足 し て いた こと か ら 、 災 害 査定 の 
迅速 化 が 極め て 重要 な 課題 で あっ た 。 

この よう な 課題 を 受け 、 国 は 特例 で 災害 査定 事務 の 簡素 
化 が 可能 と する 旨 の 方 針 を 示し た こと か ら 、 目 視 調 査 、 航 空 
写真 、 施 設 台 帳 な ど に よる 被災 状況 、 地 形 地盤 等 を 推定 し 
た 復旧 工法 に よる 災害 査定 申請 等 が 可能 と な り 、 本 県 で も 
国 の 方 針 に 沿っ た 「 復 旧 工 法 の 基本 方 針 ] を 国 に 了解 し て 
いた だ いた こと で 、 発 災 か ら 3 ヶ 月 後 の 6 月 か ら 本 格 的 に 災害 
査定 が 行わ れ 、12 月 末 ま で に 1,254 箇 所 、1.390 億 円 の 災 
害 査定 が 全 箇 所 完了 し た (査定 回 数 15 回 、 延 べ 35 班 ) 。 


県 及び 各市 町 村 の 漁港 の 復旧 状況 





















































事業 主体 漁港 数 復旧 完了 時 期 
県 31 平成 29 年 3 月 
洋 野 町 8 平成 25 年 | 月 
久慈 市 9 平成 24 年 7 月 
野田 村 2 平成 24 年 9 月 
普代 村 3 平成 25 年 7 月 
田野 畑村 3 平成 30 年 | 月 
岩泉 町 | 平成 27 年 3 月 
宮古 市 15 平成 29 年 3 月 
山田 町 2 平成 30 年 3 月 
釜石 市 9 平成 29 年 3 月 
大 船渡 市 16 令 和 元 年 8 月 
陸前 高田 市 9 平成 29 年 | 月 
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(関連 する 主 な 県 の 取組 〉 
人 第 1 節 回 3) 漁港 の 応急 工事 (P64) 





i 漁港 の 復旧 


漁港 の 復旧 工事 は 、 平 成 24(2012) 年 1 月 か ら 本 格 的 な 
工事 を 進め 、 平 成 26(2014) 年 7 月 末 ま で に 108 漁 港 全て 
で 工事 着手 し 、 令 和 元 (2019) 年 8 月 末 に は 全て の 漁港 復 
旧 が 完了 し た 。 

多数 ある 復旧 工事 の 中 で も 、 大 船渡 漁港 ( 細 浦 地区 ) の 
岸壁 復旧 工事 に お いて は 、 岸 壁 の 基礎 杭 打 設 の た め の 杭 
打ち 船 の 作業 スペ ー ス が 必要 と な る が 、 狭 陰 な 泊地 に 多く の 
漁船 が 係留 し て いる こと か ら 、 漁 船 の 移動 及び 漁業 活動 と 
の 調整 に 苦慮 し た 。 ま た 、 岸 壁 背後 に は 、 バ ス 路線 と し て も 
利用 し て いる 臨港 道路 が 隣接 し て お り 、 通 行 止 めも で き な い 
こと か ら 、 陸 側 も 十分 な 作業 スペ ー ス を 確保 で き な い 中 で の 
施工 と な っ た 。 そ の ほか 地 中 の 岩盤 の 位置 が 想定 と 異な っ て 
いた こと や 、 軟 玉 な 地盤 が 確認 され 、 岸 壁 構造 の 変更 や 地 
盤 改 良 の 追加 の 変更 が 生じ る な ど 、 そ の 対応 に 不測 の 期間 
を 要 し た が 、 地 元 漁業 者 等 の 協力 に より 岩 災 前 と 同じ よう に 
安心 し て 漁船 が 係留 で きる よう に な っ た 。 


復旧 工事 が 完了 し た 漁港 数 の 推移 
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教訓 ・ 提 言 


上 地震 ・ 津 波 に 備え た 漁港 施設 の 強化 が 必要 


東日本 大 岩 災 津波 で は 、 緊 急 物資 は 全て 港湾 施 
設 か ら 陸 揚げ され 、 陸 送 で 各地 域 に 届け られ た が 、 一 
部 漁村 地域 は 道路 が 寸断 され 、 数 日 間 支 援 物資 を 
届け る こと が で き な か っ た 事例 も あっ た 。 こ の た め 、 県 
管理 漁港 を 対象 に 、 防 波 堤 、 岸 壁 な どの 一 部 の 施設 
に つい て 、 地 震 ・ 津 波 に も 耐え 得る 構造 の 機能 強化 
に 取り 組ん で いる 。 ま た 、 大 規模 な 自然 災害 時 に お け 
る 、 緊 急 物資 ・ 人 上 員 の 輸送 や 、 水 産物 の 生産 ・ 流 通 を 
早期 に 再開 する こと を 目的 に 、 関 係 機関 で 事前 に 役 
割 を 明確 に し た ガイ ドラ イン を 作成 する な ど 体 制 の 整 
備 に 取り 組ん で いく こと も 必要 で ある 。 


i 災害 査定 方 針 の 適切 な 運用 が 重要 


国 で は 、 東 日 本 大 岩 災 津波 の ほか 近年 多発 する 
大 規模 災害 を 踏ま え 、 事 前 に 災害 査定 の 効率 化 ( 簡 


素 化 ) を ルー ル 化 する 目的 で 、 平 成 29(2017) 年 2 月 
に 「 大 規模 災害 時 の 査定 方 針 ] を 定め た と ころ で あ 
り 、 県 に お いて も 、 大 規模 災害 時 の 対応 方 法 に つい 
て 、 今 回 の 経験 を 生か す た め 、 よ り 迅 速 に 対応 で きる 
仕組 みや 体制 づく り を 進め る 必要 が ある 。 


漁船 避難 の ルー ル づ くり が 重要 


東日本 大 震 災 津波 の 際 、 漁 業者 が 漁船 の 流失 や 
損壊 を 防ぐ た め 、 漁 港 や 漁場 等 か ら 漁船 を 沖合 へ 避 
難 す る 「 沖 出し 」 を し た が 、 津 波 に の み 込 まれ る な ど 、 
数 名 の 方 が 犠牲 (岩手 県 漁港 漁村 課 調 べ ) と な っ 
た 。 こ の こと を 踏ま え 、 県 で は 、 令 和 元 年 5 月 に 「 漁 船 
避難 の ルー ル づ くり マニ ュ ア ル 」 を 策定 し た と ころ で あ 
り 、 今 後 、 津 波 襲 来 時 の 沖 出し に 伴う 漁業 者 の 人 的 
被害 を 防止 する た め 、 漁 業者 が 主体 的 に 行う 漁船 
避難 の ルー ル づ くり に つい て 支援 し て いく こと が 必要 
で ある 。 
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第 2 章 


農林 業 の 復旧 ・ 復 興 の 取組 


取組 事例 


i 農業 施設 ・ 機 械 の 早期 復旧 支援 


県 で は 、 未 貸 有 の 大 災害 へ の 対応 と し て 、 被 災 農 業者 に 
対す る 早期 の 営農 再開 支援 が 生活 再建 や 、 地 域 経済 の 復 
興 、 人 口 の 流出 防止 に つなが る と いう 考え で 、 国 が 平成 23 
(2011) 年 度 第 1 次 補正 予算 で 措置 し た 「 東 日 本 大 震 災 農 
業 生産 対策 交付 金 ] を 活用 する た め 、 被 害 状況 の 把握 及び 
事業 要望 調査 を 早期 に 実施 し た 。 

同 交 付 金 の 補助 率 が 既存 事業 と 同 程度 だ っ た た め 、 県 で 
は 、 市 町 村 と 連携 し 、 平 成 23 年 6 月 より 同 交付 金 の 上 乗せ 
補助 を 実施 し 、 被 災 農 業者 の 負担 軽減 と 早期 営農 再開 を 
支援 し た 。 

この こと に より 、 農 業 関係 の 共同 利用 施設 に つい て 、 同 年 
8 月 末 ま で に 2 施設 、 同 年 11 月 末 ま で に 46 施 設 の 復旧 が 可 
能 と な っ た 。 





i 家畜 の 死亡 が 多発 


畜産 関係 に お いて は 、 東 日 本 大 震 災 津波 の 直接 的 な 影 
響 の みな ら ず 、 電 力 や 飼料 供給 の 不足 等 の 影響 に より 、 家 
畜 の 死亡 が 多発 し て お り 、 こ れ ら の 死亡 家畜 を 早急 か つ 適 
正 に 処分 し な けれ ば 、 畜 産 農 家 の 経 営 再 開 に 当たり 支障 と 
な る ば か りか 、 公 衆 衛生 上 で も 家畜 の 腐敗 等 に よる 問題 を 生 
じ か ね な い 状 況 と な っ て いた 。 
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i 国 の 事業 に より 適正 に 処理 


国 は 死亡 し た 家畜 の 処理 や ヤー 時 保管 を 支援 する | 被災 
家畜 円 滑 処理 ・ 関 連 業 種 再開 支援 事業 ] を 創設 し 、 県 は 、 
本 事業 に より 、 平 成 23 年 3 月 か ら 5 月 に か け て 、 和 鶏 405 万 泌 、 
豚 709 頭 及び 和牛 7 頭 の 処理 を 行っ た 。 死亡 家畜 は 産業 廃 
棄 物 で ある こと か ら 、 産 業 廃 棄 物 を 所 管 する 環境 部 局 が その 
処理 に 係る 手続 き を 確認 する な ど 、 円 滑 か つ 適 正 な 事業 執 
行 を 図り 、 衛 生 問 題 も 発生 し な か っ た 。 


i 木材 加工 流通 施設 等 の 復旧 支援 


林業 に お いて は 、 津 波 に より 沿岸 部 の 多く の 木材 加工 施 
設 で 建屋 や 機材 が 流出 する 等 の 壊滅 的 な 被害 を 受け た 。 大 
口 の 木材 出荷 先 で あっ た 合板 工場 の 被災 に より 木材 の 出 
荷 先 が 失 われ 、 県 内 全域 に お いて 木材 流通 が 停滞 する な 
ど 、 影 響 は 長期 か つ 広 範囲 に 及 ん だ 。 

県 で は 、 国 の 災害 復旧 関連 事業 に より 木材 加工 流通 施 
設 等 の 復旧 を 支援 し 、 被 災 し た 合板 工場 や 製材 工場 等 の 
復旧 を 平成 26(2014) 年 度 まで に 完了 し た 。 

また 、 被 災 し た 施設 の 復旧 以外 に も 、 合 板 工場 等 の 復旧 ま 
で の 間 に お ける 遠隔 地 へ の 木材 出荷 に 伴う 掛か り 増 し 経費 
の 支援 、 復 興 に 必要 と な る 木材 ・ 木 材 製品 を 供給 する た め の 
高 性 能 林業 機械 の 導入 や プレ カッ ト 工 場 等 の 木材 加工 施 
設 整備 の 支援 な ど 、 木 材 ・ 木 材 製品 の 安定 供給 体制 の 整備 
に 取り 組み 、 平 成 23 年 度 に 1.013 千 m( 前 年 度 比 75%) ま 
で 落ち 込ん だ 県 内 の 木材 需要 量 は 、 平 成 24(2012) 年度 以 
降 増加 し 、 平 成 27(2015) 年 度 に は 謀 災 前 の 状況 と な る 
1.367 千 mm まで 回 復 し た 。 


1.【 農 業 】 東 日 本 大 震 災 農業 生産 対策 交付 金 ( 整 備 交付 金 ) の 負担 割合 























負 担 割 合 
3 国 県 市 町 村 事業 実施 主体 
国 の 事業 スキ ー ム 1/2 義務 負担 な し 1/2 
農業 者 の 負担 が 生じ る 場合 1/2 1/6 I/6 I/6 
農業 者 の 負担 が 生じ な い 場 合 1/2 革 (任意 ) 1/2 








2. 【 畜 産 】 被 災 家 畜 円 滑 処理 ・ 関 連 業種 再開 支援 事業 の 実績 


(単位 : 頭 ・ 羽 、 円 ) 









































二 衝 処理 化 製 処 理 (定額 補助 ) 埋 却 ・ 焼 却 処理 (|/2 補 助 ) 補助 金額 
頭 羽 数 処理 頭 羽 数 補助 金額 処理 頭 羽 数 補助 金額 

牛 7 0 0 7 25,000 25,000 

豚 709 709 643.200 0 0 643.200 

鶏 4,054,310 2,791,942 79,468,992 1,082,368 2,703,553 82,172,545 

合計 王 = 80,112,192 = 2,728,553 82,840,745 
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3.【 林 業 】 国 の 制度 を 活用 し た 長期 的 な 復旧 対策 












































実施 時 其 事業 名 事業 の 概要 事業 種目 
木材 供給 等 仮設 住宅 等 復旧 資材 の 確保 に む | 木材 流通 加工 施設 整備 
平成 23 年 度 共 急 対策 事業 けた 木材 加工 流通 施設 等 の 廃棄 ・| 間伐 材 等 流通 コス ト 支 援 
復旧 ・ 整 備 や 原木 流通 へ の 支援 | 流出 木材 処理 コス ト 支援 
成年 度 | 木材 加工 流通 施設 等 | 被災 し た 木材 加工 流通 施設 や 林 | 不 材 流通 加工 施設 の 復旧 等 
訓 成 26 征 度 | 衝 旧 対策 事業 業 機 械 等 の 復旧 へ の 支援 林業 機械 の 復旧 
平成 24 年 度 | 復興 木材 安定 供給 等 対策 | 復興 に 必要 な 木材 を 安定 供給 する | 復興 に 必要 な 木材 を 増産 する た め の 林 業 機械 整備 
ー | (森林 整備 加速 化 ・ 林 業 再 | ため に 必要 な 木材 加工 施設 等 の | 間伐 材 原木 等 の 流通 コス ト 支 援 
平成 26 年 度 | 生 基金 事業 ) 整備 等 木材 加工 流通 施設 の 体制 整備 








て 被災 農業 者 の 負担 軽減 ・ 早 期 営 農 再 開 支 援 ス キー ムー 
東日本 大 展 災 津 波 で の 復旧 対策 事業 で ある 「 東 日 本 大 岩 災 農 業 生 産 対策 交付 金 」 で 、 県 と 市 町 村 が 連携 し 上 乗せ 補助 を 


行っ た こと を きっ か け に 、 県 で は 、 甚 大 な 気象 災害 被害 が あっ た 場合 に 国 が 発動 する 「 強 い 農業 ・ 担 い 手づくり 総合 支援 交付 金 

(被災 農業 者 支援 型 ) 」 に 県 と 市 町 村 、 農 業者 が 国庫 補助 残 を 等 分 に 負担 する スキ ー ム を 活用 し 、 被 災 農 業者 の 負担 軽減 と 早 章 
期 営 農 再 開 を 支援 し て いる 。 

教訓 ・ 提 言 

上 早期 営農 再開 に 向け た 毎月 の 要望 調査 と 。 

N 庄 い で いく こ に 完 
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発 災 2 か 月 後 か ら 毎月 要望 を 取り まとめ 、 事 業 支援 
を 行っ た こと が 事業 の 早期 完了 に つなが っ た こと か 
ら 、 災 害 後 の 早 期 営 農 再 開 に 向け て は 、 市 町 村 と 連 
携 し た 被災 農業 者 の ニー ズ 把 握 が 必要 で ある 。 

また 、 市 町 村 と 連携 し て 実施 し た 県 の 上 乗せ 補助 
に つい て は 、 早 期 の 営農 再開 に 効果 が あっ た と 考え 
られ る こと か ら 、 今 後 、 災 害 が 発生 し た 場合 に は 、 被 
害 状 況 を 確認 し た 上 で 、 同 様 の 支援 の 検討 が 必要 
で ある 。 


災害 状況 に 応じ た 復旧 スキ ー ム 


被害 が 甚大 な 地域 で は 、 農 地 の 復 旧 等 に 合わ せ 
た 支援 が 必要 で ある ほか 、 国 の 支援 事業 だ け で は 十 
分 な 復旧 が で き な い こと か ら 、 国 に 対し て 被災 農業 
者 が 取り 組み や すい 復旧 スキ ー ム が 構築 で きる よう 
支援 事業 の 柔軟 な 対応 等 を 働き か け て いく 必要 が 
ある 。 


「 被 災 家 畜 円 滑 処理 ・ 関 連 業 種 再 開 支 援 事業 ] 
に つい て は 、 国 の 補正 予算 に より 措置 され た 制度 と い 
うこ と も あり 、 事 業 要件 の 確認 等 に 時 間 を 要する ケー 
ス が 多かっ た 。 

今後 、 大 規模 な 災害 が 発生 し た 場合 に お いて も 、 
同様 の 制度 が 創設 され る こと が 想定 され る た め 、 今 回 
の 事業 スキ ー ム を 確認 し 、 円 滑 に 事業 が 実施 で きる よ 
う 準備 し て お く 必 要 が ある 。 


i 木材 流通 の 回 復 へ の 長期 的 な 支援 


広域 的 な 大 規模 災害 が 発生 し た 場合 、 木 材 加工 
流通 施設 等 へ の 直接 的 な 被害 に 加え 、 木 材 の 出荷 
先 が 失 われ 木材 流通 が 滞る 等 、 間 接 的 な 被害 が 長 
期間 に わた り 発 生 す る こと が 想定 され る 。 

木材 流通 体制 の 回 復 に は 長期 間 を 要する こと か 
ら 、 国 の 災害 復旧 事業 の 活用 に よる 被災 工場 の 速 
や か な 復旧 に 加え 、 施 設 整備 や 流通 経費 等 の 支援 
な ど が 必要 な こと か ら 、 県 の 裁量 に より 複数 年 の 執行 
が 可能 な 基金 事業 等 の 創設 な ど 、 国 に よる 総合 的 な 
支援 策 が 必要 で ある 。 
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農地 復旧 ・ ほ 場 整 備 


取組 事例 


目 農地 ・ 農 業 用 施設 災害 復旧 支援 隊 が 沿岸 部 の 被害 
調査 を 実施 (平成 23(20II) 年 4 月 平成 23 年 5 月 ) 
通常 、 発 災後 の 農地 ・ 農 業 用 施設 の 被害 状況 に つい て 

は 市 町 村 が 調査 する が 、 治 岸部 で は 、 行 政 機能 が 著しく 低下 

し た 上 に 避難 者 の 救援 や 安全 確保 が 最 優先 で あっ た こと か 

ら 、 市 町 村 の 職員 が 被害 調査 を で きる 状況 に な か っ た 。 
その た め 、 県 は 、 沿 岸 8 市 町 村 (陸前 高田 市 、 大 船渡 市 、 

釜石 市 、 大 構 町 、 山 田町 、 宮 古市 、 岩 泉町 、 野 田村 ) か ら の 

要請 を 受け 、 農 地 ・ 農 業 用 施設 災害 復旧 支援 隊 (※) を 派遣 

し 、 治 岸部 の 被害 状況 を 把握 し た 。 





| ※ 農 地 ・ 農 業 用 施設 災害 復旧 支援 隊 ( 通 称 "NSS") 
| 平成 20(2008) 年 6 月 の 岩手 ・ 宮 城内 陸地 震 に お ける | 
| 市 町 村 の 被害 調査 等 の 実態 を 踏ま え 、 農 地 ・ 農 業 用 施 
| 設 災害 へ の 対応 の 充実 を 図る た め に 設立 。 | 
| 県 、 岩 手 県 土地 改良 事業 団体 連合 会 、 岩 手 県 土地 っ 
| 改良 設計 協会 の 他 、 農 村 災 害 復旧 専門 技術 者 の 資格 
| を 持つ 県 職員 0B も 加わ り 、 市 町 村 の 被害 調査 等 の 初 - 
| 期 対応 を 支援 。 | 


目 県 が 災害 査定 と 災害 復旧 事業 を 沿岸 市 町 村 に 代わ り 
実施 (平成 23 年 5 月 平成 3| (2019) 年 3 月 ) 
被害 が 甚大 な 沿岸 8 市 町 村 で は 災害 復旧 事業 の 実施 体 

制 が 確保 で きず 、 県 に 対し 災害 復旧 事業 の 県 営 施行 が 要請 

され た 。 県 は 要請 を 受け 、 災 害 査 定 と 災害 復旧 事業 を 市 町 

村 に 代わ り 実 施し た 。 
災害 査定 は 過去 最大 の 件 数 と な っ た が 、 県 立会 を 県 庁 の 


併せ 行う ほ場 整備 の イメ ー ジ 


《 被 火 後 の 状 況 》 


ほか 、 内 陸 部 の 現地 機関 の 職員 を フル に 動員 し て 対応 し 、 平 
成 23 年 12 月 まで に 終え る こと が で きた 。 

農地 復旧 は 平成 31 年 月 まで に 復旧 対象 農地 542ha 全 
て が 完了 し 、 令 和 元 (2019) 年 5 月 まで に 全て の 地域 で 営農 
が 再開 され た 。 


目 沿岸 部 の 「 な り わ い の 再 生 」 に 向け ほ場 整備 を 導入 
(平成 24 (2012) 年 度 一 令 和 元 年 度 ) 
沿岸 部 の 「 な り わ い の 再 生 ] に 向け 、 ま と まっ た 被災 農地 
に つい て は 、 原 形 復旧 に と ど ま ら ず 、 生 産 性 ・ 収 益 性 の 高い 
農業 の 実現 を 図る た め 、 災 害 復旧 と 一 体 と な っ て 進め る ほ場 
整備 (以下 「 併 せ 行う ほ場 整備 ] と いう 。 ) の 導入 を 推進 し た 。 
併せ 行う ほ場 整備 は 、 地 域 の 合意 形成 が 得 ら れ た 地区 に 
導入 し 、 東 日 本 大 岩 災 復興 交付 金 や 農村 地域 復興 再生 基 
盤 総合 整備 事業 費 補助 金 を 活用 し 、 非 被災 農地 や 災害 復 
旧事 業 で 原形 復旧 し た 農地 も 一 部 取り 込み な が ら 実 施し た 。 
陸前 高田 地区 な ど 6 地 区 15 工 区 506ha (うち 被災 農地 
278ha) で 実施 し 、 令 和 元 年 6 月 まで に 工事 が 完了 し た 。 


目 農地 復旧 事業 を 導入 し な い 農 地 に お いて も 営農 再開 
を 支援 (平成 23 年 度 て 平成 27 (2015) 年 度 ) 
東日本 大 岩 災 津波 で 被害 を 受け た 水田 や 畑 に は 、 が れき や 

堆積 し た 土砂 が あり 、 農 地 復 旧事 業 を 導入 し な い 農 地 に お いて 

も 、 営 農 再 開 の た め に は が れき の 除去 や 草刈 り が 必要 で あっ た 。 
この た め 、 県 で は 、 国 の 被災 農家 経営 再開 支援 事業 を 活 

用 し て が れき の 除去 等 を 行う 地域 農業 復興 組合 等 の 設立 

の 支援 を 行っ た 。 こ の こと に より 、 平 成 23 年 度 か ら 平 成 27 年 

度 ま で に 、11 市 町 で 26 の 復興 組合 が 設立 され 、525ha の 

農地 で が れき の 除去 等 が 行わ れ た 。 





⑥ 併せ 行う ほ場 整備 の 一 例 


に 


被災 状況 


区 ( 摂 待 工区 ) 


1~5a 程 度 の 未 整 備 の 水田 を 、 
20a( 均 平 区 は 40a) 以 上 の 区 画 に 


田 樹 え 状況 (H25 春 ) 


教訓 ・ 提 言 


目 被害 調査 に は 水土 里 ( みどり ) 情報 シス テム 

の 活用 が 有効 

沿岸 市 町 村 で は 、 津 波 に より 今 ま で あっ た も の が 根 
こそ ぎ 奪 われ 、 ま た 、 が れき に 埋もれ 、 現 地 で 被災 前 の 
農地 の 状況 や 水路 の 線形 な ど を 把握 する こと が 極め 
て 困難 な 状況 に あっ た 。 

この た め 、 被 害 調 査 で は 、 水 土 里 (みどり ) 情 報 シス 
テム (農地 や 農業 用 施設 の 情報 が 登録 され て いる 地 
図 情報 シス テム ) を 活用 し 、 津 波 浸水 区 域内 の 被災 
農地 の 特定 及び 地目 別 面積 の 集計 を 行い 、 甚 大 な 
被害 で あっ た に も か か わら ず 、 約 2 週間 の 調査 で 被害 
状況 を 把握 する こと が で きた 。 

被害 規模 が 大 きい ほど 、 被 害 調査 に お ける 水土 里 
(みどり ) 情 報 シ ステ ム の 活用 が 有効 で ある 。 


目 大 規模 な 災害 の 場合 は 災害 査定 の 簡素 化 の 
適用 が 望ま れる 
東日本 大 岩 災 津波 で は 、 甚 大 か つ 広 範 な 被害 に 
鑑み 、 国 か ら 被災 県 に 対し 、 
・ 総 合 単 価 の 使用 の 拡大 
・ 机 上 査定 の 拡大 


・ 地 図 情 報 シ ステ ム を 活用 し た 書類 の 簡素 化 
な どの 災害 査定 の 簡素 化 が 通知 され た 。 本 県 で も 復 
旧 工 事 の 早期 着手 の た め 、 水 土 里 ( み どり ) 情 報 シス 
テム を 活用 し て 災害 査定 の 簡素 化 を 図っ た 。 

今後 、 大 規模 な 災害 が 発生 し た 場合 は 、 災 害 査定 
の 簡素 化 の 適用 が 必要 で ある 。 


目 被害 が 広範 な 場合 は 他 の 復旧 ・ 復 興 計画 と の 

十分 な 協議 ・ 調 整 が 必要 

沿岸 市 町 村 で は 、 市 街 地 な どの 復旧 ・ 復 興 に 向 
け 、 被 災 農 地 を 転用 する 必要 が 生じ た 。 

この た め 、 農 地 復 旧 や 併せ 行う ほ場 整備 の 計画 
策定 に 当たっ て は 、 市 町 村 の まち づく り 計画 と の 調整 
が 必要 と な り 、 協 議 に 多大 な 労力 を 要 し た 。 

また 、 営 農 再開 を 見 込ん で 、 被 災 農 家 経 営 再開 支 
援 事業 に より が れき の 除去 や 草刈 り 等 を 行っ た 農地 
が 、 復 興 関連 事業 用 地 や 公共 用 地 、 高 上 げ 用 地 等 
へ 転用 され た 事例 も 見 られ た こと か ら 、 被 害 が 広範 な 
場合 は 、 事 前 に 他 の 復旧 ・ 復 興 計画 と の 十分 な 協 
議 ・ 調 整 を 行っ て お く こ と が 必要 で ある 。 
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示 w 誤 


示 ゃ 並 


第 2 章 県 の 取組 人 第 2 節 復旧 ・ 復 興 の 取組 店 語 EE 


中 小 企業 の 復旧 支援 


取組 事例 


| 地域 経済 の 収縮 に 歯止め を か ける 必要 が あっ た 





東日本 大 震 災 津波 で は 、 沿 岸部 の 多く の 中 小 企業 が 事 
務 所 の 流失 な ど 甚 大 な 被害 を 受け 、 内 陸 部 で も ライ フラ イン 
の 寸断 な ど に 起因 し 売上 が 減少 し た 。 県 内 経済 が 未 曽 有 の 
危機 に 直面 する 中 、 被 災 地 域 の 経済 を 支え る 中 小 企業 等 
の 事業 再開 や 復興 に 向け た 支援 を 実施 し 、 早 期 に 経済 の 
収縮 に 歯止め を か ける 必要 が あっ た 。 


目 中 小 企業 の 早期 の 事業 再開 に 向け た 取組 が 

必要 で あっ た 

被災 し た 中 小 企業 の 復旧 の 手段 と し て は 、 県 単 融資 制度 
な ど 既 存 の 制度 も あっ た が 、 施 設 や 設備 を 全 損 ある い は 大 
規模 損壊 し た 企業 に お いて は 、 自 社 の 資金 調達 能力 を 超え 
る 多額 な 資金 が 必要 で あり 、 事 業 再 開 も まま な ら な い 状 況 に 
あっ た 。 こ うし た 状況 を 打開 すべ く 、 県 で は 、 平 成 23(2011) 
年 3 月 、 新 た な 制度 と し て 「 岩 手 県 中 小 企業 災害 復旧 資金 ] 
及び 「 中 小 企業 被災 資産 修繕 費 補助 (修繕 費 補助 )] を 創 
設 し 、 早 期 の 事業 再開 を 支援 する こと と な っ た 。 ( ラ 「 第 4 節 
既存 の 枠組 み に 捉 われ な い 取組 」 の 「 中 小 企業 へ の 災害 復 
旧 資 金 の 貸付 ・ 被 災 資 産 修繕 費 の 補助 」 で 後述 。) 


i 国 の 支援 を 受け グル ー プ 補助 金 等 を 創設 


修繕 費 補助 は 、 多 く の 中 小 企業 で 活用 され た 一 方 、 補 助 
上 限 額 が 設定 され て いた た め 、 多 額 の 被害 を 受け て いる 企 
業 に お いて は 、 い わ ゆ る 二 重 債務 の 問題 も あり 、 自 己 資金 分 
の 調達 が 困難 で あっ た 。 こ の 状況 を 受け 、 国 は 、 施 設 ・ 設 備 
の 復旧 に 要する 経費 の 4 分 の 3 以内 (大 企業 は 2 分 の 1 以 
内 ) を 補助 する 「 中 小 企業 等 復旧 ・ 復 興 支援 事業 (グル ー プ 
補助 金 ) ]、 残 る 経費 を 無利子 貸付 する 「 被 災 中 小 企業 施 
設 ・ 設 備 整 備 支援 事業 貸付 金 (高度 化 ス キー ム 貸付 )」 の 
制度 を 創設 し た 。 県 で は 、 平 成 23 年 6 月 に は グル ー プ 補助 の 
第 1 次 公募 を 開始 、 あ わせ て 公益 財団 法人 いわ て 産業 振興 
セン ター に お ける 無利子 貸付 制度 も 開始 し た 。 





(関連 する 主 な 県 の 取組 〉 

人 第 4 節 二 重 債 務 解 消 に 向け た 支援 (P204) 

人 第 4 節 還 中 小 企業 へ の 災害 復旧 資金 の 貸付 ・ 
被災 資産 修繕 費 の 補助 (P206) 








i 前 例 の な い 事 業 を 進め る 上 で の 工夫 


グル ー プ 補助 金 は 、 グ ルー プ 事 業 に 必要 不可 欠 な 建物 設 
備 を 対象 と する 、 こ れ ま で に 前 例 の な い 事 業 で あっ た こと か 
ら 、 制 度 の 趣旨 ・ 目 的 を 事業 者 に 正確 に 伝達 する こと に 時 間 
を 要 し た 。 ま た 、 グ ルー プ 補 助 金 採択 事業 者 の 多く は 、 公 的 
資金 の 利用 が 初め て で あり 、 経 理 書 類 の 整備 や 財産 処分 な 
ど に 対す る 知識 が な か っ た こと か ら 、 地 域 ご と に 説明 会 を 開催 
し 、 事 業 に 対す る 理解 の 促進 に 努め た 。 


i 膨大 化す る 業務 に 追わ れ た 


グル ー プ 補助 金 等 は 、 中 小 企 業 の 早期 復旧 に 大 き な 役 割 
を 果たし た も の の 、 多 く の 企 業 が 一 斉 に 復旧 に 向け 動き 出し 
た 結果 、 平 成 23 年 の 下半期 に は 、 グ ルー プ が 作成 する 復興 
計画 の 審査 ・ 認 定 業務 が 膨大 と な り 、 担 当 課 だ け で は 処理 で 
き な く な っ た 。 そ こ で 、 グ ルー プ 補 助 金 の 公募 期間 中 、 同 じ 商 
工 労働 観光 部 内 の 他 室 課 か ら の 応援 を 受け 、 集 中 的 に 処 
理 し た 。 


上 被災 事業 者 の 事業 再開 等 へ の 支援 を 実施 


被災 し た 事業 者 の 支援 に つい て は 、 グ ルー プ 補 助 金 や 県 
単 融資 制度 の 活用 の ほか に 、 岩 手 県 産業 復興 相談 セン 
ター 等 に よる 債権 買取 等 の 金融 支援 に 取り 組ん だ 。 ( ラ 「 第 
4 節 既存 の 枠組 み に 捉 わ れ な い 取 組 ] の 「 二 重 債務 解消 
に 向け た 支援 」 で 後述 。) 

令 和 元 (2019) 年 12 月 末 現 在 、 グ ルー プ 補 助 金 は 
1.548 事 業者 に 903 億 円 、 中 小 企業 被災 資産 復旧 事業 費 
補助 金 等 は 854 事 業者 に 対し 30 億 円 を 交付 決定 し 、 高 度 
化 ス キー ム 貸 付 は 346 事 業者 に 対し 168 億 円 の 貸付 を 決定 
し た 。 その 結果 、 沿 岸 地域 の 被災 企業 で 事業 を 再開 し た 割 
合 は 8 割 を 超え 、 に ぎわ い の 拠 点 と な る 大 型 商業 施設 の 開 
業 に 加え 、 創 業 や 新規 事業 へ の 取組 が 進ん だ 。 

また 、 商 工 指 導 団 体 等 に 経営 支援 スタ ッ フ を 配置 し て 事 
業 再 開 し た 事業 者 へ の 巡回 訪問 な どの フォ ロー アッ プ を 実 
施す る こと に より 、 事 業者 が 抱え る 経営 課題 を 把握 し 、 各 種 
相談 事業 や 専門 家 派遣 事業 な ど 、 よ りき め 細か な 経営 支援 
を 行っ た 。 
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上 高度 化 スキ ー ム 貸付 に よる 支援 を 実施 る グル ー プ 補助 金 の スキ ー ム 





























a 8 、 a 補助 補助 | 中 小 企業 等 
高度 化 スキ ー ム 貸付 の 返済 が 始ま っ て お り 、 中 に は 返済 ーー 
に 苦慮 する 事業 者 も 見 られ る 。 県 で は 、 こ の よう な 事業 者 に 事業 費 の |/2 事業 費 の 3/4 











(|/4: 高 度 化 ス キー ム 


対し て 、 公 益 財団 法人 いわ て 産業 振興 セン ター と 連携 し 、 相 貸付 に よる 支援 有 ) 


談 に 応じ る と と も に 、 業 況 を 確認 し な が ら 、 最 終 償 本 期限 の 
延長 や 毎回 の 返済 額 の 低減 と いっ た 条件 変更 に より 対応 し 
て いる 。 今後 も 引き 続き 、 借 入金 の 返済 に 係る 柔軟 な 対応 と 
と も に 、 経 営 力 強 化 の 取組 な ど 、 総 合 的 に 支援 し て いく 必要 
が ある 。 


生 グ ルー プ 補 助 金 の 制度 の 見 直し ( 主 な 変更 点 ) 


・ 共 同店 舗 の 新設 、 環 境 整 備 、 イ ベン ト 開 催 の 費用 を 補助 
対象 経費 に 追加 

・ 資 材 等 価格 の 高騰 に よる 交付 決定 額 の 増額 変更 の 措置 
を 追加 

・ 従 前 の 施設 等 の 復旧 で は 事業 再開 や 継続 、 売 上 回 復 が 
困難 な 場合 、 こ れ に 代え て 実施 する 新 分 野 需要 開拓 等 を 





@ グ ルー ブ プ 補助 金 の 実績 










































































公募 区 分 | グル ー プ 数 | 事業 者 数 | 人 金 交 付 決ま ( 人 由 見 据え た 新た な 取組 の 支援 を 追加 3 

|~23 次 ( 計 ) 202 1.548 903 
⑥ 高 度 化 スキ ー ム 貸付 (貸付 決定 ) (単位 : 件 、 百 万 円 ) 
年 度 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 RI 累 計 
件 数 28 59 96 53 27 25 3| 22 5 346 
金額 2.218 4.654 4.042 2,297 1.000 468 818 991 308 16,796 

※ 令 和 元 年 12 月 末 現 在 第 

4 

章 


教訓 ・ 提 言 


目 事業 の 再開 に 当たっ て の 

適切 な 計画 策定 が 必要 

被災 事業 者 に は 、 補 助 金 な どの 支援 も 活用 し 、 一 
刻 も 早い 事業 の 再開 が 必要 だ が 、 一 方 で 、 被 災 に よ 
る 経営 環境 の 変化 や 自己 資金 調達 の た め に 行う 借 
入れ の 返済 な ども 踏ま えた 計画 を 策定 する こと が 必 
要 で ある 。 


i 被災 事業 者 の 負担 を 考慮 し た 支援 が 必要 


グル ー プ 補助 金 は 、 個 社 の 再建 計画 と グル ー プ 事 
業 計画 を 策定 する 必要 が あり 、 書 類 作成 は 相当 の 人 負 
担 で あっ た 。 第 1 次 公募 の 時 期 は 未だ 停電 し て いる 
地区 も あっ た た め 、 電 子 媒体 の 作成 ・ 提 出 が 困難 な 
グル ー プ も あり 、 被 災 事 業者 の 負担 を 考慮 し た 支援 
が 必要 で あっ た 。 


i 再開 し た 事業 者 が 抱え る 課題 へ の 支援 が 必要 


被災 事業 者 に 対し て 、 グ ルー プ 補 助 金 や 被災 資 
産 復旧 事業 費 補 助 金 等 に より 施設 ・ 設 備 の 復旧 支 
援 (ハー ド 支 援 ) を 実施 し 、8 割 を 超え る 被災 事業 者 
が 事業 を 再開 し て いる 。 し か し 、 事 業 を 再開 し た 事業 
者 に お いて は 、① 顧 客 ・ 取 引 先 数 の 減少 又は 販路 の 
喪失 、② 業 績 の 悪化 (売上 減少 等 )、③ 雇 用 ・ 労 働 
力 の 確保 等 の 経営 課題 を 抱え て いる こと か ら 、 経 営 
実態 の 調査 や 、 補 助 金 完了 事業 者 の 巡回 訪問 な ど 
フォ ロー アッ プ を 実施 する と と も に 、 商 工 指導 団体 等 
と 連携 し た 各種 相談 事業 や 専門 家 の 派遣 事業 等 
(ソフ ト 支 援 ) を 実施 し 、 課 題 解決 に 向け た 支援 が 必 
要 と な る 。 





第 2 章 県 の 取組 ⑧ 第 2 節 復旧 ・ 復 興 の 取組 店 語 齋 


産業 の 集積 を 図る た め の 特 区 制度 の 活用 





取組 事例 


i 被災 地 の 事業 環境 整備 と 雇用 機会 確保 が 重要 


東日本 大 岩 災 津波 は 、 本 県 の 沿岸 地域 を 中 心 に 甚大 な 
被害 を も た らし た 。 本 県 の 産業 被害 は 、 水 産 ・ 漁 業 が 5.649 
億 円 、 農 林業 が 984 億 円 、 商 工業 が 1,.335 億 円 、 観 光 業 が 
326 億 円 と な っ て お り 、 本 県 沿岸 地域 に お ける 産業 の 復 尋 
の た め に は 、 産 業 を 支え る 基盤 の 整備 を 早期 に 進め る と と も 
に 、 被 災 地 の 事業 者 が 意欲 と 希望 を 持っ て 事業 活動 を 行え 
る よう 、 事 業 環境 の 整備 を 進め 、 雇 用 機会 の 確保 を 図る こと 
が 重要 で あっ た 。 


i 岩手 県 産業 再生 復興 推進 計画 の 策定 


この た め 、 本 県 で は 、 地 域 の 実情 を 踏ま え 、 で きる 限り 柔軟 
な 制度 運用 を 図る こと に より 、 迅 速 な 復興 を 果たす た め 産 業 
再生 特区 を 設け る こと と し 、 東 日 本 大 岩 災 復興 特別 区 域 法 
(以下 、「 復 興 特 区 法 ] と いう 。 ) に 基づく 「 岩 手 県 産業 再生 
復興 推進 計画 ] を 策定 し 、 平 成 24(2012) 年 3 月 に 内 閣 総 
理大 臣 の 認定 を 受け た 。 

これ に より 、 当 該 計 画 に 基づく 復興 推進 事業 を 行う 事業 
者 を 県 が 指定 する こと で 、 事 業者 は 、 設 備 投資 や 被災 者 の 
雇用 、 新 規 立地 に つい て 、 法 人 税 等 の 優遇 措置 を 受け る こ 
と が 可能 と な っ た 。 


全市 町 村 に 復興 産業 集積 区 域 を 設定 


沿岸 地域 と 内 陸地 域 の 取引 関係 の 拡大 に より 、 治 岸 地域 
の 製造 業 や 水産 加工 業 等 の 産業 の 再生 ・ 発 展 が 期待 され る 
こと か ら 、 治 岸 地 域 に 加え て 、 内 陸地 域 も 含む 県 内 全市 町 村 
に 復興 特区 法 に 基づく 復興 産業 集積 区 域 を 設定 し た 。 





(関連 する 主 な 県 の 取組 〉 
人 第 4 節 回 復興 推進 計画 の 策定 に よる 
復興 特区 制度 の 活用 (P212) 








岩手 県 産業 再生 復興 推進 計画 の 概要 





る 目標 
沿岸 地域 の 特性 を 活か し た 産業 を 集積 し 、 沿 岸 地域 
に お ける 雇用 機会 の 確保 ・ 創 出 を 図る 。 ま た 、 沿 岸 地域 か 
ら 通 勤 す る こと が 可能 な 内 陸地 域 及 び 沿 岸 地域 と 日 常 
的 取引 関係 を 有する 産業 が 所 在 する 内 陸地 域 に お いて 
も 、 治 岸 地域 に お ける 雇用 機会 の 確保 ・ 創 出 を 図る た め 、 
地域 特性 を 活か し た 産業 の 集積 を 図る 。 
集積 を 目指 す 主 な 産業 分 野 
・ も の づく り 産 業 ( セ メン ト 関 連 産 業 、 鉄 鋼 関 連 産 業 、 電 
子 機械 製造 関連 産業 、 輸 送 用 機械 器具 関連 産業 ) 
・ 医療 薬品 関連 産業 
・ 情報 サ ービス 関連 産業 
・ 木 材 関連 産業 
・ 環境 負荷 低減 エネ ルギー 関連 産業 
・ 食品 関連 産業 
・ 水 産 関連 産業 
・ 農 業 及 び 関 連 産 業 
る 復興 産業 集積 区 域 
・ 沿 岸 市 町 村内 に お いて 産業 の 集積 を 図る 地域 (雇用 
等 被害 区 域 ) 
・ 沿 岸 地域 か ら 通勤 園内 に ある 内 陸地 域 の 工業 団地 ・ 
工業 専用 地域 等 
・ 沿 岸 地域 と 日 常 的 取引 が ある (見 込ま れる ) 内 陸地 域 
の 工業 団地 ・ 工 業 専用 地域 等 




















第 
章 
税制 優遇 の 内 容 
制 度 内 。 容 

設備 投資 減税 (37 条 ) | 工場 、 機 械 設備 等 を 取得 ・ 供 用 し た 場合 、 特 別 償却 又は 税額 控除 。 

雇用 減税 (38 条 ) | 被災 雇用 者 等 に 対し て 給与 等 を 支給 する 場合 、 法 人 税額 を 控除 。 

開発 研究 用 資産 減税 (39 条 ) MM し た 場合 、 特 別 償却 に 加え 、 そ の 償却 費 に つい て 研究 開発 税制 を 適 
新規 立地 促進 税制 (40 条 ) | 平成 24 年 3 月 30 日 以後 に 設立 し 一 定 の 要件 を 満た す 法 人 に 限り 、 指 定 後 5 年 間 、 課 税 を 繰延 べ 。 

地方 税 の 減免 (3 条 ) 設備 投資 減税 、 開 発 研究 用 資産 減税 の 特例 を 受け た 場合 、 新 規 供用 資産 に か か る 地方 税 ( 固 定 


資産 税 、 不 動産 取得 税 、 事 業 税 ) を 減免 。 





@ 指定 状況 (信和 元 年 12 月 末 現 在 ) 

































































指定 事業 者 数 投資 計画 の 総額 (37,39,40 条 ) 雇用 計画 の 総数 (38.40 条 ) 
564 者 9.434 億 円 14.549 人 

( 注 )40 条 (設備 投資 減税 ) は 、 投 資 と 雇用 の 両方 の 要件 を 満た す 必 要 が ある こと 。 
指定 件 数 (信和 元 年 12 月 末 現 在 ) : 
設備 投資 減税 (37 条 ) 雇用 減税 (38 条 ) | 開発 研究 用 資産 減税 (39 条 ) | 新規 立地 促進 税制 (40 条 ) 章 

465 件 248 件 8 件 2 件 723 件 
( 注 ) | 社 で 複数 の 指定 を 受け られ る こと か ら 指 定 事業 者 数 より 多い こと 。 
教訓 ・ 提 言 

由 抜 炎 事業 者 に 寄り 添っ た 対応 上 持 区 制度 活用 の 成果 と 課題 人 


税制 上 の 特例 措置 は 、 事 業 用 設備 の 特別 償却 等 
と 法人 税 等 の 特別 控除 と の 選択 適用 と され る な ど 仕 
組み が 複雑 で ある こと か ら 、 制 度 の 周知 を 図り 活用 を 
促進 する た め 、 令 和 元 (2019) 年 12 月 末 現 在 で 、 事 
業者 向け 説明 会 等 を 県 内 外 に お いて 86 回 実施 し た 
ほか 、 ラ ジオ や イン ター ネッ ト 等 を 活用 し た 周知 を 行っ 
た 。 説 明 会 終了 後に は 個別 相談 に 応じ る と と も に 、 申 
請書 の 作成 等 に 関す る 問合せ に も きめ 細か に 説明 
する な ど 、 被 災 事 業者 に 寄り 添っ た 対応 を 心掛け た 。 

な お 、 商 業 ・ サ ービス 業 の 集積 に つい て は 、 治 岸 5 
市 町 に お いて 復興 推進 計画 (商業 特区 ) が 認定 され 
た こと か ら 、 市 町 と 連携 し て 特区 制度 の 周知 を 図っ た 
ほか 、 策 定 後 の 事務 処理 に 係る 助言 や 取組 状況 の 
把握 に 努め 、 必 要 に 応じ て 支援 を 行っ た 。 


令 和 元 年 12 月 末 現 在 、 復 興 推進 事業 を 行う 事業 
者 の 指定 は 564 事 業者 (723 件 )、 指 定 事業 者 に よ 
る 投資 計画 総額 は 9.434 億 円 、 雇 用 計画 総数 は 
14.549 人 と な っ て お り 、 特 区 制度 の 活用 に より 、 被 
災 地 の 産業 の 再生 及び 雇用 の 創出 が 図ら れ た 。 

な お 、 課 題 と し て 、 当 初 、 平 成 27 (2015) 年 度 末 ま 
で と され た 制度 の 適用 期間 が 令 和 2(2020) 年 度 末 
まで 延長 され て いる が 、 は じ め か ら 長 期間 と され て いれ 
ば 、 長 期 ビ ジョ ン を 持っ た 法人 の 新規 立地 が 一 層 促 
進 さ れ た の で は な いか と 思わ れる 。 


肛 ナー ル い わ て の 取組 が 重要 


この よう に 、 沿 岸 地域 の 特性 を 生か し た 産業 を 集積 
し 、 沿 岸 地 域 に お ける 雇用 機会 の 確保 ・ 創 出 を 図る 
た め 、 復 興 推 進 計 画 の 策定 や 産業 集積 区 域 の 設 
定 、 制 度 の 運用 等 に つい て 、 治 岸 地 域 は も と より 、 内 
陸 の 市 町 村 と も 連携 し た オー ル い わ て の 取組 を 行っ 
た こと が 功 を 奏し た も の と 考え る 。 





第 2 章 県 の 取組 ⑧ 第 2 節 復旧 ・ 復 興 の 取組 店 齋 EE 


観光 業 の 復旧 ・ 復 興 の 取組 


取組 事例 


i 沿岸 地域 へ の 観光 入 込 客 数 が 激減 し た 





東日本 大 震 災 津波 に より 、 沿 岸 地域 の 多く の 宿泊 施設 が 
甚大 な 被害 を 受け 、 休 業 等 を 余儀 な くさ れ た 。 観光 施設 な ど 
も 津波 に より 壊滅 的 な 打撃 を 受け た こと も あり 、 治 岸 13 市 町 
村 の 平成 23(2011) 年 の 観光 入 込 客 数 は 、 平 成 22 
(2010) 年 の 4 割 程度 まで 落ち 込ん だ (県 全体 で は 平成 22 
年 比 の 8 割 程度 ) 。 


i 大 型 観光 キャ ン ペ ー ン に よる 情報 発信 を 実施 し た 


本 県 は 、 東 日 本 大 岩 災 津波 の 発 災 か ら 1 年 後に 、31 年 ぶ 
り と な る 国内 最大 規模 の 観光 キャ ン ペ ー ン で ある デス ティ 
ネー ショ ン キ ャ ペー ン (「 い わ て DC」) を 控え て いた 。 

東日本 大 岩 災 津波 に より 、 沿 岸 地域 の 観光 施設 が 壊滅 
的 な 被害 を 受け た こと に 加え 、 全 国 的 な 旅行 の 自粛 ムー ド が 
広がっ て いた た め 、 そ れ ま で 行政 、 民 間 の 観光 関係 者 が オー 
ル 岩 手 の 体制 で 取り 組ん で きた 「 い わ て DC」 を 実施 で きる の 
か 、 被 災 地 を 置き 去り に し て 実施 する の か 、 延 期 ( 中 止 ) す べ 
き で は な いか 、 観 光 に 携わる 人 間 と し て 何 が で きる の か 、 様 々 
な 思い に 葛藤 し 、 そ の 思い を 持ち つつ 沿岸 市 町 村 と 相談 ・ 協 
議 し 、 観 光 の 力 で 復興 を 加速 させ る こと 、 観 光 の 力 で 被災 地 
に 元気 を 届け る こと を 訴え 、 全 て の 沿岸 市 町 村 か ら 賛 同 を い 
た だ いた こと で 、1 年 後に 「 い わ て DC」 を 実施 する こと を 決定 
し た 。 

DC 期間 中 は 復興 に 向け た 取組 と し て 、 治 岸 被災 地 に 来 
て いた だ く こ と が 復興 支援 に つなが る 復興 支援 金 付き バス ツ 
アー「 復 興 応援 ツア ツー バス 」 を 新た に 企画 ・ 運 行 させ た ほか 、 
二 次 交 通 の 充実 や 各種 イベ ント の 開催 の ほか 、 復 興 支 援 に 
対す る 感謝 の 気持 ち を こめ て お 客 様 を お も て な し する 岩手 な 
ら で は の キャ ン ペ ー ン を 展開 し た 。 

全国 の JR グル ー プ 6 社 か ら 力 強い 送 客 支 援 ちい た だ き 、 観 
光 で 復興 を 加速 させ よう と する 関係 者 の 気持 ち が 一 つ に な っ 

た 、 真 に オー ル 岩 手 で 臨ん だ キャ ン ペ ー ン と し て 、 復 興 に 向け 
て 力強く 歩み だ し た 岩手 を 全国 に 発信 する 機会 と な っ た 。 





教育 旅行 等 を 通じ た 震 災 学習 を 推進 し た 


岩 災 学習 を 中 心 と し た 教育 旅行 や 企業 研修 旅行 を 三陸 
観光 の 柱 と し て 推進 する た め 、 岩 災 学 習 の 一 元 的 な 窓口 機 
能 を 担う プラ ッ ト フ ォ ー ム を 平成 25(2013) 年 度 に 設置 し 、 
岩 災 学習 の 受入 態勢 を 強化 ・ 拡 充 し た 。 首都 圏 等 に お ける 
教育 旅行 等 の 誘致 説明 会 等 に お いて 、 学 校 関係 者 や 旅行 
代理 店 、 企 業 ・ 自 治 体 の 防災 担当 者 等 に 対し 、 沿 岸 地域 の 
固有 の コン テン ツ で ある 震 災 遺構 や 農 災 語り 部 等 を 活用 し 
た 岩 災 学習 が 持つ 魅力 や 意義 、 現 場 で 体験 し 学ぶ こと の 重 
要 性 を 発信 する と と も に 、 上 記 関 係 者 の 沿岸 地域 へ の 招請 
等 を 行い 、 沿 岸 地域 を 中 心 と し た 教育 旅行 等 の 拡大 に 取り 
組ん だ 。 

教育 旅行 の 誘致 に 当たっ て は 、 県 外 の 学校 か ら 放射 能 が 
心配 と の 声 が 多数 寄せ られ た こと か ら 、 毎 月 、 県 内 の 放射 能 
に 関す る 資料 を 作成 し 、 岩 手 県 観光 ポー タル サイ ト 「 い わ て 
の 旅 ] で 公表 する と と も に 、 誘 致 説明 会 に お ける 資料 配布 、 
電話 等 の 問合せ に 対応 し た 。 

















岩 災 語り 部 を 活用 し た 震 災 学習 (三陸 鉄道 車内 ) 
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三陸 ジオ パー ク に つい て 


三陸 ジオ パー ク は 、 ジ オ パ ー ク 活動 を 通じ て 、 東 日 本 大 震 災 津波 か ら の 克服 過程 を 世界 に 発信 し 、 世 界 規模 で 地震 ・ 津 波 
防災 へ の 深い 理解 を 提供 する 場 と する と と も に 、 繰 り 返 され て きた 大 地 の 形 成 と 地殻 変動 が も た ら す 恵み や 、 三 陸 の 大 地 で 生 
きる 人 々 、 自 然 の 豊か さ を 伝 え 学 ぶ 場 と する こと を 目指 し 、 平 成 25 年 に 日 本 ジオ パー ク の 認定 地域 と な っ た 。 

平成 29(2017) 年 の 再 認定 審査 以降 、 各 市 町 村 単 位 の 地域 協議 会 や 3 つの 広域 ブロ ッ ク 会 議 の 設立 な ど 、 三 陸 ジ オ パ ー ク 
推進 協議 会 の 運営 体制 が 強化 され る と と も に 、 フ ォ ー ラ ム や 研修 会 の 開催 に より 、 ガ イド 間 の 情報 共有 が 図ら れ 、 さ ら に は 、 ジ 
オ パ ー ク の 魅力 を 伝え る 住民 主体 の 自発 的 な 活動 も 見 られ る よう に な る な ど 、 エ リア と し て の 一 体 的 活動 に 向け た 地域 一 丸 と 
な っ た 取組 が 評価 され 、 令 和 元 (2019) 年 の 審査 に お いて 再 認定 され た 。 

三陸 ジオ パー ク は 、5 億 年 前 か ら の 日 本 列島 の 形成 過程 を 体感 で きる 学習 フィ ー ル ド と し て ふさ わし く 、 ま た 、 世 界 中 か ら 東 
日 本 大 震 災 津波 の 記憶 を 後世 に 伝え る 役割 が 期待 され て お り 、 今 後 、 岩 災 か ら の 復興 の 取組 に より 進展 し た まち づく りや 交通 
ネッ トワ ー ク な ど を 生か し な が ら 、 地 域 が 一 体 と な っ た 活動 を さら に 展開 する と と も に 、 三 陸 の 魅力 や 固 災 の 教訓 の 発信 等 に よ 
り 、 国 内 外 と の 交流 を 活発 化し て いく こと と し て いる 。 





3 
章 
教訓 ・ 提 言 
災 な い 岩 災 学 習 プ ログ ラ 
上 衝 和 状 況 等 の 広く ・ 維 続 的 な 発信 が 重要 iad 
開発 が 重要 

平成 25 年 度 以降 も 、 沿 岸 地 域 に お ける 観光 入 込 ” 沿岸 被災 地 の 復 具 整 備 が 進む こと に より 、 現 場 を _ 
客数 の 震 炎 前 水準 の 早期 回 復 を 目指 し 、 内 陸 部 と 訪れ た 観光 客 等 が 震 災 当時 の 状況 を 想像 する こと 
沿岸 部 を つなぐ 「 い わ て 三陸 観光 応援 バス ツア ー」 が 困難 と な り 、 岩 災 が 風化 する こと が 懸念 され る 。 


の 運行 を 継続 し て 支援 し て いる ほか 、NHK 連 続 テ レ 
ビ 小 説 「 あ まち ゃ ん 」 で 認知 度 が 向上 し た 三陸 鉄道 を 
は じ め 、 復 興し た 観光 素材 や 新た な 観光 資源 を 活用 
し な が ら プ ロモ ーション を 展開 し て 沿岸 地域 へ の 誘客 
拡大 に 取り 組み 、 平 成 30(2018) 年 時 点 で は 謀 災 
前 の 8 割 程 度 まで 回 復 し た (県 全体 で は 、 お お むね 農 
災 前 の 水準 に 回 復 済 ) 。 


観光 入 込 客数 の 回 復 は 、 岩 災 直 後 か らい わ て DC 
を は じ め と し た 観光 キャ ン ペ ー ン を 展開 し 、 全 国 に 復 
興 状 況 を 継続 し て 発信 し て きた 成果 と 考え て いる 。 

また 、 復 興 状 況 を 広く 発進 する た め 、 旅 行 雑誌 等 
の 記者 や 旅行 会 社 の 商品 造成 担当 者 を 招請 し て 公 
共 交 通 機関 や 宿泊 施設 等 の 復興 状況 を 視察 いた だ 
き 、 雑 誌 等 へ の 掲載 や 旅行 商品 の 造成 を 促進 する と 
と も に 、 大 都市 園 で の 観光 PR イベ ント へ の 出展 や 
SNS を 活用 し 岩手 の 元気 な 姿 を 発信 し て きた 。 

農 災 の 風化 が 懸念 され て いる 中 、 被 災 地 か ら の 情 
報 発信 に 引き 続き 取り 組む 必要 が ある 。 


農 災 の 経験 や 教訓 等 を 一 方 的 に 伝え る だ け で な 
く 、 事 前 ・ 事 後 学習 を 含む アク ティ ブ ・ ラ ー ニ ング や 危 
機 管 理学 習 な ど を 中 心 に 、 受 入団 体 の 職種 や ニー ズ 

こ 合わ せ た 「 本 県 な ら で は ] 「 現 地 な ら で は 」 の 研修 プ 
ログ ラム の 開発 と 構築 に 取り 組む と と も に 、 受 入団 体 
へ の ヒア リン グ の 実施 等 に よる 新た な ニー ズ の 掘り 起 
こし と 、 農 災 語 り 部 を 含む 研修 プロ グラ ム の 質 の 向上 
に 向け た 取組 が 必要 で ある 。 

一 方 で 、 岩 災 学 習 だ け で は 誘致 は 難し いと の 声 も 
ある が 、 近 年 の 全国 各地 で の 自然 災害 を 見 る と 、 本 
県 の 防災 対応 は 大 い に 参 考 に な る も の と 思料 され 
る 。 広島 ・ 長 崎 ・ 沖 縄 の 平和 学習 の よう に 、 謀 災 学 習 
は 岩手 と 言わ れる まで に 育て た いと の 沿岸 観光 関係 
者 の 思い を 波 み 取り 、 関 係 機関 と 連携 し な が ら 取 り 組 
む 必 要 が ある 。 





第 2 章 県 の 取組 第 2 節 復旧 ・ 復 興 の 取組 


消失 し た 砂浜 の 再生 


東日本 大 震 災 津 波 で は 、 一 部 の 海岸 で 、 海 水浴 場 や サー 
フィ ン の 場 な ど 観光 を 支え る 基盤 と し て 重要 な 存在 で あっ た 
砂浜 が 、 津 波 や 広域 地盤 沈下 に より 消失 し た 。 被災 後 数 年 
が 経過 し て も 消失 し た 砂浜 は 回 復 せ ず 、 自 然 回 復 する に は 
非常 に 長い 年 月 を 要する と され て いる 一 方 で 、 地 元 か ら は 観 
光 交 流 ・ に ぎわ い の 再 生 の 場 を 形成 する も の と し て 早期 の 砂 
浜 再 生 が 望ま れ て いた 。 

そこ で 県 で は 、 砂 浜 の 再生 に 向け た 対策 工 ( 養 浜 ) の 検討 


被災 後 の 状 況 


(本 農 ) ( 千 田 蛋 慎 本 ) 
攻 条 注 芋 攻 閑 田 重 


( 習 刻 洲 ) 
世 条 区 和 


(紀田 己 ) 
工 新 泊 9 午 
































【 出 典 : い わ て 震 災 津波 アー カイ ブ ノ / 提 供 者 : 宮 古市 】 


を 平成 25(2013) 年 に 開始 し た 。 

対策 を 実施 する 各 海 岸 に お いて は 、 砂 浜 復元 可能 性 調 
査 に 着手 する と と も に 、 学 識 経 験 者 で 構成 され る 「 養 浜 技術 
検討 委員 会 ] を それ ぞ れ の 海岸 で 設立 し 、 砂 浜 の 回 復 ( 養 
浜 ) に 向け た 技術 的 検討 を 重ね 、 技 術 的 に 砂浜 再生 は 可能 
と の 委員 会 の 見 解 を 受け て 、 平 成 27 (2015) 年 11 月 か ら 順 
次 工事 に 着工 し た 。 

消失 し た 砂浜 の 再生 に つい て は 、 災 害 復旧 事業 で の 実施 
は 困難 で あっ た が 、 国 に 対し 養 浜 事業 に つい て も 復興 交付 
金 事業 の 対象 と する 旨 の 要望 を 行っ た 結果 、 復 興 交 付 金 の 
効果 促進 事業 の 対象 範囲 が 観光 ・ に ぎわ い の 再 生 に 向け 
た 事業 に も 拡大 され た こと に より 、 事 業 化 が 可能 と な っ た 。 


砂浜 再生 状況 ( 浪 板 海岸 は 着工 前 ) 












































生 海 水浴 シー ズン (7 て 8 月 ) の 入 込 状況 (単位 : 人 回 ) 

海水 浴場 入 込 数 入 込 数 入 込 数 入 込 数 平均 入 込 数 
名 称 (HI8(2006)) (HI9(2007) ) (H20(2008)) (H2I(2009) ) (HI8~H21) 

高田 海岸 161,100 147,766 74,147 153,597 134,153 

根 浜 海岸 39,690 41,171 33,616 33.08| 36.890 

浪 板 海岸 28,248 30,540 21.796 24.595 26.295 

浦 の 浜 海岸 6,186 6,911 3,739 2,829 4,916 

施工 状況 (高田 海岸 ) 
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砂 投 入 状 況 


| 





波浪 に よる 前 浜 形成 状況 


教訓 ・ 提 言 


i 技術 的 教訓 


養 浜 の 効果 ・ 影 響 調 査 は 、 調 査 項目 が 多く 、 か つ 、 
長期 に わた る た め 、 効 率 的 か つ 必 要 最 小 限 の 調査 
計画 と する 必要 が ある 。 そ の た め 、 学 識者 や 水産 技 
術 セ ンタ ー、 漁 業者 等 の 関係 機関 へ の ヒア リン グ を 
綿密 に 行い つつ 、 調 査 規模 や 重要 性 を 踏ま えた 詳 
細 計 画 を 策定 する こと が 望ま し い 。 

な お 、 他 機関 が 測 得 し て いる デー タ は 有効 活用 で 
きる も の も 多く 、 既 存 デー タ の 状況 を 把握 し 、 取 捨 選 
択 す る こと で 効率 的 な 調査 が 可能 と な る 。 例 えば 、 県 
水産 技術 セン ター が 実施 し て いる 海域 調査 、 国 土 交 
通 省 が 運営 し て いる ナウ ファ ス ( 全 国 港 湾 海 洋 波浪 
情報 網 : NOWPHAS) の 波浪 観測 デー タ 、 気 象 庁 
の アメ ダス 風向 風速 デー タ や 潮位 観測 デー タ の 活用 
が 考え られ る 。 

養 浜 砂 の 比較 選定 に あたっ て は 、 設 計上 必要 な 
「 粒 径 ] の 他 に 「 色 」、「 供 給 量 ]、「 単 価 ] の 評価 項目 
で 比較 検討 し 購入 砂 を 選定 し た 。 地 元 懇 談 会 の 意 
見 で は 、 地 元 産 の 砂 を 使用 し て ほし いと の 上 声 が あがっ 


た が 、 供 給 量 の 問題 か ら 規 模 の 大 きい 養 浜 で は 採用 
が 難し い 。 


i 制度 面 で の 教訓 


地域 の 重要 な 自然 由来 の 観光 資源 で ある 砂浜 が 
消失 し た 際 に 再生 に 係る 事業 が 実施 で きる こと は 、 
被災 地域 や 市 町 村 の 「 な り わ い の 再 生 」 の 直接 的 な 
後押し と な り 、 大 き な 経 済 効 果 が 期待 され 、 地 域 の 新 
た な 魅力 で ある 交流 人 口 の 増大 が 期待 で きる 。 

一 方 で 、 砂 浜 の 再生 に つい て は 、 災 害 復旧 事業 な 
ど 既 存 の 事業 制度 で は 実施 が 困難 で 、 国 へ の 要望 
に より 復興 交付 金 の 効果 促進 事業 で の 事業 化 が 可 
能 に な っ た も の で ある 。 

復旧 ・ 復 興 は 、 地 域 の な り わ い 再 生 を 中 ・ 長 期 的 な 
取組 で 実施 し て いく こと が 重要 で ある た め 、 地 域 の 実 
情 に 応じ て 柔軟 に 活用 で きる 復興 交付 金 の 効果 促 
進 事 業 の よう な 支援 制度 が 、 大 災害 か ら の 早期 の 復 
旧 ・ 復 興 や 地域 の 活性 化 に 大 きく 寄与 する も の と 考 
える 。 
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震 災 津波 関連 資料 の 収集 ・ 活 用 


取組 事例 


H 東日本 大 震 災 津 波 の 事実 と 関連 資料 の 収集 





未 賞 有 の 大 規模 災害 に より 、 発 災 当 初 か ら 通信 の 途絶 、 
市 町 村 行 政 機能 の 喪失 な ど 多 く の 困 難 に 直面 し た が 、 県 内 
外 か ら 支 援 を いた だ き な が ら 、 災害 廃 棄 物 の 処理 、 災 害 公営 
住宅 等 の 整備 、 被 災 し た 漁船 や 養殖 施設 の 整備 な ど 、 復 興 
の 歩み を 着実 に 進め て きた 。 

県 で は 、 こ うし た 謀 災 津波 の 事実 や 復旧 ・ 復 興 の 取組 を 後 
世に 語り 継ぎ 、 二 度 と 災害 で の 犠牲 者 を 出さ な いと いう 決意 
の も と 、 岩 災 津 波 の 記録 を 後世 に 伝え る リー ディ ング プロ ジェ 
クト と し て 関連 資料 の 収集 ・ 活 用 に 取り 組ん で いく こと と し た 。 

一 方 で 、 被 災 市 町 村 で は 、 復 旧 ・ 復 興 事業 が 最 優先 で 進め 
られ て お り 、 固 災 津 波 関連 資料 の 収集 に 取り 組む 職員 の マ 
ン パ ワー 不足 や 、 時 間 の 経過 と と も に 関係 資料 の 散逸 が 懸 
念 さ れ て いた 。 


i 有識者 の 視点 や 市 町 村 と の 連携 


震 災 津波 関連 資料 の 収集 、 保 存 、 整 理 及び 活用 の 具体 
的 な 方 策 や ガイ ドラ イン の 作成 等 に つい て は 、 有 識者 会 議 を 


アー カイ ブ 構 築 事 業 概念 図 


県 の 取組 ⑧ 第 2 節 復旧 ・ 復 興 の 取組 店 齋 





(関連 する 主 な 県 の 取組 〉 
人 第 4 節 復興 祈念 公園 や 伝承 施設 の 整備 (P208) 





設置 し し アー カイ ブシ ステ ム 構 築 に 向け た 提言 が 行わ れ た 。 

有識者 会 議 で は 、 今 回 の 災害 対応 は 、 行 政 だ け で は な く 、 
救命 ・ 救 助 活動 や 災害 ボラ ンティア な ど 「 民 間 」 の 取組 が 特 
徴 的 で あっ た こと か ら 、 行 政 以 外 の 収集 対象 に 関す る 議論 が 
行わ れ た ほか 、 一 般 的 に 公開 か ら 時 間 の 経過 と と も に 閲覧 
数 が 減少 し て いく 傾向 が ある アー カイ ブシ ステ ム が 継続 し て 
活用 され る よう 防災 、 教 育 、 交 流 人 口 の 拡大 等 の 観点 を 重視 
し た 意見 等 が 出さ れ 、 シ ステ ム 構 築 に 向け た 方 針 を 固め られ 
た s 

この 際 、 沿 岸 市 町 村 の 意向 確認 を 行い 、 完 成 ・ 着 手 済み 
の 市 町 村 と は 、 シ ステ ム 連 携 を 行う こと と し 、 マ ン パ ワー 不足 
等 に より 未 着手 の 市 町 村 に あっ て は 、 県 が 構築 する シス テム 
に 資料 を 提供 する 形 で 市 町 村 と 協 働 し て 取り 組む こと と し た 。 


M 「 い わ て 謀 災 津波 アー カイ ブー 希望 て 」 の 構築 


アー カイ ブシ ステ ム の 構築 に 当たっ て は 、 単 に 資料 を 蓄積 
し た だ け の シス テム で は な く 、 収 集 し た 資料 に よっ て 岩 災 の 事 
実 や 教訓 を [伝える] こと を 重視 し た 。 ま た 、 事 業 に 着手 し た 当 
時 、 既 に 他 県 で は 、 東 日 本 大 岩 災 復興 交付 金 を 活用 し 、 ア ー 
カイ ブシ ステ ム が 幾つ か 完成 し て お り 、 そ れ ら の 仕様 等 を 分 析 
する こと で 、 利 用 者 が 活用 し や すい シス テム と な る よう 検討 し 
た 。 





関係 機関 等 


防災 関係 機関 
NPO・ そ の 他 


震 災 津波 関連 資料 ーー 
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イン ター ネッ ト で 公開 


活用 の 目的 


・ 今後 の 災害 に 備え 、 県 内 の みな ら ず 
他 の 自治 体 等 の 参考 と し て も ら う 





・ 復 興 教育 、 防 災 教 育 で の 活用 
・ 防 災 ボ ラン ティ ア 、 自 主 防災 組織 、 
地域 防災 リー ダー、 語 り 部 の 育成 に 活 
































・ 復興 ツー リズ ム 、 謀 炎 学 習 
円 | (企業 研修 旅行 、 教 育 旅行 ) で の 活用 
・ 岩 災 遺 憶 、 伝承 施設 等 と の 連携 





< 活用 の 方 法 > 
Web に よる 情報 発信 / 伝 承 施設 で の 展示 / そ の 他 





平成 29(2017) 年 3 月 29 日 か ら 公 開 を 開始 し た 「 い わ て 謀 
災 津波 アー カイ ブー 希望 ] は 、「 そ な え 」 、「 結 い の 力 」、「 支 
援 か ら 絆 へ 」 [配慮 が 必要 な 人 へ 」、「 前 例 な き 対応 ] 及 び 「 ふ 
る さと いわ て 三陸 ] の 6 つの テー マ ご と に 時 系 列 で 分 類 し た ほ 
か 、 小 中 学生 を 対象 と し た コー ナー や 特選 写真 展 な どの ピッ 
クア ッ プ コン テン ツ を 設け 、「 津 波 て ん で ん こ ] な ど を 紹介 し 、 
利用 し や すい よう 工夫 し て いる 。 ま た 、 当 時 の 地元 新聞 記事 
も 閲覧 で きる よう に な っ て いる 。 

利用 者 が 活用 し や すい よう 、 資 料 提供 機関 か ら 利用 許諾 
を 得 て お り 、 ほ と ん どの 資料 が ダウ ン ロ ー ド 可能 で ある 。 こ の 
際 、 許 諾 条件 に より 写真 デー タ に は 適宜 マス キン グ 処 理 を 施 
し 、 個 人 の 権利 (肖像 権 な ど ) に も 配慮 し た 。 

現在 、 官 民 か ら 収 集 し た 約 24 万 点 ( う ち NPO、 大 学 、 社 会 
福祉 協議 会 等 の 民間 団体 か ら の 提供 が 約 10 万 点 ) の 謀 災 
津波 関連 資料 を 専用 ホー ムペ ー ジ で 検索 ・ 閲 覧 で する よう に 


し て いる ( 令 和 元 〔2019〕 年 12 月 末 時 点 )。 


N 農 災 津波 関連 資料 の 活用 促進 


岩 災 の 事実 や 教訓 を 次 世代 に も 引き 継い で いく た め 、 県 
教育 委員 会 と 連携 し て 、 小 中 学校 へ の 岩 災 津波 関連 資料 を 
活用 し た 出前 授業 を 実施 し 、 そ の 様子 を 解説 付き で まとめ た 
動画 を 作成 し た ほか 、 全 県 で 取り 組む 「 い わ て の 復興 教育 」 
の 副読本 と アー カイ ブシ ステ ム の 連携 を 図っ て いる 。 

また 、 東 日 本 大 震 災 津波 伝承 館 ( い わ て TSUNAMI( つ な 
み ) メ モリ アル ) に アー カイ ブシ ステ ム の 専用 端末 を 設置 し て 
いる ほか 、 シ アタ ー や 展示 物 に も 収集 し た 資料 が 活用 され て 
お り 、 来 館 者 に 当時 の 状況 を 伝え る ツー ル と し て 活用 され て い 
る 。 


教訓 ・ 提 言 


i 事前 の 資料 収集 基準 の 設定 


避難 所 の 掲示 物 や 災害 時 に 作成 し た 名 簿 、 被 災 し 
た 家具 な どの 岩 災 関連 資料 は 、 保 存 を 前 提 と し て い 
な いた め 、 散 濁 し て し まう ケー ス が 少な く な い 。 

事前 に 収集 基準 や 担当 な ど を 示し て お く こ と で 、 災 
害 発 生 時 の 対応 や 災害 の 脅 威 を 伝え 、 教 誕 と な る 貴 
重 な 資料 を 遺失 する こと な く 後 世に 保存 する こと が 可 
能 に な る と 考え る 。 


i 「 民 間 」 と の 連携 の 重要 性 


災害 対応 業務 は 多岐 に わた り 、 行 政 以 外 の 機関 
が 対応 する 業務 の 記録 が 不足 する た め 、「 民 間 」 の 協 
力 を 得 な が ら 、 当 日 の 様子 を 記録 保存 で きる よう 連携 
し て 進め て いく 必要 が ある 。 


上 市 町 村 の 負担 軽減 


大 規模 災害 時 の 岩 災 津波 関連 資料 の 収集 、 ア ー 
カイ ブシ ステ ム の 構築 に 当たっ て は 、 被 災 市 町 村 の マ 
ン パ ワー に 限り が ある た め 、 都 道府県 で 作成 し 、 市 町 
村 の 人 的 ・ 財 政 的 負担 を 軽減 する こと が 重要 と 考え 
る 。 


上 維持 費 の 負担 


歴史 的 資料 の 保存 は 重要 で ある が 、 長 期 に わた っ 
て シス テム を 管理 し て いく こと と な る と 自治 体 の 維持 
費 の 負担 を 考え て いく 必要 が ある 。 継続 し て シス テム 
が 利用 され る よう 工夫 する こと も 必要 だ が 、 保 存する 
資料 の 厳選 や 機能 集約 、 あ る い は 、 災 害 関係 の アー 
カイ ブ を 一 本 化し て 管理 し て いく こと な ど 、 時 間 の 経過 
に 合わ せ て 効果 的 ・ 効 率 的 に 運用 し て いく 検討 も 必 
要 に な る と 考え る 。 
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